第２回福祉社会学会大会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　於：東京大学（本郷キャンパス）

平成16年6月27日

近年の生活保護受給者増加傾向に関する比較分析

―世帯類型の時系列的変化に着目して―
小渕 高志（明星大学）

１．生活保護の現状

近年の被保護世帯数･･･平成14年度は、87万世帯を超えて過去最多を更新

平成13年度：80万5169世帯→平成14年度：87万931世帯（6万5762世帯増）

受給理由の内訳では、不況による家計状況の悪化と見られる項目が目に付く。

関心：保護の増加には世帯類型ごとに、どのような変化が読み取れるのであろうか。

理由：保護が必要となるような生活問題の出現やその程度は、各世帯類型によってどれくらい違うものなのか。

２．各被保護世帯における保護率の推移
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資料：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成13年度以降は、厚生労働省大臣官房統計情

報部報道資料による公表値。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。報道資料：平成14年度

『社会福祉行政業務報告』の概要（平成15年9月11日）。�

注：被保護世帯数は、各年次における期首の値。寄与率は上記資料より筆者が算出。端数処理のため、合計が一致しない場

合がある。
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近年はすべての世帯類型において増加

平成8年度前後からは、すべての世帯類型における被保護世帯数が増加する傾向にある。とくに、近年の構成においては被保護高齢者世帯の著しい増加が目立つ。被保護高齢者世帯は昭和60年度のピーク（110.0ポイント）以降も指数は100ポイント台のままで高止まり傾向が続いたあと、平成5年度からは再び増加に転じた。そして、近年では飛躍的な増加の勢いが見られ、平成14年度は182.1ポイントと、昭和50年度の倍に近い。

推移の動向を詳しく見ると、昭和53～60年においては、被保護母子世帯の増加が目立っていたが、平成5年度からは被保護高齢者世帯の増加が目立つようになった。

※ 網掛け部分は、平均値以上の値を示している被保護世帯

[image: image2.wmf]表2　世帯類型別被保護世帯構成比の推移�
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資料：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。平成14年度『社会福祉行政

業務報告』の概要。報道資料：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）。�

注：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成14年度の各数値は、厚

生労働省発表の報道資料から算出。
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資料：平成15年9月11日厚生労働省大臣官房統計情報部発表「社会福祉行政業務報告」(平成9〜14年）の報道資料より。�

注：１）保護開始の主な理由については９月中のみ把握している。２）「働きによる収入の減少・喪失」は、「定年・失業」、「老齢による収入の減少」、「事業不振・倒産」及び「その他の働きによる収入の減少」を

いう。
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表3における時期的特徴

①昭和45-50年度まで：上昇期

②昭和50-51年度から

59-60年度まで：停滞期

[image: image4.wmf]表7　世帯類型別稼動・非稼働率の推移�
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資料：平成4〜7年は、厚生省社会・援護局保護課「被保護者全国一斉調査結果報告書」（各年7月1日現在）。平成8〜10、12、13年は、被�

保護者全国一斉調査（個別調査）。出所：平成9、10、12、13年は、生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成11〜14年版。�

注：上記資料より当該部分を抜粋し、表を作成。

高

齢

者

世

　

帯

母

　

子

世

　

帯

傷

病

・

障

害

者

世

　

帯

そ

の

他

の

世

帯

③昭和60-61年度から

平成3-4年度まで：低下期

④平成5-6年度から：再び上昇期

３．各被保護世帯別受給期間の趨勢

被保護高齢者世帯の特徴は、受給期間が「10年以上」という長期の被保護高齢者世帯の持続的な増加とともに、近年では受給期間が「6ヶ月未満」や「6ヶ月～1年未満」という短期の被保護高齢者世帯も急増していることである（表4）。

被保護母子世帯の特徴は、昭和57年度までは短期の受給者世帯の増加が目立っていたが、昭和60年度以降は、受給期間が短期から中期の被保護母子世帯の増加が目立つようになった。そして、近年では長期間の受給者世帯の増加が目立つというように、時系列的に、短期から長期へと受給期間が推移する傾向にある。

被保護傷病・障害者世帯の特徴は、昭和42年度から昭和57年度あたりでは、受給期間が「6ヶ月未満」の受給者世帯が多かったが、昭和59年度あたりからは受給期間が「10年以上」の傷病・障害者世帯の増加が目立ち始めるようになった。

※ 網掛け部分は、平均値以上の値を示している被保護世帯　太字（ゴチック体）は、受給期間の最高値
[image: image5.wmf]表6　稼動世帯と 非稼動世帯の推移
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指数（昭和50年度＝100）�

資料：福祉行政報告例。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活

保護の動向」平成14年版より作成

４．受給期間が長期化する要因
↑①「働きによる収入の減少・喪失」や「貯蓄等の減少・喪失」といった経済状況の悪化による理由の伸びが大きい。
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86.9

47

96.8

133

83.8

15

79.5

11

50

100.0

59

100.0

62

100.0

203

100.0
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19

平成元年度

116.9

59

113.5
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125.1

21

171.6
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2

110.8
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159.2
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3
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71.6

269

116.8

22

153.9
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4
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148.9
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5
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289
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150.2
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6

110.7

63
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66
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305
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7

113.5

65

110.8

69

70.7

324

123.8

22
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8
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71.0

336

130.6

22
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22

9
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72.6
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22
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10

131.5

63

128.4

67

73.9

348

145.9

21

180.7

22

11

142.6

62

139.1

66

75.7

361

159.6

21

197.7

22

12

154.4

60

150.5

64

75.2

377

174.8

20

216.6

22

13

178.1

55

174.5

58

76.0

388

206.2

19

236.2

23

資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」より指数と１件当たりの金額を作成。

注：１件当の金額は、GDPデフレーターにより貨幣価値を調整済み。GDPデフレーターは、内閣府経済社会総合研究所ホームページから入手。入手先：

http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/qe011-68/gdemenuj68.html　デフレーターは、旧68SNAに基づく平成2（1990）年基準計数。なお、資料の制約から平成13年i

度は、年度値ではなく1-3月期の値を用いている。�
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[image: image7.wmf]表11　保護受給の流動性と受給期間との関連性（重回帰分析）
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水準

Ｒ2乗�

被保護高齢

10年以上

0.665

7.013

***

0.963

者世帯

6ヶ月未満�

0.354

3.739

***

n=16

被保護母子
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-0.838

-12.358

***

0.932

世帯

10年以上

-0.394

-5.182

***

n=16

被保護傷病・

5年〜10年未満�

-0.646

-3.526

***

0.514

障害者世帯

6ヶ月未満ﾑ

0.536

2.926

**

n=16

その他の

6ヶ月〜1年未満

0.744

6.905

***

0.871

被保護世帯

3年〜5年未満

-1.070

-9.931

***

n=16

被説明変数＝開始世帯と廃止世帯との差（変数の投入はステップワイズ法による）

 ***:

p

<0.01 **:

p

<0.05 *:

p

<0.10

説 明 変 数�

Ｔスコア


↑③どの世帯でも、非稼働化の進行が目立つ。

←②近年の被保護世帯の増加には、非稼動化の進行が特徴

となっている。
※「このような保護受給世帯の非稼動世帯化は、すでに1960年代の高度成長期を通じて進行してきており、現在もその延長線上にある」（清水浩一　1996：p.320）

受給期間の長期化および受給金額の増加は、入院期間の長期化による（表8 次頁）
平成5年度から示す受給件数の微増傾向に対し、1件当たりの受給金額は急増。医療機器の高度化や検査の多用による診察料の高騰よりも、入院期間が長期化していることの要因のほうが大きい。というのも、全体での推移やほかの診療項目では、受給件数が著しく増えていても1件当たりの受給金額は減少傾向にあるか横ばいを示しているから。しかも、入院での受給件数自体はほかの診療項目とは違い、微増傾向にとどまっているにもかかわらず、1件当たりの受給金額は急増している。つまり、1件当たりの入院期間が長期化したために受給金額も増加している。こうしたことから、被保護世帯の受給期間の長期化傾向を説明することができる。

[image: image8.wmf]表9　世帯類型別に見た保護の開始と廃止の推移�

単位：％

昭61

62

63

平１

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

開　始

0.63

0.65

0.66

0.61

0.54

0.55

0.68

0.77

0.81

0.83

0.85

0.90

1.08

1.08

1.08

1.00

廃　止

1.16

1.07

1.09

0.91

0.93

0.90

0.92

0.89

0.90

0.91

0.87

0.83

0.88

0.84

0.76

0.73

開始−廃止

-0.53

-0.42

-0.42

-0.30

-0.38

-0.34

-0.25

-0.12

-0.09

-0.08

-0.02

0.07

0.20

0.25

0.32

0.27

開　始

1.86

1.60

1.48

1.33

1.14

1.27

1.50

1.82

1.92

1.72

1.67

1.97

2.46

2.46

2.41

2.26

廃　止

1.79

1.62

1.65

1.57

1.57

1.56

1.41

1.32

1.25

1.13

1.12

1.26

1.19

1.08

0.99

0.91

開始−廃止

0.07

-0.02

-0.16

-0.24

-0.43

-0.29

0.09

0.49

0.67

0.59

0.55

0.71

1.27

1.38

1.42

1.35

開　始

2.00

2.17

2.18

2.03

1.92

2.02

2.23

2.51

2.27

2.35

2.18

2.75

3.08

3.25

2.68

2.60

廃　止

1.56

1.69

1.53

1.47

1.47

1.56

1.58

1.68

1.47

1.49

1.50

2.17

2.19

2.34

1.91

1.86

開始−廃止

0.45

0.49

0.65

0.56

0.45

0.46

0.66

0.83

0.80

0.86

0.68

0.58

0.89

0.91

0.77

0.74

開　始

2.52

2.11

1.92

2.13

2.10

2.11

2.26

3.36

4.17

4.20

5.25

3.05

4.13

3.65

4.71

4.26

廃　止

5.50

4.50

4.82

4.75

5.13

4.70

4.51

4.62

5.63

7.12

6.84

2.54

3.04

2.45

3.19

2.29

開始−廃止

-2.98

-2.39

-2.90

-2.62

-3.04

-2.59

-2.25

-1.26

-1.46

-2.92

-1.59

0.52

1.09

1.20

1.52

1.97

高齢者

世帯

母子世帯

傷病・障害

者世帯

その他の

世帯

資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」(平成9〜13年）,厚生省大臣官房統計。情報部生活保護動態調査報告」(平成8年以前）より、筆者が保護の開始と廃止の割合、および開始世帯と廃止世帯との差を算出。注：各年とも9月

調査分。

＿＿

医療扶助

GDPデフレーター

[image: image9.wmf]表10　保護の開始世帯と廃止世帯との推移パターン

�@

�A

�B

�@

�A

開　始

増 （多）�

減 （少）�

減 （少）�

増 （多）�

減 （少）�

廃　止

増 （多）�

増 （多）�

減 （少）�

減 （少）�

減 （少）�

開始−廃止

＋ or  −~

−

−

＋

＋

多い世帯

開始・廃止

廃止

廃止

開始

開始

増・減は年次推移の傾向。　カッコ内の多・少は、当該年度の値の大きさを示す。

ただし、多・少は被保護世帯内における数値の絶対的な大きさを比較するものではなく、

開始と廃止の状況においての、当該世帯が多いか少ないかを示す目安である。

流動化

滞留化

５．保護受給の流動性と受給期間の長期化傾向

[image: image10.wmf]表4　各被保護世帯類型の受給期間別世帯数の推移�

総    数

6カ月 

未満

6カ月�

〜1年�

1年〜3

年未満

3年〜5

年未満

5年〜10�

年未満

10年

以上

昭和35年

53.6

132.9

64.9

50.3

43.0

45

85.7

263.2

123.0

81.1

82.0

84.1

51.4

46

86.2

263.9

136.0

79.2

79.0

84.0

54.3

51

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

56

104.7

150.9

96.9

72.3

83.2

107.3

125.7

57

104.5

158.6

95.9

72.1

82.0

102.3

130.5

59

108.6

123.3

94.9

75.5

81.7

106.3

143.8

60

107.3

106.8

83.9

71.9

85.4

103.2

147.1

61

108.2

96.1

85.9

69.8

85.1

104.5

152.0

平成元年

103.8

79.6

67.2

54.4

76.2

106.7

159.1

5

106.2

93.0

67.0

48.3

58.9

99.9

192.0

6

110.0

96.9

77.8

54.2

57.6

97.0

202.9

7

109.9

100.7

84.9

59.0

55.5

89.9

205.0

8

113.6

111.0

89.9

64.4

63.0

84.5

212.5

9

118.4

128.1

93.4

71.2

73.4

82.2

217.1

11

136.1

163.0

133.9

88.5

92.3

93.0

232.1

13

157.3

187.5

157.3

118.6

111.5

115.2

241.0

昭和35年

114.5

147.6

84.0

107.7

117.5

42

190.9

228.0

129.6

167.5

217.5

220.2

212.4

45

97.6

133.5

72.7

85.6

103.6

118.3

84.7

48

95.1

144.4

80.7

87.2

89.3

101.8

93.9

51

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

53

118.7

235.7

113.0

115.7

105.2

104.1

86.6

57

146.1

245.6

134.8

144.4

149.4

131.5

100.8

60

164.9

165.4

141.2

180.2

185.6

159.2

118.0

61

153.4

135.3

110.5

162.2

191.2

162.2

109.0

63

131.2

94.3

77.4

116.6

166.9

178.5

121.2

平成元年

118.1

80.4

72.8

96.8

142.1

178.4

113.9

5

79.3

61.9

52.0

57.0

73.8

123.0

128.0

7

75.1

59.7

46.6

66.7

63.9

98.5

131.1

9

73.1

64.0

53.8

62.8

79.0

76.6

128.4

10

73.7

73.8

55.6

67.9

77.8

77.4

105.3

11

82.1

79.1

69.5

76.6

83.6

85.8

112.4

13

94.5

98.4

81.7

99.8

95.4

91.3

96.8

昭和42年

68.2

136.8

95.1

71.5

73.2

64.7

39.2

46

92.4

169.6

120.2

83.4

91.4

103.6

69.4

51

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

53

101.8

178.2

123.5

90.9

99.4

97.8

102.8

57

109.5

157.5

127.0

93.4

106.8

115.2

121.3

59

112.2

122.7

125.7

99.6

107.3

123.5

131.0

62

97.1

95.7

99.2

78.8

100.8

111.1

120.2

平成元年

88.6

75.3

81.3

65.9

86.5

110.4

120.7

4

75.0

64.9

63.8

47.8

62.9

93.1

123.0

6

76.9

72.6

78.9

54.1

57.7

83.3

130.3

7

80.8

73.7

77.5

62.5

61.3

82.1

137.6

9

83.9

77.4

87.1

66.9

76.3

74.7

138.2

11

88.8

92.2

102.8

77.4

80.7

79.3

129.4

13

97.4

94.6

107.7

94.0

96.6

91.0

123.0

指数（昭和51年度＝100）�

48.7

被

保

護

高

齢

者

世

帯









資料：被保護者全国一斉調査（個別調査）。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。

注：指数は上記資料より筆者が算出。分析においてはすべての年度を対象としているが、図表圧縮のため報告で触れられる

特徴的な年度を中心に表を作成したことにより、掲載年度が世帯ごとに異なっている。

被

保

護

傷

病

・

障

害

者

世

帯

被

保

護

母

子

世

帯

124.6

表9にあげた開始世帯数と廃止世帯数との差から、被保護世帯それぞれの参入と退出の点で、表10のような流動性のパターンを見ることができる。近年では、どの世帯類型においても、滞留化が見られる。

[image: image11.wmf]表2　世帯類型別被保護世帯構成比の推移�

単位：％

高齢者

母子

傷病・障害

その他

世　帯

世帯

者世帯

の世帯

昭和40年度

100.0

22.9

13.7

29.4

34.0

45

100.0

31.4

10.3

35.9

22.4

50

100.0

31.4

10.0

45.8

12.9

55

100.0

30.3

12.8

46.0

10.9

平成元年度

100.0

35.7

12.6

43.2

8.5

5

100.0

41.1

9.3

42.3

7.2

10

100.0

44.5

8.2

40.4

6.9

14

100.0

46.3

8.6

36.7

8.3

総　数



資料：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。平成14年度『社会福祉行政

業務報告』の概要。報道資料：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）。�

注：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成14年度の各数値は、厚

生労働省発表の報道資料から算出。

●重回帰分析の結果

流動性が大きいのがその他の被保護世帯と被保護母子世帯であった。流動性の大きさも認められるものの、同時に一定数の変動しない固定層も確認できたのが、被保護傷病・障害者世帯であった。そして、被保護高齢者世帯では保護受給の滞留化傾向を認めることができ、それは受給期間の長期化した被保護高齢者世帯においてより顕著である。
６．おわりに
受給期間を中心に時系列分析を繰り返すことで、被保護世帯の全体数の増加と減少のサイクルをそれぞれの被保護世帯類型ごとに比較し、検討してきた
。統計的数値に関する限り、近年の被保護高齢者世帯では、受給期間の長期化が被保護世帯の全体数自体を増加させる大きな要因となっていること。そして、それは入院治療の際に支給される医療扶助の受給金額の増加によって説明できた。また、その背景には単身化にともなう非稼動世帯化の進行が影響していることが明らかになった。保護開始理由（表5参照）や各世帯の稼働率（表7参照）を検討した際、被保護世帯の非稼動世帯化は被保護高齢者世帯だけではなく、被保護母子世帯や被保護傷病・障害者世帯においても進行していることがわかった。




� EMBED Excel.Sheet.8  ���





� EMBED Excel.Sheet.8  ���








� EMBED Excel.Sheet.8  ���





� EMBED Excel.Sheet.8  ���





� EMBED Excel.Sheet.8  ���





� EMBED Excel.Sheet.8  ���





� EMBED Excel.Sheet.8  ���





� EMBED Excel.Sheet.8  ���





� EMBED Excel.Sheet.8  ���








�　清水浩一（1996）「生活保護法の硬直化とその本質的原因－選別と差別の構造に関連させて－」『季刊社会保障研究』32巻3号　社会保障研究所　pp.319-328。


�　生活保護には八つの扶助があり、医療扶助はその中のひとつ。医療扶助とは、医療費を負担すると生活扶助基準を下回る者に、診察、薬剤または治療材料、手術等の処置、看護、入院、移送の費用の不足分を原則として現物給付するもの。また、医療費のみ不足する者には単給されることもある。決定状況とは、扶助が実際に適用された数を表す。


�　本分析では、内閣府が発表するGDPデフレーターを用いている。GDPデフレーターとは、GDP統計をもとに算出され、消費のほかに設備投資なども含めた経済全体の物価動向を反映する指標である。この指標により、時代ごとに変動する物価の実質価格を知ることができる。なお、官庁統計などで表示される物価は当時の金額のままであるため、異なった年代どうしを直接比較するためには、当時の金額をデフレーターで除して実質価格を求めることが必要となる。


�　分析方法を詳しく説明すると、推計に用いた統計手法は最小2乗法による重回帰分析で、変数の投入に際してはステップワイズ法を採用した。そのため、出力される分析結果は有意な変数のみとなる。被説明変数として投入したのは、各被保護世帯における保護の開始世帯と廃止世帯との実数差である。そして、説明変数は、各被保護世帯におけるそれぞれの6つ受給期間であり、これも実数で投入した。投入したケース数は、各変数とも昭和61年度から平成13年度までの16ケース（16ヵ年）である。また、分析結果出力の際、標準化回帰係数を調整して得られるＴスコアも算出した。このＴスコアは、プラス・マイナス2以上の値をとるとき有意な説明力を持つと判断される指数である。Ｔスコアを考察に用いる利点は、次のようにあげられる。たとえば有意な分析結果が得られても、標準化回帰係数が一般的な水準より低い値であった場合、その変数がほんとうに説明力を持っているかどうかを見きわめることは困難である。その際、Ｔスコアの値が判断の目安として活用できる。あるいは、標準化回帰係数の値が接近している場合も、Ｔスコアを見ることでどちらの変数の影響力が、より大きいかを知る手助けとなる。


�　参考文献　データ資料


生活保護の制度史や公的扶助の概念を扱った文献は数多くあるが、本稿では次のものを中心に参照した。副田義也（1995）『生活保護制度の社会史』東京大学出版会。そして、戦後の日本での福祉政策の展開における行政過程を分析した研究では、次のものを参照した。武智秀之（1996）『行政過程の制度分析－戦後日本における福祉政策の展開－』中央大学出版部。また、制度の計量分析では、次のものを参考にした。曽原利満（1975）「府県別に見た保護率の地域差とその要因」社会保障研究所編『現代の福祉政策』東京大学出版会　pp.155-165。曽原利満（1978）「都道府県別に見た生活保護率の地域差について」『季刊社会保障研究』13巻3号、社会保障研究所　pp.39-67。曽原利満（1980）「生活保護基準の格差縮小方式について」『季刊社会保障研究』15巻3号、社会保障研究所　pp.30-49。藤村正之（1984）「生活保護に関する指標の都道府県比較－被保護高齢者世帯・被保護母子世帯に着目して－」『現代日本における社会福祉の研究』社会福祉法人真生会 社会福祉の研究　pp.1-35。政策主体と実施主体と対象者である被保護世帯の関係の中で展開される相互作用についての先行研究は、次のものを参照した。樽川典子（1989）「生活保護における指導の実施過程」　青井和夫監修・副田義也編集『社会問題の社会学』　サイエンス社　pp.207-246。また、分析においては、国立社会保障・人口問題研究所が公表するデータセットを加工して使用しました。入手先：http://www.ipss.go.jp/


なお、本報告の内容の詳細は、国民生活センター発行の『国民生活研究』 第43巻第4号に収録されています。収録論文名：「近年の生活保護受給者増加傾向に関する比較分析―世帯類型の時系列的変化に着目して―」（小渕高志：2004）。
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者
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昭33-35�

549,050

4.6

1.8

-0.5

40-45

605,140

4.0

9.7

-3.0

45-50

629,220

12.0

3.8

0.8

50-51

704,785

0.3

-0.2

0.4

-0.8

52-53

721,051

2.2

0.3

1.0

0.0

54-55

742,576

0.3

0.1

0.6

-0.3

56-57

754,601

1.8

0.6

0.8

-0.2

58-59

780,326

1.0

0.6

0.5

-0.2

59-60

787,758

-1.1

0.2

-0.2

-0.3

60-61

778,797

-4.5

-0.4

-0.8

-0.6

61-62

744,114

-4.3

-0.4

-0.9

-0.6

62-63

712,302

-4.6

-0.4

-1.4

-0.6

平 1-2

653,413

-4.8

-0.3

-1.5

-0.7

3-4

599,483

-2.4

0.5

-1.1

-0.5

5-6

585,087

1.6

1.3

-0.2

0.0

7-8

600,980

1.9

1.7

-0.1

0.0

9-10

630,577

5.0

2.7

0.4

0.5

11-12

703,072

6.7

3.6

0.7

0.9

0.8

0.7

13-14

805,169

8.2

4.1

0.8

1.3

単位：％

資料：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成13年度以降は、厚生労働省大臣官房統計情

報部報道資料による公表値。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。報道資料：平成14年度

『社会福祉行政業務報告』の概要（平成15年9月11日）。�

注：被保護世帯数は、各年次における期首の値。寄与率は上記資料より筆者が算出。端数処理のため、合計が一致しない場

合がある。
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[image: image13.wmf]表１　指数化した類型別被保護世帯数の推移

全

体

高

齢

者

世

帯

母

子

世

帯

傷

病

者

世

帯

障

害

者

世

帯

そ

の

他

の

世

帯

昭和40年度

85.9

62.7

118.4

226.2

45

89.3

89.3

92.5

155.4

50

100.0

100.0

100.0

100.0

53

104.6

100.5

123.8

93.2

54

105.4

101.6

130.3

91.8

55

105.7

101.9

136.2

89.1

56

107.1

103.1

142.6

87.4

57

109.0

105.2

151.2

85.6

58

110.7

107.2

158.3

84.2

59

111.8

109.4

164.2

82.8

60

110.5

110.0

162.3

80.0

63

96.4

105.8

130.0

65.4

平成元年度

92.7

105.5

117.4

60.8

3

85.1

105.0

91.9

51.4

5

83.0

108.8

77.9

46.6

6

84.3

112.3

76.3

46.5

7

85.3

114.9

74.6

45.8

8

86.9

119.4

73.6

45.6

9

89.5

125.4

74.4

46.7

10

94.0

133.2

77.6

50.0

11

99.8

142.8

83.2

64.4

21.9

55.2

12

106.4

154.2

89.9

66.4

23.7

60.8

13

114.2

167.3

97.5

68.1

14

123.6

182.1

107.0

79.7

資料：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。報道資料：大臣官房統計情報部（平成15

年9月11日発表）、平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要。�

注：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成13・14年度の各数値は、厚生労働省

発表の報道資料から算出。



指数（昭和50年度＝100）B

100.0

106.3

70.0

55.2

110.3

110.2

108.2

106.3
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107.6
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79.4

76.7

77.6

91.4

87.6

94.1

99.0

78.4

78.9

80.2

83.0

[image: image14.wmf]表5　被保護世帯（全体）の保護開始理由B

単位：％

世帯数

合計

計

世帯主

の傷病

世帯員

の傷病

平成10年

13,685

100.0

59.6

58.0

1.6

5.2

11.2

3.4

8.1

12.5

　11

14,957

100.0

53.8

52.5

1.3

5.1

12.7

3.3

8.1

16.9

　12

14,681

100.0

43.2

41.7

1.6

5.7

13.9

0.3

4.1

10.2

22.6

　13

14,757

100.0

42.5

40.9

1.6

5.7

14.4

0.3

4.4

10.8

22.0

  14

16,894

100.0

40.9

39.6

1.3

5.6

16.6

0.3

4.5

12.2

19.9

資料：平成15年9月11日厚生労働省大臣官房統計情報部発表「社会福祉行政業務報告」(平成9〜14年）の報道資料より。�

注：１）保護開始の主な理由については９月中のみ把握している。２）「働きによる収入の減少・喪失」は、「定年・失業」、「老齢による収入の減少」、「事業不振・倒産」及び「その他の働きによる収入の減少」を

いう。

傷病による

働きによる
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少・喪失
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た者の死

亡・離別

等

総　数

要介護

状態

社会保障給

付金・仕送

りの減少・

喪失

貯蓄等
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少・

喪失

その他

[image: image15.wmf]表7　世帯類型別稼動・非稼働率の推移�

単位：％

平成4年度�

6年度�

8年度�

10年度

12年度

13年度

世帯実数

241,520

253,590

261,670

289,660

330,880

362,350

合　計

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

稼　動

4.7

4.0

3.7

3.3

2.9

3.0

非稼動

95.3

96.0

96.3

96.7

97.1

97.0

世帯実数

56,540

50,620

49,640

49,030

56,120

62,870

合　計

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

稼　動

60.3

56.4

54.6

52.0

50.7

46.6

非稼動

39.7

43.6

45.4

48.0

49.3

53.4

世帯実数

227,500

233,320

248,220

257,700

290,010

295,230

合　計

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

稼　動

1.5

1.4

4.1

4.1

4.5

4.5

非稼動

98.5

98.6

95.9

95.9

95.5

95.5

世帯実数

44,990

37,390

29,470

34,440

42,190

47,420

合　計

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

稼　動

59.5

59.4

47.1

42.4

34.1

31.8

非稼動

40.5

40.6

52.9

57.6

65.9

68.2

資料：平成4〜7年は、厚生省社会・援護局保護課「被保護者全国一斉調査結果報告書」（各年7月1日現在）。平成8〜10、12、13年は、被�

保護者全国一斉調査（個別調査）。出所：平成9、10、12、13年は、生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成11〜14年版。�

注：上記資料より当該部分を抜粋し、表を作成。
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[image: image16.wmf]表6　稼動世帯と 非稼動世帯の推移

世帯

稼働

非稼働

全体

世帯

世　帯

昭和34年度

86.1

215.3

47.9

38

91.4

205.6

57.7

40

90.8

188.3

61.8

45

92.9

136.9

79.9

50

100.0

100.0

100.0

51

100.3

97.4

101.2

54

105.4

100.2

106.9

57

109.0

101.8

111.2

60

110.5

103.4

112.9

62

101.1

92.7

103.5

平成元年度

92.7

80.4

96.3

4

83.0

59.7

89.9

5

83.0

55.6

91.1

6

84.3

53.1

93.6

7

85.3

50.8

95.5

8

86.9

49.4

97.9

9

89.5

49.6

101.3

10

94.0

50.2

106.9

11

99.8

52.3

113.8

12

106.5

55.8

121.4

指数（昭和50年度＝100）�

資料：福祉行政報告例。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活

保護の動向」平成14年版より作成

[image: image17.wmf]表8　医療扶助決定状況（診療費分）�

件数

1件当�

件数

1件当�

件数

1件当�

件数

1件当�

件数

1件当�

指数

金額

指数

金額

指数

金額

指数

金額

指数

金額

S50=100

千円

S50=100

千円

S50=100

千円

S50=100

千円

S50=100

千円

昭和30年度

41.6

27

43.1

27

66.3

61

35.6

7

17.6

9

35

53.2

27

54.3

28

92.0

60

42.2

6

34.9

8

40

71.2

32

71.7

34

74.5

102

70.8

10

63.5

9

45

86.5

45

86.9

47

96.8

133

83.8

15

79.5

11

50

100.0

59

100.0

62

100.0

203

100.0

17

100.0

11

55

117.0

62

114.9

66

102.5

237

118.9

19

149.7

16

60

133.5

60

129.8

64

101.5

255

138.9

19

193.1

19

61

130.3

59

126.3

63

93.3

262

136.9

19

194.8

19

62

126.6

59

122.7

62

85.6

269

134.7

20

188.8

19

63

122.3

59

118.6

62

81.2

271

130.7

21

180.9

19

平成元年度

116.9

59

113.5

62

77.3

270

125.1

21

171.6

18

2

110.8

58

107.8

62

72.7

268

119.1

21

159.2

19

3

108.6

59

105.7

63

71.6

269

116.8

22

153.9

18

4

106.5

61

103.8

64

70.0

282

114.7

22

148.9

19

5

109.1

61

106.5

65

69.9

289

118.3

22

150.2

19

6

110.7

63

108.2

66

69.4

305

120.7

22

151.7

20

7

113.5

65

110.8

69

70.7

324

123.8

22

155.5

21

8

119.0

65

116.1

69

71.0

336

130.6

22

166.4

22

9

124.0

65

120.7

68

72.6

342

136.2

22

175.6

21

10

131.5

63

128.4

67

73.9

348

145.9

21

180.7

22

11

142.6

62

139.1

66

75.7

361

159.6

21

197.7

22

12

154.4

60

150.5

64

75.2

377

174.8

20

216.6

22

13

178.1

55

174.5

58

76.0

388

206.2

19

236.2

23

資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」より指数と１件当たりの金額を作成。

注：１件当の金額は、GDPデフレーターにより貨幣価値を調整済み。GDPデフレーターは、内閣府経済社会総合研究所ホームページから入手。入手先：

http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/qe011-68/gdemenuj68.html　デフレーターは、旧68SNAに基づく平成2（1990）年基準計数。なお、資料の制約から平成13年i

度は、年度値ではなく1-3月期の値を用いている。�
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[image: image18.wmf]表10　保護の開始世帯と廃止世帯との推移パターン

�@

�A

�B

�@

�A

開　始

増 （多）�

減 （少）�

減 （少）�

増 （多）�

減 （少）�

廃　止

増 （多）�

増 （多）�

減 （少）�

減 （少）�

減 （少）�

開始−廃止

＋ or  −~

−

−

＋

＋

多い世帯

開始・廃止

廃止

廃止

開始

開始

増・減は年次推移の傾向。　カッコ内の多・少は、当該年度の値の大きさを示す。

ただし、多・少は被保護世帯内における数値の絶対的な大きさを比較するものではなく、

開始と廃止の状況においての、当該世帯が多いか少ないかを示す目安である。

流動化

滞留化

[image: image19.wmf]表9　世帯類型別に見た保護の開始と廃止の推移�

単位：％

昭61

62

63

平１

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

開　始

0.63

0.65

0.66

0.61

0.54

0.55

0.68

0.77

0.81

0.83

0.85

0.90

1.08

1.08

1.08

1.00

廃　止

1.16

1.07

1.09

0.91

0.93

0.90

0.92

0.89

0.90

0.91

0.87

0.83

0.88

0.84

0.76

0.73

開始−廃止

-0.53

-0.42

-0.42

-0.30

-0.38

-0.34

-0.25

-0.12

-0.09

-0.08

-0.02

0.07

0.20

0.25

0.32

0.27

開　始

1.86

1.60

1.48

1.33

1.14

1.27

1.50

1.82

1.92

1.72

1.67

1.97

2.46

2.46

2.41

2.26

廃　止

1.79

1.62

1.65

1.57

1.57

1.56

1.41

1.32

1.25

1.13

1.12

1.26

1.19

1.08

0.99

0.91

開始−廃止

0.07

-0.02

-0.16

-0.24

-0.43

-0.29

0.09

0.49

0.67

0.59

0.55

0.71

1.27

1.38

1.42

1.35

開　始

2.00

2.17

2.18

2.03

1.92

2.02

2.23

2.51

2.27

2.35

2.18

2.75

3.08

3.25

2.68

2.60

廃　止

1.56

1.69

1.53

1.47

1.47

1.56

1.58

1.68

1.47

1.49

1.50

2.17

2.19

2.34

1.91

1.86

開始−廃止

0.45

0.49

0.65

0.56

0.45

0.46

0.66

0.83

0.80

0.86

0.68

0.58

0.89

0.91

0.77

0.74

開　始

2.52

2.11

1.92

2.13

2.10

2.11

2.26

3.36

4.17

4.20

5.25

3.05

4.13

3.65

4.71

4.26

廃　止

5.50

4.50

4.82

4.75

5.13

4.70

4.51

4.62

5.63

7.12

6.84

2.54

3.04

2.45

3.19

2.29

開始−廃止

-2.98

-2.39

-2.90

-2.62

-3.04

-2.59

-2.25

-1.26

-1.46

-2.92

-1.59

0.52

1.09

1.20

1.52

1.97

高齢者

世帯

母子世帯

傷病・障害

者世帯

その他の

世帯

資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」(平成9〜13年）,厚生省大臣官房統計。情報部生活保護動態調査報告」(平成8年以前）より、筆者が保護の開始と廃止の割合、および開始世帯と廃止世帯との差を算出。注：各年とも9月

調査分。

[image: image20.wmf]表11　保護受給の流動性と受給期間との関連性（重回帰分析）

標 準 化

有意

調整済み

回帰係数

水準

Ｒ2乗�

被保護高齢

10年以上

0.665

7.013

***

0.963

者世帯

6ヶ月未満�

0.354

3.739

***

n=16

被保護母子

5年〜10年未満�

-0.838

-12.358

***

0.932

世帯

10年以上

-0.394

-5.182

***

n=16

被保護傷病・

5年〜10年未満�

-0.646

-3.526

***

0.514

障害者世帯

6ヶ月未満ﾑ

0.536

2.926

**

n=16

その他の

6ヶ月〜1年未満

0.744

6.905

***

0.871

被保護世帯

3年〜5年未満

-1.070

-9.931

***

n=16

被説明変数＝開始世帯と廃止世帯との差（変数の投入はステップワイズ法による）

 ***:

p

<0.01 **:

p

<0.05 *:

p

<0.10

説 明 変 数�

Ｔスコア
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1保護率

		表１　被保護実人員・保護率の推移 ヒョウヒホゴジツジンインホゴリツスイイ

				被保護人員 ヒホゴジンイン		保護率 ホゴリツ

				１か月平均		（人口千対）

				人 ニン		‰

		昭和27年度		2,042,550		23.8				昭和27年度		23.8

		31		1,775,971		19.7				31		19.7

		35		1,627,509		17.4				35		17.4

		40		1,598,821		16.3				40		16.3

		43		1,449,970		14.3				43		14.3

		45		1,344,306		13.0				45		13.0

		50		1,349,230		12.1				50		12.1

		55		1,426,984		12.2				55		12.2

		60		1,431,117		11.8				60		11.8

		63		1,176,258		9.6				63		9.6

		平成元年度		1,099,520		8.9				平成元年度		8.9

		3		946,374		7.6				3		7.6

		5		883,112		7.1				5		7.1

		7		882,229		7.0				7		7.0

		8		887,450		7.1				8		7.1

		9		905,589		7.2				9		7.2

		10		946,994		7.5				10		7.5

		11		1,004,472		7.9				11		7.9

		12		1,072,241		8.4				12		8.4

		13		1,148,088		9.0				13		9.0

		14		1,242,723		9.7				14		9.7

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」平成13年度、14年度（報道資料）。昭和29年以前については、生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。

		注：保護率の算出は、1か月平均の被保護実人員を総務省統計局発表による各年10月1日現在の推計人口（昭和30、35、40、45、50、55、60、平成2、7、12年度は国勢調査人口）で除したものである。平成14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料および公開資料によるものである。被保護人員：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）保護率：全国厚生労働関係部局長会議資料（社会・援護局）。 エンゴキョク
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2世帯指数

		表１　指数化した類型別被保護世帯数の推移 ヒョウシスウカルイケイベツヒホゴスウ

				指数（昭和50年度＝100）

				全体 ゼンタイ		高齢者　　世帯		母子　世帯		傷病者世帯		障害者世帯		その他の世帯

		昭和40年度 ショウワネンド		85.9		62.7		118.4		55.2				226.2

		45		89.3		89.3		92.5		70.0				155.4

		50		100.0		100.0		100.0		100.0				100.0

		53		104.6		100.5		123.8		106.3				93.2

		54		105.4		101.6		130.3		106.3				91.8

		55		105.7		101.9		136.2		106.3				89.1

		56		107.1		103.1		142.6		107.6				87.4

		57		109.0		105.2		151.2		109.1				85.6

		58		110.7		107.2		158.3		110.3				84.2

		59		111.8		109.4		164.2		110.2				82.8

		60		110.5		110.0		162.3		108.2				80.0

		63		96.4		105.8		130.0		91.4				65.4

		平成元年度		92.7		105.5		117.4		87.6				60.8

		3		85.1		105.0		91.9		79.4				51.4

		5		83.0		108.8		77.9		76.7				46.6

		6		84.3		112.3		76.3		77.6				46.5

		7		85.3		114.9		74.6		78.4				45.8

		8		86.9		119.4		73.6		78.9				45.6

		9		89.5		125.4		74.4		80.2				46.7

		10		94.0		133.2		77.6		83.0				50.0

		11		99.8		142.8		83.2		64.4		21.9		55.2

		12		106.4		154.2		89.9		66.4		23.7		60.8

		13		114.2		167.3		97.5		94.1				68.1

		14		123.6		182.1		107.0		99.0				79.7

		資料：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。報道資料：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）、平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要。

		注：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成13・14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料から算出。





3世帯比

		表2　世帯類型別被保護世帯構成比の推移 ヒョウセタイルイケイベツヒホゴセタイコウセイヒスイイ										単位：％ タンイ

				総　数		高齢者		母子		傷病・障害 ショウガイ		その他 ホカ

						世　帯 ヨオビ		世帯 セタイ		者世帯 シャセタイ		の世帯 セタイ

		昭和40年度 ショウワネンド		100.0		22.9		13.7		29.4		34.0

		45		100.0		31.4		10.3		35.9		22.4

		50		100.0		31.4		10.0		45.8		12.9

		55		100.0		30.3		12.8		46.0		10.9

		平成元年度		100.0		35.7		12.6		43.2		8.5

		5		100.0		41.1		9.3		42.3		7.2

		10		100.0		44.5		8.2		40.4		6.9

		14		100.0		46.3		8.6		36.7		8.3

		資料：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要。報道資料：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）。

		注：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料から算出。





4世帯寄与率

		表3　被保護世帯類型別寄与率 ヒョウヒホゴセタイルイケイベツキヨリツ												単位：％ タンイ

				被保護世帯総　　　数 ヒホゴセタイフサカズ		被保護世帯全体での伸び率 ヒホゴセタイゼンタイノリツ		被保護世帯それぞれの寄与率 ヒホユズルヨオビキヨリツ

								高齢者世帯		母子　世帯		傷病者世帯		障害者世帯		その他の世帯

		昭33-35 アキラ		549,050		4.6		1.8		-0.5		3.3

		40-45		605,140		4.0		9.7		-3.0		-2.7

		45-50		629,220		12.0		3.8		0.8		7.4

		50-51		704,785		0.3		-0.2		0.4		0.9				-0.8

		52-53		721,051		2.2		0.3		1.0		0.9				-0.0

		54-55		742,576		0.3		0.1		0.6		-0.0				-0.3

		56-57		754,601		1.8		0.6		0.8		0.6				-0.2

		58-59		780,326		1.0		0.6		0.5		-0.0				-0.2

		59-60		787,758		-1.1		0.2		-0.2		-0.8				-0.3

		60-61		778,797		-4.5		-0.4		-0.8		-2.7				-0.6

		61-62		744,114		-4.3		-0.4		-0.9		-2.3				-0.6

		62-63		712,302		-4.6		-0.4		-1.4		-2.3				-0.6

		平 1-2 ヘイ		653,413		-4.8		-0.3		-1.5		-2.3				-0.7

		3-4		599,483		-2.4		0.5		-1.1		-1.3				-0.5

		5-6		585,087		1.6		1.3		-0.2		0.5				-0.0

		7-8		600,980		1.9		1.7		-0.1		0.3				-0.0

		9-10		630,577		5.0		2.7		0.4		1.4				0.5

		11-12		703,072		6.7		3.6		0.7		0.9		0.8		0.7

		13-14		805,169		8.2		4.1		0.8		2.0				1.3

		資料：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成13年度以降は、厚生労働省大臣官房統計情報部報道資料による公表値。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。報道資料：平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要（平成15年9月11日）。

		注：被保護世帯数は、各年次における期首の値。寄与率は上記資料より筆者が算出。端数処理のため、合計が一致しない場合がある。





5受給期間指数

		表4　各被保護世帯類型の受給期間別世帯数の推移 ヒョウカクヒホゴセタイルイケイジュキュウキカンベツセタイスウスイイ

						指数（昭和51年度＝100） ユビショウワネンド

						総    数		6カ月　　　未満		6カ月～1年未満		1年～3年未満		3年～5年未満		5年～10年未満		10年　以上

		被保護高齢者世帯 ヒホゴ		昭和35年		53.6		132.9		64.9		50.3		43.0		48.7

				45		85.7		263.2		123.0		81.1		82.0		84.1		51.4

				46		86.2		263.9		136.0		79.2		79.0		84.0		54.3

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				56		104.7		150.9		96.9		72.3		83.2		107.3		125.7

				57		104.5		158.6		95.9		72.1		82.0		102.3		130.5

				59		108.6		123.3		94.9		75.5		81.7		106.3		143.8

				60		107.3		106.8		83.9		71.9		85.4		103.2		147.1

				61		108.2		96.1		85.9		69.8		85.1		104.5		152.0

				平成元年		103.8		79.6		67.2		54.4		76.2		106.7		159.1

				5		106.2		93.0		67.0		48.3		58.9		99.9		192.0

				6		110.0		96.9		77.8		54.2		57.6		97.0		202.9

				7		109.9		100.7		84.9		59.0		55.5		89.9		205.0

				8		113.6		111.0		89.9		64.4		63.0		84.5		212.5

				9		118.4		128.1		93.4		71.2		73.4		82.2		217.1

				11		136.1		163.0		133.9		88.5		92.3		93.0		232.1

				13		157.3		187.5		157.3		118.6		111.5		115.2		241.0

		被保護母子世帯 ヒホゴ		昭和35年		114.5		147.6		84.0		107.7		117.5		124.6

				42		190.9		228.0		129.6		167.5		217.5		220.2		212.4

				45		97.6		133.5		72.7		85.6		103.6		118.3		84.7

				48		95.1		144.4		80.7		87.2		89.3		101.8		93.9

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				53		118.7		235.7		113.0		115.7		105.2		104.1		86.6

				57		146.1		245.6		134.8		144.4		149.4		131.5		100.8

				60		164.9		165.4		141.2		180.2		185.6		159.2		118.0

				61		153.4		135.3		110.5		162.2		191.2		162.2		109.0

				63		131.2		94.3		77.4		116.6		166.9		178.5		121.2

				平成元年		118.1		80.4		72.8		96.8		142.1		178.4		113.9

				5		79.3		61.9		52.0		57.0		73.8		123.0		128.0

				7		75.1		59.7		46.6		66.7		63.9		98.5		131.1

				9		73.1		64.0		53.8		62.8		79.0		76.6		128.4

				10		73.7		73.8		55.6		67.9		77.8		77.4		105.3

				11		82.1		79.1		69.5		76.6		83.6		85.8		112.4

				13		94.5		98.4		81.7		99.8		95.4		91.3		96.8

		被保護傷病・障害者世帯 ヒホゴショウビョウショウガイシャセタイ		昭和42年 ショウワネン		68.2		136.8		95.1		71.5		73.2		64.7		39.2

				46		92.4		169.6		120.2		83.4		91.4		103.6		69.4

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				53		101.8		178.2		123.5		90.9		99.4		97.8		102.8

				57		109.5		157.5		127.0		93.4		106.8		115.2		121.3

				59		112.2		122.7		125.7		99.6		107.3		123.5		131.0

				62		97.1		95.7		99.2		78.8		100.8		111.1		120.2

				平成元年		88.6		75.3		81.3		65.9		86.5		110.4		120.7

				4		75.0		64.9		63.8		47.8		62.9		93.1		123.0

				6		76.9		72.6		78.9		54.1		57.7		83.3		130.3

				7		80.8		73.7		77.5		62.5		61.3		82.1		137.6

				9		83.9		77.4		87.1		66.9		76.3		74.7		138.2

				11		88.8		92.2		102.8		77.4		80.7		79.3		129.4

				13		97.4		94.6		107.7		94.0		96.6		91.0		123.0

		資料：被保護者全国一斉調査（個別調査）。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。

		注：指数は上記資料より筆者が算出。分析においてはすべての年度を対象としているが、図表圧縮のため報告で触れられる特徴的な年度を中心に表を作成したことにより、掲載年度が世帯ごとに異なっている。 ネンドズヒョウアッシュクホウコクフトクチョウテキネンドチュウシンヒョウサクセイ





6開始理由

		表5　被保護世帯（全体）の保護開始理由 ヒョウヒホゴセタイゼンタイホゴカイシリユウ																				単位：％ タンイ

				総　数 フサカズ				傷病による ショウビョウ						働いていた者の死亡・離別等 ハタラモノシボウリベツナド		働きによる収入の減少・喪失 ハタラシュウニュウゲンショウソウシツ		要介護状態 ヨウカイゴジョウタイ		社会保障給付金・仕送りの減少・喪失 シャカイホショウキュウフキンシオクゲンショウソウシツ		貯蓄等の減少・　喪失 チョチクトウゲンショウソウシツ		その他 タ

				世帯数 セタイスウ		合計 ゴウケイ		計 ケイ		世帯主の傷病 セタイヌシショウビョウ		世帯員の傷病 セタイインショウビョウ

		平成10年 ヘイセイネン		13,685		100.0		59.6		58.0		1.6		5.2		11.2				3.4		8.1		12.5

		　11		14,957		100.0		53.8		52.5		1.3		5.1		12.7				3.3		8.1		16.9

		　12		14,681		100.0		43.2		41.7		1.6		5.7		13.9		0.3		4.1		10.2		22.6

		　13		14,757		100.0		42.5		40.9		1.6		5.7		14.4		0.3		4.4		10.8		22.0

		14		16,894		100.0		40.9		39.6		1.3		5.6		16.6		0.3		4.5		12.2		19.9

		資料：平成15年9月11日厚生労働省大臣官房統計情報部発表「社会福祉行政業務報告」(平成9～14年）の報道資料より。

		注：１）保護開始の主な理由については９月中のみ把握している。２）「働きによる収入の減少・喪失」は、「定年・失業」、「老齢による収入の減少」、「事業不振・倒産」及び「その他の働きによる収入の減少」をいう。





7指数化稼働率

		表6　稼動世帯と 非稼動世帯の推移 ヒョウカドウセタイヒカドウセタイスイイ

				指数（昭和50年度＝100）

				世帯 セタイ		稼働		非稼働

				全体 ゼンタイ		世帯 セタイ		世　帯 ヨオビ

		昭和34年度 ショウワネンド		86.1		215.3		47.9

		38		91.4		205.6		57.7

		40		90.8		188.3		61.8

		45		92.9		136.9		79.9

		50		100.0		100.0		100.0

		51		100.3		97.4		101.2

		54		105.4		100.2		106.9

		57		109.0		101.8		111.2

		60		110.5		103.4		112.9

		62		101.1		92.7		103.5

		平成元年度		92.7		80.4		96.3

		4		83.0		59.7		89.9

		5		83.0		55.6		91.1

		6		84.3		53.1		93.6

		7		85.3		50.8		95.5

		8		86.9		49.4		97.9

		9		89.5		49.6		101.3

		10		94.0		50.2		106.9

		11		99.8		52.3		113.8

		12		106.5		55.8		121.4

		資料：福祉行政報告例。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版より作成 サクセイ





8稼働率

		表6　世帯類型別稼動・非稼働率の推移 ヒョウセタイルイケイベツカドウヒカドウリツスイイ														単位：％ タンイ

						平成4年度 ド		6年度 ド		8年度 ド		10年度 ド		12年度 ド		13年度 ド

		高齢者世　帯 コウレイシャヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		241,520		253,590		261,670		289,660		330,880		362,350

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		4.7		4.0		3.7		3.3		2.9		3.0

				非稼動 ヒカドウ		95.3		96.0		96.3		96.7		97.1		97.0

		母　子世　帯 ハハコヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		56,540		50,620		49,640		49,030		56,120		62,870

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		60.3		56.4		54.6		52.0		50.7		46.6

				非稼動 ヒカドウ		39.7		43.6		45.4		48.0		49.3		53.4

		傷病・障害者世　帯 ショウビョウショウガイシャヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		227,500		233,320		248,220		257,700		290,010		295,230

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		1.5		1.4		4.1		4.1		4.5		4.5

				非稼動 ヒカドウ		98.5		98.6		95.9		95.9		95.5		95.5

		その他の世帯 ホカセタイ		世帯実数 セタイジッスウ		44,990		37,390		29,470		34,440		42,190		47,420

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		59.5		59.4		47.1		42.4		34.1		31.8

				非稼動 ヒカドウ		40.5		40.6		52.9		57.6		65.9		68.2

		資料：平成4～7年は、厚生省社会・援護局保護課「被保護者全国一斉調査結果報告書」（各年7月1日現在）。平成8～10、12、13年は、被保護者全国一斉調査（個別調査）。出所：平成9、10、12、13年は、生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成11～14年版。

		注：上記資料より当該部分を抜粋し、表を作成。





9医療扶助

		表9　医療扶助決定状況（診療費分） ヒョウ

				全　　　体 ゼンカラダ				一　　般　　診　　療 イチパンミリョウ												歯 科 診 療 ハカミリョウ

								合　　計 ゴウケイ				入　　院 イリイン				入　院　外 イリインガイ

				件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア

				指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク

				S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン

		昭和30年度		41.6		27		43.1		27		66.3		61		35.6		7		17.6		9

		35		53.2		27		54.3		28		92.0		60		42.2		6		34.9		8

		40		71.2		32		71.7		34		74.5		102		70.8		10		63.5		9

		45		86.5		45		86.9		47		96.8		133		83.8		15		79.5		11

		50		100.0		59		100.0		62		100.0		203		100.0		17		100.0		11

		55		117.0		62		114.9		66		102.5		237		118.9		19		149.7		16

		60		133.5		60		129.8		64		101.5		255		138.9		19		193.1		19

		61		130.3		59		126.3		63		93.3		262		136.9		19		194.8		19

		62		126.6		59		122.7		62		85.6		269		134.7		20		188.8		19

		63		122.3		59		118.6		62		81.2		271		130.7		21		180.9		19

		平成元年度		116.9		59		113.5		62		77.3		270		125.1		21		171.6		18

		2		110.8		58		107.8		62		72.7		268		119.1		21		159.2		19

		3		108.6		59		105.7		63		71.6		269		116.8		22		153.9		18

		4		106.5		61		103.8		64		70.0		282		114.7		22		148.9		19

		5		109.1		61		106.5		65		69.9		289		118.3		22		150.2		19

		6		110.7		63		108.2		66		69.4		305		120.7		22		151.7		20

		7		113.5		65		110.8		69		70.7		324		123.8		22		155.5		21

		8		119.0		65		116.1		69		71.0		336		130.6		22		166.4		22

		9		124.0		65		120.7		68		72.6		342		136.2		22		175.6		21

		10		131.5		63		128.4		67		73.9		348		145.9		21		180.7		22

		11		142.6		62		139.1		66		75.7		361		159.6		21		197.7		22

		12		154.4		60		150.5		64		75.2		377		174.8		20		216.6		22

		13		178.1		55		174.5		58		76.0		388		206.2		19		236.2		23

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」より指数と１件当たりの金額を作成。

		注：１件当の金額は、GDPデフレーターにより貨幣価値を調整済み。GDPデフレーターは、内閣府経済社会総合研究所ホームページから入手。入手先：http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/qe011-68/gdemenuj68.html　デフレーターは、旧68SNAに基づく平成2（1990）年基準計数。なお、資料の制約から平成13年度は、年度値ではなく1-3月期の値を用いている。





10開廃率

		表10　世帯類型別に見た保護の開始と廃止の推移 ヒョウセタイルイケイベツミホゴカイシハイシスイイ																単位：％ タンイ

						昭61 アキラ		62		63		平１		2		3		4		5

		高齢者　　世帯 コウレイシャセタイ		開　始 カイハジメ		0.63		0.65		0.66		0.61		0.54		0.55		0.68		0.77

				廃　止 ハイドメ		1.16		1.07		1.09		0.91		0.93		0.90		0.92		0.89

				開始－廃止 カイシハイシ		-0.53		-0.42		-0.42		-0.30		-0.38		-0.34		-0.25		-0.12

		母子世帯 ボシセタイ		開　始 カイハジメ		1.86		1.60		1.48		1.33		1.14		1.27		1.50		1.82

				廃　止 ハイドメ		1.79		1.62		1.65		1.57		1.57		1.56		1.41		1.32

				開始－廃止 カイシハイシ		0.07		-0.02		-0.16		-0.24		-0.43		-0.29		0.09		0.49

		傷病・障害者世帯 ショウビョウショウガイシャセタイ		開　始 カイハジメ		2.00		2.17		2.18		2.03		1.92		2.02		2.23		2.51

				廃　止 ハイドメ		1.56		1.69		1.53		1.47		1.47		1.56		1.58		1.68

				開始－廃止 カイシハイシ		0.45		0.49		0.65		0.56		0.45		0.46		0.66		0.83

		その他の世帯 ホカセタイ		開　始 カイハジメ		2.52		2.11		1.92		2.13		2.10		2.11		2.26		3.36

				廃　止 ハイドメ		5.50		4.50		4.82		4.75		5.13		4.70		4.51		4.62

				開始－廃止 カイシハイシ		-2.98		-2.39		-2.90		-2.62		-3.04		-2.59		-2.25		-1.26

						6		7		8		9		10		11		12		13

		高齢者　　世帯 コウレイシャセタイ		開　始 カイハジメ		0.81		0.83		0.85		0.90		1.08		1.08		1.08		1.00

				廃　止 ハイドメ		0.90		0.91		0.87		0.83		0.88		0.84		0.76		0.73

				開始－廃止 カイシハイシ		-0.09		-0.08		-0.02		0.07		0.20		0.25		0.32		0.27

		母子世帯 ボシセタイ		開　始 カイハジメ		1.92		1.72		1.67		1.97		2.46		2.46		2.41		2.26

				廃　止 ハイドメ		1.25		1.13		1.12		1.26		1.19		1.08		0.99		0.91

				開始－廃止 カイシハイシ		0.67		0.59		0.55		0.71		1.27		1.38		1.42		1.35

		傷病・障害者世帯 ショウビョウショウガイシャセタイ		開　始 カイハジメ		2.27		2.35		2.18		2.75		3.08		3.25		2.68		2.60

				廃　止 ハイドメ		1.47		1.49		1.50		2.17		2.19		2.34		1.91		1.86

				開始－廃止 カイシハイシ		0.80		0.86		0.68		0.58		0.89		0.91		0.77		0.74

		その他の世帯 ホカセタイ		開　始 カイハジメ		4.17		4.20		5.25		3.05		4.13		3.65		4.71		4.26

				廃　止 ハイドメ		5.63		7.12		6.84		2.54		3.04		2.45		3.19		2.29

				開始－廃止 カイシハイシ		-1.46		-2.92		-1.59		0.52		1.09		1.20		1.52		1.97

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」(平成9～13年）,厚生省大臣官房統計。情報部生活保護動態調査報告」(平成8年以前）より、筆者が保護の開始と廃止の割合、および開始世帯と廃止世帯との差を算出。注：各年とも9月調査分。





11パタン

		表11　保護の開始世帯と廃止世帯との推移パターン ヒョウホゴカイシセタイハイシセタイスイイ

				流動化 リュウドウカ						滞留化 タイリュウカ

				①		②		③		①		②

		開　始 カイハジメ		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン

		廃　止 ハイドメ		増 （多） ゾウ		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン

		開始－廃止 カイシハイシ		＋ or  －		－		－		＋		＋

		多い世帯 オオセタイ		開始・廃止 カイシハイシ		廃止 ハイシ		廃止 ハイシ		開始 カイシ		開始 カイシ

		増・減は年次推移の傾向。　カッコ内の多・少は、当該年度の値の大きさを示す。 ゾウゲンネンジスイイケイコウナイタショウトウガイネンドアタイオオシメ

		ただし、多・少は被保護世帯内における数値の絶対的な大きさを比較するものではなく、 オオスクヒホゴセタイナイスウチゼッタイテキオオヒカク

		開始と廃止の状況においての、当該世帯が多いか少ないかを示す目安である。 カイシハイシジョウキョウトウガイセタイオオスクシメメヤス

		開始－廃止 カイシハイシ		＋：開始＞廃止 カイシハイシ

				－：廃止＞開始 ハイシカイシ





12重回帰分析

		表３　保護受給の流動性と受給期間との関連性（重回帰分析） ヒョウジュキュウリュウドウセイジュキュウキカンカンレンセイジュウカイキブンセキ

				説 明 変 数 セツメイヘンカズ		標 準 化 ヒョウジュンカ		Ｔスコア		有意 ユウイ		調整済み チョウセイズ

						回帰係数 カイキケイスウ				水準 スイジュン		Ｒ2乗 ジョウ

		被保護高齢 ヒホゴコウレイ		10年以上 ネンイジョウ		0.665		7.013		***		0.963

		者世帯 シャセタイ		6ヶ月未満 ゲツミマン		0.354		3.739		***		n=16

		被保護母子 ヒホゴボシ		5年～10年未満 ネンネンミマン		-0.838		-12.358		***		0.932

		世帯 セタイ		10年以上 ネンイジョウ		-0.394		-5.182		***		n=16

		被保護傷病・ ヒホゴショウビョウ		5年～10年未満 ネンネンミマン		-0.646		-3.526		***		0.514

		障害者世帯 ショウガイシャセタイ		6ヶ月未満 ゲツミマン		0.536		2.926		**		n=16

		その他の ホカ		6ヶ月～1年未満 ゲツネンミマン		0.744		6.905		***		0.871

		被保護世帯 ヒホゴセタイ		3年～5年未満 ネンネンミマン		-1.070		-9.931		***		n=16

		被説明変数＝開始世帯と廃止世帯との差（変数の投入はステップワイズ法による） ヒセツメイヘンスウカイシセタイハイシセタイサヘンスウトウニュウホウ

						***:p<0.01 **:p<0.05 *:p<0.10






_1144999803.xls
1保護率

		表１　被保護実人員・保護率の推移 ヒョウヒホゴジツジンインホゴリツスイイ

				被保護人員 ヒホゴジンイン		保護率 ホゴリツ

				１か月平均		（人口千対）

				人 ニン		‰

		昭和27年度		2,042,550		23.8				昭和27年度		23.8

		31		1,775,971		19.7				31		19.7

		35		1,627,509		17.4				35		17.4

		40		1,598,821		16.3				40		16.3

		43		1,449,970		14.3				43		14.3

		45		1,344,306		13.0				45		13.0

		50		1,349,230		12.1				50		12.1

		55		1,426,984		12.2				55		12.2

		60		1,431,117		11.8				60		11.8

		63		1,176,258		9.6				63		9.6

		平成元年度		1,099,520		8.9				平成元年度		8.9

		3		946,374		7.6				3		7.6

		5		883,112		7.1				5		7.1

		7		882,229		7.0				7		7.0

		8		887,450		7.1				8		7.1

		9		905,589		7.2				9		7.2

		10		946,994		7.5				10		7.5

		11		1,004,472		7.9				11		7.9

		12		1,072,241		8.4				12		8.4

		13		1,148,088		9.0				13		9.0

		14		1,242,723		9.7				14		9.7

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」平成13年度、14年度（報道資料）。昭和29年以前については、生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。

		注：保護率の算出は、1か月平均の被保護実人員を総務省統計局発表による各年10月1日現在の推計人口（昭和30、35、40、45、50、55、60、平成2、7、12年度は国勢調査人口）で除したものである。平成14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料および公開資料によるものである。被保護人員：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）保護率：全国厚生労働関係部局長会議資料（社会・援護局）。 エンゴキョク
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2世帯指数

		表１　指数化した類型別被保護世帯数の推移 ヒョウシスウカルイケイベツヒホゴスウ

				指数（昭和50年度＝100）

				全体 ゼンタイ		高齢者　　世帯		母子　世帯		傷病者世帯		障害者世帯		その他の世帯

		昭和40年度 ショウワネンド		85.9		62.7		118.4		55.2				226.2

		45		89.3		89.3		92.5		70.0				155.4

		50		100.0		100.0		100.0		100.0				100.0

		53		104.6		100.5		123.8		106.3				93.2

		54		105.4		101.6		130.3		106.3				91.8

		55		105.7		101.9		136.2		106.3				89.1

		56		107.1		103.1		142.6		107.6				87.4

		57		109.0		105.2		151.2		109.1				85.6

		58		110.7		107.2		158.3		110.3				84.2

		59		111.8		109.4		164.2		110.2				82.8

		60		110.5		110.0		162.3		108.2				80.0

		63		96.4		105.8		130.0		91.4				65.4

		平成元年度		92.7		105.5		117.4		87.6				60.8

		3		85.1		105.0		91.9		79.4				51.4

		5		83.0		108.8		77.9		76.7				46.6

		6		84.3		112.3		76.3		77.6				46.5

		7		85.3		114.9		74.6		78.4				45.8

		8		86.9		119.4		73.6		78.9				45.6

		9		89.5		125.4		74.4		80.2				46.7

		10		94.0		133.2		77.6		83.0				50.0

		11		99.8		142.8		83.2		64.4		21.9		55.2

		12		106.4		154.2		89.9		66.4		23.7		60.8

		13		114.2		167.3		97.5		94.1				68.1

		14		123.6		182.1		107.0		99.0				79.7

		資料：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。報道資料：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）、平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要。

		注：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成13・14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料から算出。





3世帯比

		表2　世帯類型別被保護世帯構成比の推移 ヒョウセタイルイケイベツヒホゴセタイコウセイヒスイイ										単位：％ タンイ

				総　数		高齢者		母子		傷病・障害 ショウガイ		その他 ホカ

						世　帯 ヨオビ		世帯 セタイ		者世帯 シャセタイ		の世帯 セタイ

		昭和40年度 ショウワネンド		100.0		22.9		13.7		29.4		34.0

		45		100.0		31.4		10.3		35.9		22.4

		50		100.0		31.4		10.0		45.8		12.9

		55		100.0		30.3		12.8		46.0		10.9

		平成元年度		100.0		35.7		12.6		43.2		8.5

		5		100.0		41.1		9.3		42.3		7.2

		10		100.0		44.5		8.2		40.4		6.9

		14		100.0		46.3		8.6		36.7		8.3

		資料：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要。報道資料：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）。

		注：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料から算出。





4世帯寄与率

		表3　被保護世帯類型別寄与率 ヒョウヒホゴセタイルイケイベツキヨリツ												単位：％ タンイ

				被保護世帯総　　　数 ヒホゴセタイフサカズ		被保護世帯全体での伸び率 ヒホゴセタイゼンタイノリツ		被保護世帯それぞれの寄与率 ヒホユズルヨオビキヨリツ

								高齢者世帯		母子　世帯		傷病者世帯		障害者世帯		その他の世帯

		昭33-35 アキラ		549,050		4.6		1.8		-0.5		3.3

		40-45		605,140		4.0		9.7		-3.0		-2.7

		45-50		629,220		12.0		3.8		0.8		7.4

		50-51		704,785		0.3		-0.2		0.4		0.9				-0.8

		52-53		721,051		2.2		0.3		1.0		0.9				-0.0

		54-55		742,576		0.3		0.1		0.6		-0.0				-0.3

		56-57		754,601		1.8		0.6		0.8		0.6				-0.2

		58-59		780,326		1.0		0.6		0.5		-0.0				-0.2

		59-60		787,758		-1.1		0.2		-0.2		-0.8				-0.3

		60-61		778,797		-4.5		-0.4		-0.8		-2.7				-0.6

		61-62		744,114		-4.3		-0.4		-0.9		-2.3				-0.6

		62-63		712,302		-4.6		-0.4		-1.4		-2.3				-0.6

		平 1-2 ヘイ		653,413		-4.8		-0.3		-1.5		-2.3				-0.7

		3-4		599,483		-2.4		0.5		-1.1		-1.3				-0.5

		5-6		585,087		1.6		1.3		-0.2		0.5				-0.0

		7-8		600,980		1.9		1.7		-0.1		0.3				-0.0

		9-10		630,577		5.0		2.7		0.4		1.4				0.5

		11-12		703,072		6.7		3.6		0.7		0.9		0.8		0.7

		13-14		805,169		8.2		4.1		0.8		2.0				1.3

		資料：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成13年度以降は、厚生労働省大臣官房統計情報部報道資料による公表値。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。報道資料：平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要（平成15年9月11日）。

		注：被保護世帯数は、各年次における期首の値。寄与率は上記資料より筆者が算出。端数処理のため、合計が一致しない場合がある。





5受給期間指数

		表4　各被保護世帯類型の受給期間別世帯数の推移 ヒョウカクヒホゴセタイルイケイジュキュウキカンベツセタイスウスイイ

						指数（昭和51年度＝100） ユビショウワネンド

						総    数		6カ月　　　未満		6カ月～1年未満		1年～3年未満		3年～5年未満		5年～10年未満		10年　以上

		被保護高齢者世帯 ヒホゴ		昭和35年		53.6		132.9		64.9		50.3		43.0		48.7

				45		85.7		263.2		123.0		81.1		82.0		84.1		51.4

				46		86.2		263.9		136.0		79.2		79.0		84.0		54.3

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				56		104.7		150.9		96.9		72.3		83.2		107.3		125.7

				57		104.5		158.6		95.9		72.1		82.0		102.3		130.5

				59		108.6		123.3		94.9		75.5		81.7		106.3		143.8

				60		107.3		106.8		83.9		71.9		85.4		103.2		147.1

				61		108.2		96.1		85.9		69.8		85.1		104.5		152.0

				平成元年		103.8		79.6		67.2		54.4		76.2		106.7		159.1

				5		106.2		93.0		67.0		48.3		58.9		99.9		192.0

				6		110.0		96.9		77.8		54.2		57.6		97.0		202.9

				7		109.9		100.7		84.9		59.0		55.5		89.9		205.0

				8		113.6		111.0		89.9		64.4		63.0		84.5		212.5

				9		118.4		128.1		93.4		71.2		73.4		82.2		217.1

				11		136.1		163.0		133.9		88.5		92.3		93.0		232.1

				13		157.3		187.5		157.3		118.6		111.5		115.2		241.0

		被保護母子世帯 ヒホゴ		昭和35年		114.5		147.6		84.0		107.7		117.5		124.6

				42		190.9		228.0		129.6		167.5		217.5		220.2		212.4

				45		97.6		133.5		72.7		85.6		103.6		118.3		84.7

				48		95.1		144.4		80.7		87.2		89.3		101.8		93.9

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				53		118.7		235.7		113.0		115.7		105.2		104.1		86.6

				57		146.1		245.6		134.8		144.4		149.4		131.5		100.8

				60		164.9		165.4		141.2		180.2		185.6		159.2		118.0

				61		153.4		135.3		110.5		162.2		191.2		162.2		109.0

				63		131.2		94.3		77.4		116.6		166.9		178.5		121.2

				平成元年		118.1		80.4		72.8		96.8		142.1		178.4		113.9

				5		79.3		61.9		52.0		57.0		73.8		123.0		128.0

				7		75.1		59.7		46.6		66.7		63.9		98.5		131.1

				9		73.1		64.0		53.8		62.8		79.0		76.6		128.4

				10		73.7		73.8		55.6		67.9		77.8		77.4		105.3

				11		82.1		79.1		69.5		76.6		83.6		85.8		112.4

				13		94.5		98.4		81.7		99.8		95.4		91.3		96.8

		被保護傷病・障害者世帯 ヒホゴショウビョウショウガイシャセタイ		昭和42年 ショウワネン		68.2		136.8		95.1		71.5		73.2		64.7		39.2

				46		92.4		169.6		120.2		83.4		91.4		103.6		69.4

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				53		101.8		178.2		123.5		90.9		99.4		97.8		102.8

				57		109.5		157.5		127.0		93.4		106.8		115.2		121.3

				59		112.2		122.7		125.7		99.6		107.3		123.5		131.0

				62		97.1		95.7		99.2		78.8		100.8		111.1		120.2

				平成元年		88.6		75.3		81.3		65.9		86.5		110.4		120.7

				4		75.0		64.9		63.8		47.8		62.9		93.1		123.0

				6		76.9		72.6		78.9		54.1		57.7		83.3		130.3

				7		80.8		73.7		77.5		62.5		61.3		82.1		137.6

				9		83.9		77.4		87.1		66.9		76.3		74.7		138.2

				11		88.8		92.2		102.8		77.4		80.7		79.3		129.4

				13		97.4		94.6		107.7		94.0		96.6		91.0		123.0

		資料：被保護者全国一斉調査（個別調査）。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。

		注：指数は上記資料より筆者が算出。分析においてはすべての年度を対象としているが、図表圧縮のため報告で触れられる特徴的な年度を中心に表を作成したことにより、掲載年度が世帯ごとに異なっている。 ネンドズヒョウアッシュクホウコクフトクチョウテキネンドチュウシンヒョウサクセイ





6開始理由

		表5　被保護世帯（全体）の保護開始理由 ヒョウヒホゴセタイゼンタイホゴカイシリユウ																				単位：％ タンイ

				総　数 フサカズ				傷病による ショウビョウ						働いていた者の死亡・離別等 ハタラモノシボウリベツナド		働きによる収入の減少・喪失 ハタラシュウニュウゲンショウソウシツ		要介護状態 ヨウカイゴジョウタイ		社会保障給付金・仕送りの減少・喪失 シャカイホショウキュウフキンシオクゲンショウソウシツ		貯蓄等の減少・　喪失 チョチクトウゲンショウソウシツ		その他 タ

				世帯数 セタイスウ		合計 ゴウケイ		計 ケイ		世帯主の傷病 セタイヌシショウビョウ		世帯員の傷病 セタイインショウビョウ

		平成10年 ヘイセイネン		13,685		100.0		59.6		58.0		1.6		5.2		11.2				3.4		8.1		12.5

		　11		14,957		100.0		53.8		52.5		1.3		5.1		12.7				3.3		8.1		16.9

		　12		14,681		100.0		43.2		41.7		1.6		5.7		13.9		0.3		4.1		10.2		22.6

		　13		14,757		100.0		42.5		40.9		1.6		5.7		14.4		0.3		4.4		10.8		22.0

		14		16,894		100.0		40.9		39.6		1.3		5.6		16.6		0.3		4.5		12.2		19.9

		資料：平成15年9月11日厚生労働省大臣官房統計情報部発表「社会福祉行政業務報告」(平成9～14年）の報道資料より。

		注：１）保護開始の主な理由については９月中のみ把握している。２）「働きによる収入の減少・喪失」は、「定年・失業」、「老齢による収入の減少」、「事業不振・倒産」及び「その他の働きによる収入の減少」をいう。





7指数化稼働率

		表6　稼動世帯と 非稼動世帯の推移 ヒョウカドウセタイヒカドウセタイスイイ

				指数（昭和50年度＝100）

				世帯 セタイ		稼働		非稼働

				全体 ゼンタイ		世帯 セタイ		世　帯 ヨオビ

		昭和34年度 ショウワネンド		86.1		215.3		47.9

		38		91.4		205.6		57.7

		40		90.8		188.3		61.8

		45		92.9		136.9		79.9

		50		100.0		100.0		100.0

		51		100.3		97.4		101.2

		54		105.4		100.2		106.9

		57		109.0		101.8		111.2

		60		110.5		103.4		112.9

		62		101.1		92.7		103.5

		平成元年度		92.7		80.4		96.3

		4		83.0		59.7		89.9

		5		83.0		55.6		91.1

		6		84.3		53.1		93.6

		7		85.3		50.8		95.5

		8		86.9		49.4		97.9

		9		89.5		49.6		101.3

		10		94.0		50.2		106.9

		11		99.8		52.3		113.8

		12		106.5		55.8		121.4

		資料：福祉行政報告例。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版より作成 サクセイ





8稼働率

		表6　世帯類型別稼動・非稼働率の推移 ヒョウセタイルイケイベツカドウヒカドウリツスイイ														単位：％ タンイ

						平成4年度 ド		6年度 ド		8年度 ド		10年度 ド		12年度 ド		13年度 ド

		高齢者世　帯 コウレイシャヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		241,520		253,590		261,670		289,660		330,880		362,350

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		4.7		4.0		3.7		3.3		2.9		3.0

				非稼動 ヒカドウ		95.3		96.0		96.3		96.7		97.1		97.0

		母　子世　帯 ハハコヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		56,540		50,620		49,640		49,030		56,120		62,870

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		60.3		56.4		54.6		52.0		50.7		46.6

				非稼動 ヒカドウ		39.7		43.6		45.4		48.0		49.3		53.4

		傷病・障害者世　帯 ショウビョウショウガイシャヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		227,500		233,320		248,220		257,700		290,010		295,230

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		1.5		1.4		4.1		4.1		4.5		4.5

				非稼動 ヒカドウ		98.5		98.6		95.9		95.9		95.5		95.5

		その他の世帯 ホカセタイ		世帯実数 セタイジッスウ		44,990		37,390		29,470		34,440		42,190		47,420

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		59.5		59.4		47.1		42.4		34.1		31.8

				非稼動 ヒカドウ		40.5		40.6		52.9		57.6		65.9		68.2

		資料：平成4～7年は、厚生省社会・援護局保護課「被保護者全国一斉調査結果報告書」（各年7月1日現在）。平成8～10、12、13年は、被保護者全国一斉調査（個別調査）。出所：平成9、10、12、13年は、生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成11～14年版。

		注：上記資料より当該部分を抜粋し、表を作成。





9医療扶助

		表8　医療扶助決定状況（診療費分） ヒョウ

				全　　　体 ゼンカラダ				一　　般　　診　　療 イチパンミリョウ												歯 科 診 療 ハカミリョウ

								合　　計 ゴウケイ				入　　院 イリイン				入　院　外 イリインガイ

				件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア

				指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク

				S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン

		昭和30年度		41.6		27		43.1		27		66.3		61		35.6		7		17.6		9

		35		53.2		27		54.3		28		92.0		60		42.2		6		34.9		8

		40		71.2		32		71.7		34		74.5		102		70.8		10		63.5		9

		45		86.5		45		86.9		47		96.8		133		83.8		15		79.5		11

		50		100.0		59		100.0		62		100.0		203		100.0		17		100.0		11

		55		117.0		62		114.9		66		102.5		237		118.9		19		149.7		16

		60		133.5		60		129.8		64		101.5		255		138.9		19		193.1		19

		61		130.3		59		126.3		63		93.3		262		136.9		19		194.8		19

		62		126.6		59		122.7		62		85.6		269		134.7		20		188.8		19

		63		122.3		59		118.6		62		81.2		271		130.7		21		180.9		19

		平成元年度		116.9		59		113.5		62		77.3		270		125.1		21		171.6		18

		2		110.8		58		107.8		62		72.7		268		119.1		21		159.2		19

		3		108.6		59		105.7		63		71.6		269		116.8		22		153.9		18

		4		106.5		61		103.8		64		70.0		282		114.7		22		148.9		19

		5		109.1		61		106.5		65		69.9		289		118.3		22		150.2		19

		6		110.7		63		108.2		66		69.4		305		120.7		22		151.7		20

		7		113.5		65		110.8		69		70.7		324		123.8		22		155.5		21

		8		119.0		65		116.1		69		71.0		336		130.6		22		166.4		22

		9		124.0		65		120.7		68		72.6		342		136.2		22		175.6		21

		10		131.5		63		128.4		67		73.9		348		145.9		21		180.7		22

		11		142.6		62		139.1		66		75.7		361		159.6		21		197.7		22

		12		154.4		60		150.5		64		75.2		377		174.8		20		216.6		22

		13		178.1		55		174.5		58		76.0		388		206.2		19		236.2		23

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」より指数と１件当たりの金額を作成。

		注：１件当の金額は、GDPデフレーターにより貨幣価値を調整済み。GDPデフレーターは、内閣府経済社会総合研究所ホームページから入手。入手先：http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/qe011-68/gdemenuj68.html　デフレーターは、旧68SNAに基づく平成2（1990）年基準計数。なお、資料の制約から平成13年度は、年度値ではなく1-3月期の値を用いている。





10開廃率

		表9　世帯類型別に見た保護の開始と廃止の推移 ヒョウセタイルイケイベツミホゴカイシハイシスイイ																単位：％ タンイ

						昭61 アキラ		62		63		平１		2		3		4		5

		高齢者　　世帯 コウレイシャセタイ		開　始 カイハジメ		0.63		0.65		0.66		0.61		0.54		0.55		0.68		0.77

				廃　止 ハイドメ		1.16		1.07		1.09		0.91		0.93		0.90		0.92		0.89

				開始－廃止 カイシハイシ		-0.53		-0.42		-0.42		-0.30		-0.38		-0.34		-0.25		-0.12

		母子世帯 ボシセタイ		開　始 カイハジメ		1.86		1.60		1.48		1.33		1.14		1.27		1.50		1.82

				廃　止 ハイドメ		1.79		1.62		1.65		1.57		1.57		1.56		1.41		1.32

				開始－廃止 カイシハイシ		0.07		-0.02		-0.16		-0.24		-0.43		-0.29		0.09		0.49

		傷病・障害者世帯 ショウビョウショウガイシャセタイ		開　始 カイハジメ		2.00		2.17		2.18		2.03		1.92		2.02		2.23		2.51

				廃　止 ハイドメ		1.56		1.69		1.53		1.47		1.47		1.56		1.58		1.68

				開始－廃止 カイシハイシ		0.45		0.49		0.65		0.56		0.45		0.46		0.66		0.83

		その他の世帯 ホカセタイ		開　始 カイハジメ		2.52		2.11		1.92		2.13		2.10		2.11		2.26		3.36

				廃　止 ハイドメ		5.50		4.50		4.82		4.75		5.13		4.70		4.51		4.62

				開始－廃止 カイシハイシ		-2.98		-2.39		-2.90		-2.62		-3.04		-2.59		-2.25		-1.26

						6		7		8		9		10		11		12		13

		高齢者　　世帯 コウレイシャセタイ		開　始 カイハジメ		0.81		0.83		0.85		0.90		1.08		1.08		1.08		1.00

				廃　止 ハイドメ		0.90		0.91		0.87		0.83		0.88		0.84		0.76		0.73

				開始－廃止 カイシハイシ		-0.09		-0.08		-0.02		0.07		0.20		0.25		0.32		0.27

		母子世帯 ボシセタイ		開　始 カイハジメ		1.92		1.72		1.67		1.97		2.46		2.46		2.41		2.26

				廃　止 ハイドメ		1.25		1.13		1.12		1.26		1.19		1.08		0.99		0.91

				開始－廃止 カイシハイシ		0.67		0.59		0.55		0.71		1.27		1.38		1.42		1.35

		傷病・障害者世帯 ショウビョウショウガイシャセタイ		開　始 カイハジメ		2.27		2.35		2.18		2.75		3.08		3.25		2.68		2.60

				廃　止 ハイドメ		1.47		1.49		1.50		2.17		2.19		2.34		1.91		1.86

				開始－廃止 カイシハイシ		0.80		0.86		0.68		0.58		0.89		0.91		0.77		0.74

		その他の世帯 ホカセタイ		開　始 カイハジメ		4.17		4.20		5.25		3.05		4.13		3.65		4.71		4.26

				廃　止 ハイドメ		5.63		7.12		6.84		2.54		3.04		2.45		3.19		2.29

				開始－廃止 カイシハイシ		-1.46		-2.92		-1.59		0.52		1.09		1.20		1.52		1.97

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」(平成9～13年）,厚生省大臣官房統計。情報部生活保護動態調査報告」(平成8年以前）より、筆者が保護の開始と廃止の割合、および開始世帯と廃止世帯との差を算出。注：各年とも9月調査分。





10開廃率 (2)

		表9　世帯類型別に見た保護の開始と廃止の推移 ヒョウセタイルイケイベツミホゴカイシハイシスイイ																																単位：％ タンイ

						昭61 アキラ		62		63		平１		2		3		4		5		6		7		8		9		10		11		12		13

		高齢者　　世帯 コウレイシャセタイ		開　始 カイハジメ		0.63		0.65		0.66		0.61		0.54		0.55		0.68		0.77		0.81		0.83		0.85		0.90		1.08		1.08		1.08		1.00

				廃　止 ハイドメ		1.16		1.07		1.09		0.91		0.93		0.90		0.92		0.89		0.90		0.91		0.87		0.83		0.88		0.84		0.76		0.73

				開始－廃止 カイシハイシ		-0.53		-0.42		-0.42		-0.30		-0.38		-0.34		-0.25		-0.12		-0.09		-0.08		-0.02		0.07		0.20		0.25		0.32		0.27

		母子世帯 ボシセタイ		開　始 カイハジメ		1.86		1.60		1.48		1.33		1.14		1.27		1.50		1.82		1.92		1.72		1.67		1.97		2.46		2.46		2.41		2.26

				廃　止 ハイドメ		1.79		1.62		1.65		1.57		1.57		1.56		1.41		1.32		1.25		1.13		1.12		1.26		1.19		1.08		0.99		0.91

				開始－廃止 カイシハイシ		0.07		-0.02		-0.16		-0.24		-0.43		-0.29		0.09		0.49		0.67		0.59		0.55		0.71		1.27		1.38		1.42		1.35

		傷病・障害者世帯 ショウビョウショウガイシャセタイ		開　始 カイハジメ		2.00		2.17		2.18		2.03		1.92		2.02		2.23		2.51		2.27		2.35		2.18		2.75		3.08		3.25		2.68		2.60

				廃　止 ハイドメ		1.56		1.69		1.53		1.47		1.47		1.56		1.58		1.68		1.47		1.49		1.50		2.17		2.19		2.34		1.91		1.86

				開始－廃止 カイシハイシ		0.45		0.49		0.65		0.56		0.45		0.46		0.66		0.83		0.80		0.86		0.68		0.58		0.89		0.91		0.77		0.74

		その他の世帯 ホカセタイ		開　始 カイハジメ		2.52		2.11		1.92		2.13		2.10		2.11		2.26		3.36		4.17		4.20		5.25		3.05		4.13		3.65		4.71		4.26

				廃　止 ハイドメ		5.50		4.50		4.82		4.75		5.13		4.70		4.51		4.62		5.63		7.12		6.84		2.54		3.04		2.45		3.19		2.29

				開始－廃止 カイシハイシ		-2.98		-2.39		-2.90		-2.62		-3.04		-2.59		-2.25		-1.26		-1.46		-2.92		-1.59		0.52		1.09		1.20		1.52		1.97

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」(平成9～13年）,厚生省大臣官房統計。情報部生活保護動態調査報告」(平成8年以前）より、筆者が保護の開始と廃止の割合、および開始世帯と廃止世帯との差を算出。注：各年とも9月調査分。





11パタン

		表11　保護の開始世帯と廃止世帯との推移パターン ヒョウホゴカイシセタイハイシセタイスイイ

				流動化 リュウドウカ						滞留化 タイリュウカ

				①		②		③		①		②

		開　始 カイハジメ		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン

		廃　止 ハイドメ		増 （多） ゾウ		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン

		開始－廃止 カイシハイシ		＋ or  －		－		－		＋		＋

		多い世帯 オオセタイ		開始・廃止 カイシハイシ		廃止 ハイシ		廃止 ハイシ		開始 カイシ		開始 カイシ

		増・減は年次推移の傾向。　カッコ内の多・少は、当該年度の値の大きさを示す。 ゾウゲンネンジスイイケイコウナイタショウトウガイネンドアタイオオシメ

		ただし、多・少は被保護世帯内における数値の絶対的な大きさを比較するものではなく、 オオスクヒホゴセタイナイスウチゼッタイテキオオヒカク

		開始と廃止の状況においての、当該世帯が多いか少ないかを示す目安である。 カイシハイシジョウキョウトウガイセタイオオスクシメメヤス

		開始－廃止 カイシハイシ		＋：開始＞廃止 カイシハイシ

				－：廃止＞開始 ハイシカイシ





12重回帰分析

		表9　保護受給の流動性と受給期間との関連性（重回帰分析） ヒョウジュキュウリュウドウセイジュキュウキカンカンレンセイジュウカイキブンセキ

				説 明 変 数 セツメイヘンカズ		標 準 化 ヒョウジュンカ		Ｔスコア		有意 ユウイ		調整済み チョウセイズ

						回帰係数 カイキケイスウ				水準 スイジュン		Ｒ2乗 ジョウ

		被保護高齢 ヒホゴコウレイ		10年以上 ネンイジョウ		0.665		7.013		***		0.963

		者世帯 シャセタイ		6ヶ月未満 ゲツミマン		0.354		3.739		***		n=16

		被保護母子 ヒホゴボシ		5年～10年未満 ネンネンミマン		-0.838		-12.358		***		0.932

		世帯 セタイ		10年以上 ネンイジョウ		-0.394		-5.182		***		n=16

		被保護傷病・ ヒホゴショウビョウ		5年～10年未満 ネンネンミマン		-0.646		-3.526		***		0.514

		障害者世帯 ショウガイシャセタイ		6ヶ月未満 ゲツミマン		0.536		2.926		**		n=16

		その他の ホカ		6ヶ月～1年未満 ゲツネンミマン		0.744		6.905		***		0.871

		被保護世帯 ヒホゴセタイ		3年～5年未満 ネンネンミマン		-1.070		-9.931		***		n=16

		被説明変数＝開始世帯と廃止世帯との差（変数の投入はステップワイズ法による） ヒセツメイヘンスウカイシセタイハイシセタイサヘンスウトウニュウホウ

						***:p<0.01 **:p<0.05 *:p<0.10
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1保護率

		表１　被保護実人員・保護率の推移 ヒョウヒホゴジツジンインホゴリツスイイ

				被保護人員 ヒホゴジンイン		保護率 ホゴリツ

				１か月平均		（人口千対）

				人 ニン		‰

		昭和27年度		2,042,550		23.8				昭和27年度		23.8

		31		1,775,971		19.7				31		19.7

		35		1,627,509		17.4				35		17.4

		40		1,598,821		16.3				40		16.3

		43		1,449,970		14.3				43		14.3

		45		1,344,306		13.0				45		13.0

		50		1,349,230		12.1				50		12.1

		55		1,426,984		12.2				55		12.2

		60		1,431,117		11.8				60		11.8

		63		1,176,258		9.6				63		9.6

		平成元年度		1,099,520		8.9				平成元年度		8.9

		3		946,374		7.6				3		7.6

		5		883,112		7.1				5		7.1

		7		882,229		7.0				7		7.0

		8		887,450		7.1				8		7.1

		9		905,589		7.2				9		7.2

		10		946,994		7.5				10		7.5

		11		1,004,472		7.9				11		7.9

		12		1,072,241		8.4				12		8.4

		13		1,148,088		9.0				13		9.0

		14		1,242,723		9.7				14		9.7

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」平成13年度、14年度（報道資料）。昭和29年以前については、生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。

		注：保護率の算出は、1か月平均の被保護実人員を総務省統計局発表による各年10月1日現在の推計人口（昭和30、35、40、45、50、55、60、平成2、7、12年度は国勢調査人口）で除したものである。平成14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料および公開資料によるものである。被保護人員：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）保護率：全国厚生労働関係部局長会議資料（社会・援護局）。 エンゴキョク
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2世帯指数

		表１　指数化した類型別被保護世帯数の推移 ヒョウシスウカルイケイベツヒホゴスウ

				指数（昭和50年度＝100）

				全体 ゼンタイ		高齢者　　世帯		母子　世帯		傷病者世帯		障害者世帯		その他の世帯

		昭和40年度 ショウワネンド		85.9		62.7		118.4		55.2				226.2

		45		89.3		89.3		92.5		70.0				155.4

		50		100.0		100.0		100.0		100.0				100.0

		53		104.6		100.5		123.8		106.3				93.2

		54		105.4		101.6		130.3		106.3				91.8

		55		105.7		101.9		136.2		106.3				89.1

		56		107.1		103.1		142.6		107.6				87.4

		57		109.0		105.2		151.2		109.1				85.6

		58		110.7		107.2		158.3		110.3				84.2

		59		111.8		109.4		164.2		110.2				82.8

		60		110.5		110.0		162.3		108.2				80.0

		63		96.4		105.8		130.0		91.4				65.4

		平成元年度		92.7		105.5		117.4		87.6				60.8

		3		85.1		105.0		91.9		79.4				51.4

		5		83.0		108.8		77.9		76.7				46.6

		6		84.3		112.3		76.3		77.6				46.5

		7		85.3		114.9		74.6		78.4				45.8

		8		86.9		119.4		73.6		78.9				45.6

		9		89.5		125.4		74.4		80.2				46.7

		10		94.0		133.2		77.6		83.0				50.0

		11		99.8		142.8		83.2		64.4		21.9		55.2

		12		106.4		154.2		89.9		66.4		23.7		60.8

		13		114.2		167.3		97.5		94.1				68.1

		14		123.6		182.1		107.0		99.0				79.7

		資料：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。報道資料：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）、平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要。

		注：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成13・14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料から算出。





3世帯比

		表2　世帯類型別被保護世帯構成比の推移 ヒョウセタイルイケイベツヒホゴセタイコウセイヒスイイ										単位：％ タンイ

				総　数		高齢者		母子		傷病・障害 ショウガイ		その他 ホカ

						世　帯 ヨオビ		世帯 セタイ		者世帯 シャセタイ		の世帯 セタイ

		昭和40年度 ショウワネンド		100.0		22.9		13.7		29.4		34.0

		45		100.0		31.4		10.3		35.9		22.4

		50		100.0		31.4		10.0		45.8		12.9

		55		100.0		30.3		12.8		46.0		10.9

		平成元年度		100.0		35.7		12.6		43.2		8.5

		5		100.0		41.1		9.3		42.3		7.2

		10		100.0		44.5		8.2		40.4		6.9

		14		100.0		46.3		8.6		36.7		8.3

		資料：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要。報道資料：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）。

		注：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料から算出。





4世帯寄与率

		表3　被保護世帯類型別寄与率 ヒョウヒホゴセタイルイケイベツキヨリツ												単位：％ タンイ

				被保護世帯総　　　数 ヒホゴセタイフサカズ		被保護世帯全体での伸び率 ヒホゴセタイゼンタイノリツ		被保護世帯それぞれの寄与率 ヒホユズルヨオビキヨリツ

								高齢者世帯		母子　世帯		傷病者世帯		障害者世帯		その他の世帯

		昭33-35 アキラ		549,050		4.6		1.8		-0.5		3.3

		40-45		605,140		4.0		9.7		-3.0		-2.7

		45-50		629,220		12.0		3.8		0.8		7.4

		50-51		704,785		0.3		-0.2		0.4		0.9				-0.8

		52-53		721,051		2.2		0.3		1.0		0.9				-0.0

		54-55		742,576		0.3		0.1		0.6		-0.0				-0.3

		56-57		754,601		1.8		0.6		0.8		0.6				-0.2

		58-59		780,326		1.0		0.6		0.5		-0.0				-0.2

		59-60		787,758		-1.1		0.2		-0.2		-0.8				-0.3

		60-61		778,797		-4.5		-0.4		-0.8		-2.7				-0.6

		61-62		744,114		-4.3		-0.4		-0.9		-2.3				-0.6

		62-63		712,302		-4.6		-0.4		-1.4		-2.3				-0.6

		平 1-2 ヘイ		653,413		-4.8		-0.3		-1.5		-2.3				-0.7

		3-4		599,483		-2.4		0.5		-1.1		-1.3				-0.5

		5-6		585,087		1.6		1.3		-0.2		0.5				-0.0

		7-8		600,980		1.9		1.7		-0.1		0.3				-0.0

		9-10		630,577		5.0		2.7		0.4		1.4				0.5

		11-12		703,072		6.7		3.6		0.7		0.9		0.8		0.7

		13-14		805,169		8.2		4.1		0.8		2.0				1.3

		資料：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成13年度以降は、厚生労働省大臣官房統計情報部報道資料による公表値。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。報道資料：平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要（平成15年9月11日）。

		注：被保護世帯数は、各年次における期首の値。寄与率は上記資料より筆者が算出。端数処理のため、合計が一致しない場合がある。





5受給期間指数

		表4　各被保護世帯類型の受給期間別世帯数の推移 ヒョウカクヒホゴセタイルイケイジュキュウキカンベツセタイスウスイイ

						指数（昭和51年度＝100） ユビショウワネンド

						総    数		6カ月　　　未満		6カ月～1年未満		1年～3年未満		3年～5年未満		5年～10年未満		10年　以上

		被保護高齢者世帯 ヒホゴ		昭和35年		53.6		132.9		64.9		50.3		43.0		48.7

				45		85.7		263.2		123.0		81.1		82.0		84.1		51.4

				46		86.2		263.9		136.0		79.2		79.0		84.0		54.3

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				56		104.7		150.9		96.9		72.3		83.2		107.3		125.7

				57		104.5		158.6		95.9		72.1		82.0		102.3		130.5

				59		108.6		123.3		94.9		75.5		81.7		106.3		143.8

				60		107.3		106.8		83.9		71.9		85.4		103.2		147.1

				61		108.2		96.1		85.9		69.8		85.1		104.5		152.0

				平成元年		103.8		79.6		67.2		54.4		76.2		106.7		159.1

				5		106.2		93.0		67.0		48.3		58.9		99.9		192.0

				6		110.0		96.9		77.8		54.2		57.6		97.0		202.9

				7		109.9		100.7		84.9		59.0		55.5		89.9		205.0

				8		113.6		111.0		89.9		64.4		63.0		84.5		212.5

				9		118.4		128.1		93.4		71.2		73.4		82.2		217.1

				11		136.1		163.0		133.9		88.5		92.3		93.0		232.1

				13		157.3		187.5		157.3		118.6		111.5		115.2		241.0

		被保護母子世帯 ヒホゴ		昭和35年		114.5		147.6		84.0		107.7		117.5		124.6

				42		190.9		228.0		129.6		167.5		217.5		220.2		212.4

				45		97.6		133.5		72.7		85.6		103.6		118.3		84.7

				48		95.1		144.4		80.7		87.2		89.3		101.8		93.9

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				53		118.7		235.7		113.0		115.7		105.2		104.1		86.6

				57		146.1		245.6		134.8		144.4		149.4		131.5		100.8

				60		164.9		165.4		141.2		180.2		185.6		159.2		118.0

				61		153.4		135.3		110.5		162.2		191.2		162.2		109.0

				63		131.2		94.3		77.4		116.6		166.9		178.5		121.2

				平成元年		118.1		80.4		72.8		96.8		142.1		178.4		113.9

				5		79.3		61.9		52.0		57.0		73.8		123.0		128.0

				7		75.1		59.7		46.6		66.7		63.9		98.5		131.1

				9		73.1		64.0		53.8		62.8		79.0		76.6		128.4

				10		73.7		73.8		55.6		67.9		77.8		77.4		105.3

				11		82.1		79.1		69.5		76.6		83.6		85.8		112.4

				13		94.5		98.4		81.7		99.8		95.4		91.3		96.8

		被保護傷病・障害者世帯 ヒホゴショウビョウショウガイシャセタイ		昭和42年 ショウワネン		68.2		136.8		95.1		71.5		73.2		64.7		39.2

				46		92.4		169.6		120.2		83.4		91.4		103.6		69.4

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				53		101.8		178.2		123.5		90.9		99.4		97.8		102.8

				57		109.5		157.5		127.0		93.4		106.8		115.2		121.3

				59		112.2		122.7		125.7		99.6		107.3		123.5		131.0

				62		97.1		95.7		99.2		78.8		100.8		111.1		120.2

				平成元年		88.6		75.3		81.3		65.9		86.5		110.4		120.7

				4		75.0		64.9		63.8		47.8		62.9		93.1		123.0

				6		76.9		72.6		78.9		54.1		57.7		83.3		130.3

				7		80.8		73.7		77.5		62.5		61.3		82.1		137.6

				9		83.9		77.4		87.1		66.9		76.3		74.7		138.2

				11		88.8		92.2		102.8		77.4		80.7		79.3		129.4

				13		97.4		94.6		107.7		94.0		96.6		91.0		123.0

		資料：被保護者全国一斉調査（個別調査）。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。

		注：指数は上記資料より筆者が算出。分析においてはすべての年度を対象としているが、図表圧縮のため報告で触れられる特徴的な年度を中心に表を作成したことにより、掲載年度が世帯ごとに異なっている。 ネンドズヒョウアッシュクホウコクフトクチョウテキネンドチュウシンヒョウサクセイ





6開始理由

		表5　被保護世帯（全体）の保護開始理由 ヒョウヒホゴセタイゼンタイホゴカイシリユウ																				単位：％ タンイ

				総　数 フサカズ				傷病による ショウビョウ						働いていた者の死亡・離別等 ハタラモノシボウリベツナド		働きによる収入の減少・喪失 ハタラシュウニュウゲンショウソウシツ		要介護状態 ヨウカイゴジョウタイ		社会保障給付金・仕送りの減少・喪失 シャカイホショウキュウフキンシオクゲンショウソウシツ		貯蓄等の減少・　喪失 チョチクトウゲンショウソウシツ		その他 タ

				世帯数 セタイスウ		合計 ゴウケイ		計 ケイ		世帯主の傷病 セタイヌシショウビョウ		世帯員の傷病 セタイインショウビョウ

		平成10年 ヘイセイネン		13,685		100.0		59.6		58.0		1.6		5.2		11.2				3.4		8.1		12.5

		　11		14,957		100.0		53.8		52.5		1.3		5.1		12.7				3.3		8.1		16.9

		　12		14,681		100.0		43.2		41.7		1.6		5.7		13.9		0.3		4.1		10.2		22.6

		　13		14,757		100.0		42.5		40.9		1.6		5.7		14.4		0.3		4.4		10.8		22.0

		14		16,894		100.0		40.9		39.6		1.3		5.6		16.6		0.3		4.5		12.2		19.9

		資料：平成15年9月11日厚生労働省大臣官房統計情報部発表「社会福祉行政業務報告」(平成9～14年）の報道資料より。

		注：１）保護開始の主な理由については９月中のみ把握している。２）「働きによる収入の減少・喪失」は、「定年・失業」、「老齢による収入の減少」、「事業不振・倒産」及び「その他の働きによる収入の減少」をいう。





7指数化稼働率

		表6　稼動世帯と 非稼動世帯の推移 ヒョウカドウセタイヒカドウセタイスイイ

				指数（昭和50年度＝100）

				世帯 セタイ		稼働		非稼働

				全体 ゼンタイ		世帯 セタイ		世　帯 ヨオビ

		昭和34年度 ショウワネンド		86.1		215.3		47.9

		38		91.4		205.6		57.7

		40		90.8		188.3		61.8

		45		92.9		136.9		79.9

		50		100.0		100.0		100.0

		51		100.3		97.4		101.2

		54		105.4		100.2		106.9

		57		109.0		101.8		111.2

		60		110.5		103.4		112.9

		62		101.1		92.7		103.5

		平成元年度		92.7		80.4		96.3

		4		83.0		59.7		89.9

		5		83.0		55.6		91.1

		6		84.3		53.1		93.6

		7		85.3		50.8		95.5

		8		86.9		49.4		97.9

		9		89.5		49.6		101.3

		10		94.0		50.2		106.9

		11		99.8		52.3		113.8

		12		106.5		55.8		121.4

		資料：福祉行政報告例。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版より作成 サクセイ





8稼働率

		表6　世帯類型別稼動・非稼働率の推移 ヒョウセタイルイケイベツカドウヒカドウリツスイイ														単位：％ タンイ

						平成4年度 ド		6年度 ド		8年度 ド		10年度 ド		12年度 ド		13年度 ド

		高齢者世　帯 コウレイシャヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		241,520		253,590		261,670		289,660		330,880		362,350

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		4.7		4.0		3.7		3.3		2.9		3.0

				非稼動 ヒカドウ		95.3		96.0		96.3		96.7		97.1		97.0

		母　子世　帯 ハハコヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		56,540		50,620		49,640		49,030		56,120		62,870

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		60.3		56.4		54.6		52.0		50.7		46.6

				非稼動 ヒカドウ		39.7		43.6		45.4		48.0		49.3		53.4

		傷病・障害者世　帯 ショウビョウショウガイシャヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		227,500		233,320		248,220		257,700		290,010		295,230

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		1.5		1.4		4.1		4.1		4.5		4.5

				非稼動 ヒカドウ		98.5		98.6		95.9		95.9		95.5		95.5

		その他の世帯 ホカセタイ		世帯実数 セタイジッスウ		44,990		37,390		29,470		34,440		42,190		47,420

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		59.5		59.4		47.1		42.4		34.1		31.8

				非稼動 ヒカドウ		40.5		40.6		52.9		57.6		65.9		68.2

		資料：平成4～7年は、厚生省社会・援護局保護課「被保護者全国一斉調査結果報告書」（各年7月1日現在）。平成8～10、12、13年は、被保護者全国一斉調査（個別調査）。出所：平成9、10、12、13年は、生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成11～14年版。

		注：上記資料より当該部分を抜粋し、表を作成。





9医療扶助

		表8　医療扶助決定状況（診療費分） ヒョウ

				全　　　体 ゼンカラダ				一　　般　　診　　療 イチパンミリョウ												歯 科 診 療 ハカミリョウ

								合　　計 ゴウケイ				入　　院 イリイン				入　院　外 イリインガイ

				件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア

				指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク

				S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン

		昭和30年度		41.6		27		43.1		27		66.3		61		35.6		7		17.6		9

		35		53.2		27		54.3		28		92.0		60		42.2		6		34.9		8

		40		71.2		32		71.7		34		74.5		102		70.8		10		63.5		9

		45		86.5		45		86.9		47		96.8		133		83.8		15		79.5		11

		50		100.0		59		100.0		62		100.0		203		100.0		17		100.0		11

		55		117.0		62		114.9		66		102.5		237		118.9		19		149.7		16

		60		133.5		60		129.8		64		101.5		255		138.9		19		193.1		19

		61		130.3		59		126.3		63		93.3		262		136.9		19		194.8		19

		62		126.6		59		122.7		62		85.6		269		134.7		20		188.8		19

		63		122.3		59		118.6		62		81.2		271		130.7		21		180.9		19

		平成元年度		116.9		59		113.5		62		77.3		270		125.1		21		171.6		18

		2		110.8		58		107.8		62		72.7		268		119.1		21		159.2		19

		3		108.6		59		105.7		63		71.6		269		116.8		22		153.9		18

		4		106.5		61		103.8		64		70.0		282		114.7		22		148.9		19

		5		109.1		61		106.5		65		69.9		289		118.3		22		150.2		19

		6		110.7		63		108.2		66		69.4		305		120.7		22		151.7		20

		7		113.5		65		110.8		69		70.7		324		123.8		22		155.5		21

		8		119.0		65		116.1		69		71.0		336		130.6		22		166.4		22

		9		124.0		65		120.7		68		72.6		342		136.2		22		175.6		21

		10		131.5		63		128.4		67		73.9		348		145.9		21		180.7		22

		11		142.6		62		139.1		66		75.7		361		159.6		21		197.7		22

		12		154.4		60		150.5		64		75.2		377		174.8		20		216.6		22

		13		178.1		55		174.5		58		76.0		388		206.2		19		236.2		23

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」より指数と１件当たりの金額を作成。

		注：１件当の金額は、GDPデフレーターにより貨幣価値を調整済み。GDPデフレーターは、内閣府経済社会総合研究所ホームページから入手。入手先：http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/qe011-68/gdemenuj68.html　デフレーターは、旧68SNAに基づく平成2（1990）年基準計数。なお、資料の制約から平成13年度は、年度値ではなく1-3月期の値を用いている。





10開廃率

		表10　世帯類型別に見た保護の開始と廃止の推移 ヒョウセタイルイケイベツミホゴカイシハイシスイイ																単位：％ タンイ

						昭61 アキラ		62		63		平１		2		3		4		5

		高齢者　　世帯 コウレイシャセタイ		開　始 カイハジメ		0.63		0.65		0.66		0.61		0.54		0.55		0.68		0.77

				廃　止 ハイドメ		1.16		1.07		1.09		0.91		0.93		0.90		0.92		0.89

				開始－廃止 カイシハイシ		-0.53		-0.42		-0.42		-0.30		-0.38		-0.34		-0.25		-0.12

		母子世帯 ボシセタイ		開　始 カイハジメ		1.86		1.60		1.48		1.33		1.14		1.27		1.50		1.82

				廃　止 ハイドメ		1.79		1.62		1.65		1.57		1.57		1.56		1.41		1.32

				開始－廃止 カイシハイシ		0.07		-0.02		-0.16		-0.24		-0.43		-0.29		0.09		0.49

		傷病・障害者世帯 ショウビョウショウガイシャセタイ		開　始 カイハジメ		2.00		2.17		2.18		2.03		1.92		2.02		2.23		2.51

				廃　止 ハイドメ		1.56		1.69		1.53		1.47		1.47		1.56		1.58		1.68

				開始－廃止 カイシハイシ		0.45		0.49		0.65		0.56		0.45		0.46		0.66		0.83

		その他の世帯 ホカセタイ		開　始 カイハジメ		2.52		2.11		1.92		2.13		2.10		2.11		2.26		3.36

				廃　止 ハイドメ		5.50		4.50		4.82		4.75		5.13		4.70		4.51		4.62

				開始－廃止 カイシハイシ		-2.98		-2.39		-2.90		-2.62		-3.04		-2.59		-2.25		-1.26

						6		7		8		9		10		11		12		13

		高齢者　　世帯 コウレイシャセタイ		開　始 カイハジメ		0.81		0.83		0.85		0.90		1.08		1.08		1.08		1.00

				廃　止 ハイドメ		0.90		0.91		0.87		0.83		0.88		0.84		0.76		0.73

				開始－廃止 カイシハイシ		-0.09		-0.08		-0.02		0.07		0.20		0.25		0.32		0.27

		母子世帯 ボシセタイ		開　始 カイハジメ		1.92		1.72		1.67		1.97		2.46		2.46		2.41		2.26

				廃　止 ハイドメ		1.25		1.13		1.12		1.26		1.19		1.08		0.99		0.91

				開始－廃止 カイシハイシ		0.67		0.59		0.55		0.71		1.27		1.38		1.42		1.35

		傷病・障害者世帯 ショウビョウショウガイシャセタイ		開　始 カイハジメ		2.27		2.35		2.18		2.75		3.08		3.25		2.68		2.60

				廃　止 ハイドメ		1.47		1.49		1.50		2.17		2.19		2.34		1.91		1.86

				開始－廃止 カイシハイシ		0.80		0.86		0.68		0.58		0.89		0.91		0.77		0.74

		その他の世帯 ホカセタイ		開　始 カイハジメ		4.17		4.20		5.25		3.05		4.13		3.65		4.71		4.26

				廃　止 ハイドメ		5.63		7.12		6.84		2.54		3.04		2.45		3.19		2.29

				開始－廃止 カイシハイシ		-1.46		-2.92		-1.59		0.52		1.09		1.20		1.52		1.97

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」(平成9～13年）,厚生省大臣官房統計。情報部生活保護動態調査報告」(平成8年以前）より、筆者が保護の開始と廃止の割合、および開始世帯と廃止世帯との差を算出。注：各年とも9月調査分。





11パタン

		表11　保護の開始世帯と廃止世帯との推移パターン ヒョウホゴカイシセタイハイシセタイスイイ

				流動化 リュウドウカ						滞留化 タイリュウカ

				①		②		③		①		②

		開　始 カイハジメ		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン

		廃　止 ハイドメ		増 （多） ゾウ		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン

		開始－廃止 カイシハイシ		＋ or  －		－		－		＋		＋

		多い世帯 オオセタイ		開始・廃止 カイシハイシ		廃止 ハイシ		廃止 ハイシ		開始 カイシ		開始 カイシ

		増・減は年次推移の傾向。　カッコ内の多・少は、当該年度の値の大きさを示す。 ゾウゲンネンジスイイケイコウナイタショウトウガイネンドアタイオオシメ

		ただし、多・少は被保護世帯内における数値の絶対的な大きさを比較するものではなく、 オオスクヒホゴセタイナイスウチゼッタイテキオオヒカク

		開始と廃止の状況においての、当該世帯が多いか少ないかを示す目安である。 カイシハイシジョウキョウトウガイセタイオオスクシメメヤス

		開始－廃止 カイシハイシ		＋：開始＞廃止 カイシハイシ

				－：廃止＞開始 ハイシカイシ





12重回帰分析

		表11　保護受給の流動性と受給期間との関連性（重回帰分析） ヒョウジュキュウリュウドウセイジュキュウキカンカンレンセイジュウカイキブンセキ

				説 明 変 数 セツメイヘンカズ		標 準 化 ヒョウジュンカ		Ｔスコア		有意 ユウイ		調整済み チョウセイズ

						回帰係数 カイキケイスウ				水準 スイジュン		Ｒ2乗 ジョウ

		被保護高齢 ヒホゴコウレイ		10年以上 ネンイジョウ		0.665		7.013		***		0.963

		者世帯 シャセタイ		6ヶ月未満 ゲツミマン		0.354		3.739		***		n=16

		被保護母子 ヒホゴボシ		5年～10年未満 ネンネンミマン		-0.838		-12.358		***		0.932

		世帯 セタイ		10年以上 ネンイジョウ		-0.394		-5.182		***		n=16

		被保護傷病・ ヒホゴショウビョウ		5年～10年未満 ネンネンミマン		-0.646		-3.526		***		0.514

		障害者世帯 ショウガイシャセタイ		6ヶ月未満 ゲツミマン		0.536		2.926		**		n=16

		その他の ホカ		6ヶ月～1年未満 ゲツネンミマン		0.744		6.905		***		0.871

		被保護世帯 ヒホゴセタイ		3年～5年未満 ネンネンミマン		-1.070		-9.931		***		n=16

		被説明変数＝開始世帯と廃止世帯との差（変数の投入はステップワイズ法による） ヒセツメイヘンスウカイシセタイハイシセタイサヘンスウトウニュウホウ

						***:p<0.01 **:p<0.05 *:p<0.10
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1保護率

		表１　被保護実人員・保護率の推移 ヒョウヒホゴジツジンインホゴリツスイイ

				被保護人員 ヒホゴジンイン		保護率 ホゴリツ

				１か月平均		（人口千対）

				人 ニン		‰

		昭和27年度		2,042,550		23.8				昭和27年度		23.8

		31		1,775,971		19.7				31		19.7

		35		1,627,509		17.4				35		17.4

		40		1,598,821		16.3				40		16.3

		43		1,449,970		14.3				43		14.3

		45		1,344,306		13.0				45		13.0

		50		1,349,230		12.1				50		12.1

		55		1,426,984		12.2				55		12.2

		60		1,431,117		11.8				60		11.8

		63		1,176,258		9.6				63		9.6

		平成元年度		1,099,520		8.9				平成元年度		8.9

		3		946,374		7.6				3		7.6

		5		883,112		7.1				5		7.1

		7		882,229		7.0				7		7.0

		8		887,450		7.1				8		7.1

		9		905,589		7.2				9		7.2

		10		946,994		7.5				10		7.5

		11		1,004,472		7.9				11		7.9

		12		1,072,241		8.4				12		8.4

		13		1,148,088		9.0				13		9.0

		14		1,242,723		9.7				14		9.7

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」平成13年度、14年度（報道資料）。昭和29年以前については、生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。

		注：保護率の算出は、1か月平均の被保護実人員を総務省統計局発表による各年10月1日現在の推計人口（昭和30、35、40、45、50、55、60、平成2、7、12年度は国勢調査人口）で除したものである。平成14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料および公開資料によるものである。被保護人員：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）保護率：全国厚生労働関係部局長会議資料（社会・援護局）。 エンゴキョク
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2世帯指数

		表１　指数化した類型別被保護世帯数の推移 ヒョウシスウカルイケイベツヒホゴスウ

				指数（昭和50年度＝100）

				全体 ゼンタイ		高齢者　　世帯		母子　世帯		傷病者世帯		障害者世帯		その他の世帯

		昭和40年度 ショウワネンド		85.9		62.7		118.4		55.2				226.2

		45		89.3		89.3		92.5		70.0				155.4

		50		100.0		100.0		100.0		100.0				100.0

		53		104.6		100.5		123.8		106.3				93.2

		54		105.4		101.6		130.3		106.3				91.8

		55		105.7		101.9		136.2		106.3				89.1

		56		107.1		103.1		142.6		107.6				87.4

		57		109.0		105.2		151.2		109.1				85.6

		58		110.7		107.2		158.3		110.3				84.2

		59		111.8		109.4		164.2		110.2				82.8

		60		110.5		110.0		162.3		108.2				80.0

		63		96.4		105.8		130.0		91.4				65.4

		平成元年度		92.7		105.5		117.4		87.6				60.8

		3		85.1		105.0		91.9		79.4				51.4

		5		83.0		108.8		77.9		76.7				46.6

		6		84.3		112.3		76.3		77.6				46.5

		7		85.3		114.9		74.6		78.4				45.8

		8		86.9		119.4		73.6		78.9				45.6

		9		89.5		125.4		74.4		80.2				46.7

		10		94.0		133.2		77.6		83.0				50.0

		11		99.8		142.8		83.2		64.4		21.9		55.2

		12		106.4		154.2		89.9		66.4		23.7		60.8

		13		114.2		167.3		97.5		94.1				68.1

		14		123.6		182.1		107.0		99.0				79.7

		資料：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。報道資料：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）、平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要。

		注：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成13・14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料から算出。





3世帯比

		表2　世帯類型別被保護世帯構成比の推移 ヒョウセタイルイケイベツヒホゴセタイコウセイヒスイイ										単位：％ タンイ

				総　数		高齢者		母子		傷病・障害 ショウガイ		その他 ホカ

						世　帯 ヨオビ		世帯 セタイ		者世帯 シャセタイ		の世帯 セタイ

		昭和40年度 ショウワネンド		100.0		22.9		13.7		29.4		34.0

		45		100.0		31.4		10.3		35.9		22.4

		50		100.0		31.4		10.0		45.8		12.9

		55		100.0		30.3		12.8		46.0		10.9

		平成元年度		100.0		35.7		12.6		43.2		8.5

		5		100.0		41.1		9.3		42.3		7.2

		10		100.0		44.5		8.2		40.4		6.9

		14		100.0		46.3		8.6		36.7		8.3

		資料：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要。報道資料：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）。

		注：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料から算出。





4世帯寄与率

		表3　被保護世帯類型別寄与率 ヒョウヒホゴセタイルイケイベツキヨリツ												単位：％ タンイ

				被保護世帯総　　　数 ヒホゴセタイフサカズ		被保護世帯全体での伸び率 ヒホゴセタイゼンタイノリツ		被保護世帯それぞれの寄与率 ヒホユズルヨオビキヨリツ

								高齢者世帯		母子　世帯		傷病者世帯		障害者世帯		その他の世帯

		昭33-35 アキラ		549,050		4.6		1.8		-0.5		3.3

		40-45		605,140		4.0		9.7		-3.0		-2.7

		45-50		629,220		12.0		3.8		0.8		7.4

		50-51		704,785		0.3		-0.2		0.4		0.9				-0.8

		52-53		721,051		2.2		0.3		1.0		0.9				-0.0

		54-55		742,576		0.3		0.1		0.6		-0.0				-0.3

		56-57		754,601		1.8		0.6		0.8		0.6				-0.2

		58-59		780,326		1.0		0.6		0.5		-0.0				-0.2

		59-60		787,758		-1.1		0.2		-0.2		-0.8				-0.3

		60-61		778,797		-4.5		-0.4		-0.8		-2.7				-0.6

		61-62		744,114		-4.3		-0.4		-0.9		-2.3				-0.6

		62-63		712,302		-4.6		-0.4		-1.4		-2.3				-0.6

		平 1-2 ヘイ		653,413		-4.8		-0.3		-1.5		-2.3				-0.7

		3-4		599,483		-2.4		0.5		-1.1		-1.3				-0.5

		5-6		585,087		1.6		1.3		-0.2		0.5				-0.0

		7-8		600,980		1.9		1.7		-0.1		0.3				-0.0

		9-10		630,577		5.0		2.7		0.4		1.4				0.5

		11-12		703,072		6.7		3.6		0.7		0.9		0.8		0.7

		13-14		805,169		8.2		4.1		0.8		2.0				1.3

		資料：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成13年度以降は、厚生労働省大臣官房統計情報部報道資料による公表値。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。報道資料：平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要（平成15年9月11日）。

		注：被保護世帯数は、各年次における期首の値。寄与率は上記資料より筆者が算出。端数処理のため、合計が一致しない場合がある。





5受給期間指数

		表4　各被保護世帯類型の受給期間別世帯数の推移 ヒョウカクヒホゴセタイルイケイジュキュウキカンベツセタイスウスイイ

						指数（昭和51年度＝100） ユビショウワネンド

						総    数		6カ月　　　未満		6カ月～1年未満		1年～3年未満		3年～5年未満		5年～10年未満		10年　以上

		被保護高齢者世帯 ヒホゴ		昭和35年		53.6		132.9		64.9		50.3		43.0		48.7

				45		85.7		263.2		123.0		81.1		82.0		84.1		51.4

				46		86.2		263.9		136.0		79.2		79.0		84.0		54.3

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				56		104.7		150.9		96.9		72.3		83.2		107.3		125.7

				57		104.5		158.6		95.9		72.1		82.0		102.3		130.5

				59		108.6		123.3		94.9		75.5		81.7		106.3		143.8

				60		107.3		106.8		83.9		71.9		85.4		103.2		147.1

				61		108.2		96.1		85.9		69.8		85.1		104.5		152.0

				平成元年		103.8		79.6		67.2		54.4		76.2		106.7		159.1

				5		106.2		93.0		67.0		48.3		58.9		99.9		192.0

				6		110.0		96.9		77.8		54.2		57.6		97.0		202.9

				7		109.9		100.7		84.9		59.0		55.5		89.9		205.0

				8		113.6		111.0		89.9		64.4		63.0		84.5		212.5

				9		118.4		128.1		93.4		71.2		73.4		82.2		217.1

				11		136.1		163.0		133.9		88.5		92.3		93.0		232.1

				13		157.3		187.5		157.3		118.6		111.5		115.2		241.0

		被保護母子世帯 ヒホゴ		昭和35年		114.5		147.6		84.0		107.7		117.5		124.6

				42		190.9		228.0		129.6		167.5		217.5		220.2		212.4

				45		97.6		133.5		72.7		85.6		103.6		118.3		84.7

				48		95.1		144.4		80.7		87.2		89.3		101.8		93.9

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				53		118.7		235.7		113.0		115.7		105.2		104.1		86.6

				57		146.1		245.6		134.8		144.4		149.4		131.5		100.8

				60		164.9		165.4		141.2		180.2		185.6		159.2		118.0

				61		153.4		135.3		110.5		162.2		191.2		162.2		109.0

				63		131.2		94.3		77.4		116.6		166.9		178.5		121.2

				平成元年		118.1		80.4		72.8		96.8		142.1		178.4		113.9

				5		79.3		61.9		52.0		57.0		73.8		123.0		128.0

				7		75.1		59.7		46.6		66.7		63.9		98.5		131.1

				9		73.1		64.0		53.8		62.8		79.0		76.6		128.4

				10		73.7		73.8		55.6		67.9		77.8		77.4		105.3

				11		82.1		79.1		69.5		76.6		83.6		85.8		112.4

				13		94.5		98.4		81.7		99.8		95.4		91.3		96.8

		被保護傷病・障害者世帯 ヒホゴショウビョウショウガイシャセタイ		昭和42年 ショウワネン		68.2		136.8		95.1		71.5		73.2		64.7		39.2

				46		92.4		169.6		120.2		83.4		91.4		103.6		69.4

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				53		101.8		178.2		123.5		90.9		99.4		97.8		102.8

				57		109.5		157.5		127.0		93.4		106.8		115.2		121.3

				59		112.2		122.7		125.7		99.6		107.3		123.5		131.0

				62		97.1		95.7		99.2		78.8		100.8		111.1		120.2

				平成元年		88.6		75.3		81.3		65.9		86.5		110.4		120.7

				4		75.0		64.9		63.8		47.8		62.9		93.1		123.0

				6		76.9		72.6		78.9		54.1		57.7		83.3		130.3

				7		80.8		73.7		77.5		62.5		61.3		82.1		137.6

				9		83.9		77.4		87.1		66.9		76.3		74.7		138.2

				11		88.8		92.2		102.8		77.4		80.7		79.3		129.4

				13		97.4		94.6		107.7		94.0		96.6		91.0		123.0

		資料：被保護者全国一斉調査（個別調査）。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。

		注：指数は上記資料より筆者が算出。分析においてはすべての年度を対象としているが、図表圧縮のため報告で触れられる特徴的な年度を中心に表を作成したことにより、掲載年度が世帯ごとに異なっている。 ネンドズヒョウアッシュクホウコクフトクチョウテキネンドチュウシンヒョウサクセイ





6開始理由

		表5　被保護世帯（全体）の保護開始理由 ヒョウヒホゴセタイゼンタイホゴカイシリユウ																				単位：％ タンイ

				総　数 フサカズ				傷病による ショウビョウ						働いていた者の死亡・離別等 ハタラモノシボウリベツナド		働きによる収入の減少・喪失 ハタラシュウニュウゲンショウソウシツ		要介護状態 ヨウカイゴジョウタイ		社会保障給付金・仕送りの減少・喪失 シャカイホショウキュウフキンシオクゲンショウソウシツ		貯蓄等の減少・　喪失 チョチクトウゲンショウソウシツ		その他 タ

				世帯数 セタイスウ		合計 ゴウケイ		計 ケイ		世帯主の傷病 セタイヌシショウビョウ		世帯員の傷病 セタイインショウビョウ

		平成10年 ヘイセイネン		13,685		100.0		59.6		58.0		1.6		5.2		11.2				3.4		8.1		12.5

		　11		14,957		100.0		53.8		52.5		1.3		5.1		12.7				3.3		8.1		16.9

		　12		14,681		100.0		43.2		41.7		1.6		5.7		13.9		0.3		4.1		10.2		22.6

		　13		14,757		100.0		42.5		40.9		1.6		5.7		14.4		0.3		4.4		10.8		22.0

		14		16,894		100.0		40.9		39.6		1.3		5.6		16.6		0.3		4.5		12.2		19.9

		資料：平成15年9月11日厚生労働省大臣官房統計情報部発表「社会福祉行政業務報告」(平成9～14年）の報道資料より。

		注：１）保護開始の主な理由については９月中のみ把握している。２）「働きによる収入の減少・喪失」は、「定年・失業」、「老齢による収入の減少」、「事業不振・倒産」及び「その他の働きによる収入の減少」をいう。





7指数化稼働率

		表6　稼動世帯と 非稼動世帯の推移 ヒョウカドウセタイヒカドウセタイスイイ

				指数（昭和50年度＝100）

				世帯 セタイ		稼働		非稼働

				全体 ゼンタイ		世帯 セタイ		世　帯 ヨオビ

		昭和34年度 ショウワネンド		86.1		215.3		47.9

		38		91.4		205.6		57.7

		40		90.8		188.3		61.8

		45		92.9		136.9		79.9

		50		100.0		100.0		100.0

		51		100.3		97.4		101.2

		54		105.4		100.2		106.9

		57		109.0		101.8		111.2

		60		110.5		103.4		112.9

		62		101.1		92.7		103.5

		平成元年度		92.7		80.4		96.3

		4		83.0		59.7		89.9

		5		83.0		55.6		91.1

		6		84.3		53.1		93.6

		7		85.3		50.8		95.5

		8		86.9		49.4		97.9

		9		89.5		49.6		101.3

		10		94.0		50.2		106.9

		11		99.8		52.3		113.8

		12		106.5		55.8		121.4

		資料：福祉行政報告例。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版より作成 サクセイ





8稼働率

		表6　世帯類型別稼動・非稼働率の推移 ヒョウセタイルイケイベツカドウヒカドウリツスイイ														単位：％ タンイ

						平成4年度 ド		6年度 ド		8年度 ド		10年度 ド		12年度 ド		13年度 ド

		高齢者世　帯 コウレイシャヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		241,520		253,590		261,670		289,660		330,880		362,350

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		4.7		4.0		3.7		3.3		2.9		3.0

				非稼動 ヒカドウ		95.3		96.0		96.3		96.7		97.1		97.0

		母　子世　帯 ハハコヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		56,540		50,620		49,640		49,030		56,120		62,870

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		60.3		56.4		54.6		52.0		50.7		46.6

				非稼動 ヒカドウ		39.7		43.6		45.4		48.0		49.3		53.4

		傷病・障害者世　帯 ショウビョウショウガイシャヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		227,500		233,320		248,220		257,700		290,010		295,230

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		1.5		1.4		4.1		4.1		4.5		4.5

				非稼動 ヒカドウ		98.5		98.6		95.9		95.9		95.5		95.5

		その他の世帯 ホカセタイ		世帯実数 セタイジッスウ		44,990		37,390		29,470		34,440		42,190		47,420

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		59.5		59.4		47.1		42.4		34.1		31.8

				非稼動 ヒカドウ		40.5		40.6		52.9		57.6		65.9		68.2

		資料：平成4～7年は、厚生省社会・援護局保護課「被保護者全国一斉調査結果報告書」（各年7月1日現在）。平成8～10、12、13年は、被保護者全国一斉調査（個別調査）。出所：平成9、10、12、13年は、生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成11～14年版。

		注：上記資料より当該部分を抜粋し、表を作成。





9医療扶助

		表8　医療扶助決定状況（診療費分） ヒョウ

				全　　　体 ゼンカラダ				一　　般　　診　　療 イチパンミリョウ												歯 科 診 療 ハカミリョウ

								合　　計 ゴウケイ				入　　院 イリイン				入　院　外 イリインガイ

				件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア

				指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク

				S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン

		昭和30年度		41.6		27		43.1		27		66.3		61		35.6		7		17.6		9

		35		53.2		27		54.3		28		92.0		60		42.2		6		34.9		8

		40		71.2		32		71.7		34		74.5		102		70.8		10		63.5		9

		45		86.5		45		86.9		47		96.8		133		83.8		15		79.5		11

		50		100.0		59		100.0		62		100.0		203		100.0		17		100.0		11

		55		117.0		62		114.9		66		102.5		237		118.9		19		149.7		16

		60		133.5		60		129.8		64		101.5		255		138.9		19		193.1		19

		61		130.3		59		126.3		63		93.3		262		136.9		19		194.8		19

		62		126.6		59		122.7		62		85.6		269		134.7		20		188.8		19

		63		122.3		59		118.6		62		81.2		271		130.7		21		180.9		19

		平成元年度		116.9		59		113.5		62		77.3		270		125.1		21		171.6		18

		2		110.8		58		107.8		62		72.7		268		119.1		21		159.2		19

		3		108.6		59		105.7		63		71.6		269		116.8		22		153.9		18

		4		106.5		61		103.8		64		70.0		282		114.7		22		148.9		19

		5		109.1		61		106.5		65		69.9		289		118.3		22		150.2		19

		6		110.7		63		108.2		66		69.4		305		120.7		22		151.7		20

		7		113.5		65		110.8		69		70.7		324		123.8		22		155.5		21

		8		119.0		65		116.1		69		71.0		336		130.6		22		166.4		22

		9		124.0		65		120.7		68		72.6		342		136.2		22		175.6		21

		10		131.5		63		128.4		67		73.9		348		145.9		21		180.7		22

		11		142.6		62		139.1		66		75.7		361		159.6		21		197.7		22

		12		154.4		60		150.5		64		75.2		377		174.8		20		216.6		22

		13		178.1		55		174.5		58		76.0		388		206.2		19		236.2		23

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」より指数と１件当たりの金額を作成。

		注：１件当の金額は、GDPデフレーターにより貨幣価値を調整済み。GDPデフレーターは、内閣府経済社会総合研究所ホームページから入手。入手先：http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/qe011-68/gdemenuj68.html　デフレーターは、旧68SNAに基づく平成2（1990）年基準計数。なお、資料の制約から平成13年度は、年度値ではなく1-3月期の値を用いている。





10開廃率

		表9　世帯類型別に見た保護の開始と廃止の推移 ヒョウセタイルイケイベツミホゴカイシハイシスイイ																単位：％ タンイ

						昭61 アキラ		62		63		平１		2		3		4		5

		高齢者　　世帯 コウレイシャセタイ		開　始 カイハジメ		0.63		0.65		0.66		0.61		0.54		0.55		0.68		0.77

				廃　止 ハイドメ		1.16		1.07		1.09		0.91		0.93		0.90		0.92		0.89

				開始－廃止 カイシハイシ		-0.53		-0.42		-0.42		-0.30		-0.38		-0.34		-0.25		-0.12

		母子世帯 ボシセタイ		開　始 カイハジメ		1.86		1.60		1.48		1.33		1.14		1.27		1.50		1.82

				廃　止 ハイドメ		1.79		1.62		1.65		1.57		1.57		1.56		1.41		1.32

				開始－廃止 カイシハイシ		0.07		-0.02		-0.16		-0.24		-0.43		-0.29		0.09		0.49

		傷病・障害者世帯 ショウビョウショウガイシャセタイ		開　始 カイハジメ		2.00		2.17		2.18		2.03		1.92		2.02		2.23		2.51

				廃　止 ハイドメ		1.56		1.69		1.53		1.47		1.47		1.56		1.58		1.68

				開始－廃止 カイシハイシ		0.45		0.49		0.65		0.56		0.45		0.46		0.66		0.83

		その他の世帯 ホカセタイ		開　始 カイハジメ		2.52		2.11		1.92		2.13		2.10		2.11		2.26		3.36

				廃　止 ハイドメ		5.50		4.50		4.82		4.75		5.13		4.70		4.51		4.62

				開始－廃止 カイシハイシ		-2.98		-2.39		-2.90		-2.62		-3.04		-2.59		-2.25		-1.26

						6		7		8		9		10		11		12		13

		高齢者　　世帯 コウレイシャセタイ		開　始 カイハジメ		0.81		0.83		0.85		0.90		1.08		1.08		1.08		1.00

				廃　止 ハイドメ		0.90		0.91		0.87		0.83		0.88		0.84		0.76		0.73

				開始－廃止 カイシハイシ		-0.09		-0.08		-0.02		0.07		0.20		0.25		0.32		0.27

		母子世帯 ボシセタイ		開　始 カイハジメ		1.92		1.72		1.67		1.97		2.46		2.46		2.41		2.26

				廃　止 ハイドメ		1.25		1.13		1.12		1.26		1.19		1.08		0.99		0.91

				開始－廃止 カイシハイシ		0.67		0.59		0.55		0.71		1.27		1.38		1.42		1.35

		傷病・障害者世帯 ショウビョウショウガイシャセタイ		開　始 カイハジメ		2.27		2.35		2.18		2.75		3.08		3.25		2.68		2.60

				廃　止 ハイドメ		1.47		1.49		1.50		2.17		2.19		2.34		1.91		1.86

				開始－廃止 カイシハイシ		0.80		0.86		0.68		0.58		0.89		0.91		0.77		0.74

		その他の世帯 ホカセタイ		開　始 カイハジメ		4.17		4.20		5.25		3.05		4.13		3.65		4.71		4.26

				廃　止 ハイドメ		5.63		7.12		6.84		2.54		3.04		2.45		3.19		2.29

				開始－廃止 カイシハイシ		-1.46		-2.92		-1.59		0.52		1.09		1.20		1.52		1.97

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」(平成9～13年）,厚生省大臣官房統計。情報部生活保護動態調査報告」(平成8年以前）より、筆者が保護の開始と廃止の割合、および開始世帯と廃止世帯との差を算出。注：各年とも9月調査分。





10開廃率 (2)

		表9　世帯類型別に見た保護の開始と廃止の推移 ヒョウセタイルイケイベツミホゴカイシハイシスイイ																																単位：％ タンイ

						昭61 アキラ		62		63		平１		2		3		4		5		6		7		8		9		10		11		12		13

		高齢者　　世帯 コウレイシャセタイ		開　始 カイハジメ		0.63		0.65		0.66		0.61		0.54		0.55		0.68		0.77		0.81		0.83		0.85		0.90		1.08		1.08		1.08		1.00

				廃　止 ハイドメ		1.16		1.07		1.09		0.91		0.93		0.90		0.92		0.89		0.90		0.91		0.87		0.83		0.88		0.84		0.76		0.73

				開始－廃止 カイシハイシ		-0.53		-0.42		-0.42		-0.30		-0.38		-0.34		-0.25		-0.12		-0.09		-0.08		-0.02		0.07		0.20		0.25		0.32		0.27

		母子世帯 ボシセタイ		開　始 カイハジメ		1.86		1.60		1.48		1.33		1.14		1.27		1.50		1.82		1.92		1.72		1.67		1.97		2.46		2.46		2.41		2.26

				廃　止 ハイドメ		1.79		1.62		1.65		1.57		1.57		1.56		1.41		1.32		1.25		1.13		1.12		1.26		1.19		1.08		0.99		0.91

				開始－廃止 カイシハイシ		0.07		-0.02		-0.16		-0.24		-0.43		-0.29		0.09		0.49		0.67		0.59		0.55		0.71		1.27		1.38		1.42		1.35

		傷病・障害者世帯 ショウビョウショウガイシャセタイ		開　始 カイハジメ		2.00		2.17		2.18		2.03		1.92		2.02		2.23		2.51		2.27		2.35		2.18		2.75		3.08		3.25		2.68		2.60

				廃　止 ハイドメ		1.56		1.69		1.53		1.47		1.47		1.56		1.58		1.68		1.47		1.49		1.50		2.17		2.19		2.34		1.91		1.86

				開始－廃止 カイシハイシ		0.45		0.49		0.65		0.56		0.45		0.46		0.66		0.83		0.80		0.86		0.68		0.58		0.89		0.91		0.77		0.74

		その他の世帯 ホカセタイ		開　始 カイハジメ		2.52		2.11		1.92		2.13		2.10		2.11		2.26		3.36		4.17		4.20		5.25		3.05		4.13		3.65		4.71		4.26

				廃　止 ハイドメ		5.50		4.50		4.82		4.75		5.13		4.70		4.51		4.62		5.63		7.12		6.84		2.54		3.04		2.45		3.19		2.29

				開始－廃止 カイシハイシ		-2.98		-2.39		-2.90		-2.62		-3.04		-2.59		-2.25		-1.26		-1.46		-2.92		-1.59		0.52		1.09		1.20		1.52		1.97

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」(平成9～13年）,厚生省大臣官房統計。情報部生活保護動態調査報告」(平成8年以前）より、筆者が保護の開始と廃止の割合、および開始世帯と廃止世帯との差を算出。注：各年とも9月調査分。





11パタン

		表10　保護の開始世帯と廃止世帯との推移パターン ヒョウホゴカイシセタイハイシセタイスイイ

				流動化 リュウドウカ						滞留化 タイリュウカ

				①		②		③		①		②

		開　始 カイハジメ		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン

		廃　止 ハイドメ		増 （多） ゾウ		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン

		開始－廃止 カイシハイシ		＋ or  －		－		－		＋		＋

		多い世帯 オオセタイ		開始・廃止 カイシハイシ		廃止 ハイシ		廃止 ハイシ		開始 カイシ		開始 カイシ

		増・減は年次推移の傾向。　カッコ内の多・少は、当該年度の値の大きさを示す。 ゾウゲンネンジスイイケイコウナイタショウトウガイネンドアタイオオシメ

		ただし、多・少は被保護世帯内における数値の絶対的な大きさを比較するものではなく、 オオスクヒホゴセタイナイスウチゼッタイテキオオヒカク

		開始と廃止の状況においての、当該世帯が多いか少ないかを示す目安である。 カイシハイシジョウキョウトウガイセタイオオスクシメメヤス

		開始－廃止 カイシハイシ		＋：開始＞廃止 カイシハイシ

				－：廃止＞開始 ハイシカイシ





12重回帰分析

		表9　保護受給の流動性と受給期間との関連性（重回帰分析） ヒョウジュキュウリュウドウセイジュキュウキカンカンレンセイジュウカイキブンセキ

				説 明 変 数 セツメイヘンカズ		標 準 化 ヒョウジュンカ		Ｔスコア		有意 ユウイ		調整済み チョウセイズ

						回帰係数 カイキケイスウ				水準 スイジュン		Ｒ2乗 ジョウ

		被保護高齢 ヒホゴコウレイ		10年以上 ネンイジョウ		0.665		7.013		***		0.963

		者世帯 シャセタイ		6ヶ月未満 ゲツミマン		0.354		3.739		***		n=16

		被保護母子 ヒホゴボシ		5年～10年未満 ネンネンミマン		-0.838		-12.358		***		0.932

		世帯 セタイ		10年以上 ネンイジョウ		-0.394		-5.182		***		n=16

		被保護傷病・ ヒホゴショウビョウ		5年～10年未満 ネンネンミマン		-0.646		-3.526		***		0.514

		障害者世帯 ショウガイシャセタイ		6ヶ月未満 ゲツミマン		0.536		2.926		**		n=16

		その他の ホカ		6ヶ月～1年未満 ゲツネンミマン		0.744		6.905		***		0.871

		被保護世帯 ヒホゴセタイ		3年～5年未満 ネンネンミマン		-1.070		-9.931		***		n=16

		被説明変数＝開始世帯と廃止世帯との差（変数の投入はステップワイズ法による） ヒセツメイヘンスウカイシセタイハイシセタイサヘンスウトウニュウホウ

						***:p<0.01 **:p<0.05 *:p<0.10
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1保護率

		表１　被保護実人員・保護率の推移 ヒョウヒホゴジツジンインホゴリツスイイ

				被保護人員 ヒホゴジンイン		保護率 ホゴリツ

				１か月平均		（人口千対）

				人 ニン		‰

		昭和27年度		2,042,550		23.8				昭和27年度		23.8

		31		1,775,971		19.7				31		19.7

		35		1,627,509		17.4				35		17.4

		40		1,598,821		16.3				40		16.3

		43		1,449,970		14.3				43		14.3

		45		1,344,306		13.0				45		13.0

		50		1,349,230		12.1				50		12.1

		55		1,426,984		12.2				55		12.2

		60		1,431,117		11.8				60		11.8

		63		1,176,258		9.6				63		9.6

		平成元年度		1,099,520		8.9				平成元年度		8.9

		3		946,374		7.6				3		7.6

		5		883,112		7.1				5		7.1

		7		882,229		7.0				7		7.0

		8		887,450		7.1				8		7.1

		9		905,589		7.2				9		7.2

		10		946,994		7.5				10		7.5

		11		1,004,472		7.9				11		7.9

		12		1,072,241		8.4				12		8.4

		13		1,148,088		9.0				13		9.0

		14		1,242,723		9.7				14		9.7

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」平成13年度、14年度（報道資料）。昭和29年以前については、生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。

		注：保護率の算出は、1か月平均の被保護実人員を総務省統計局発表による各年10月1日現在の推計人口（昭和30、35、40、45、50、55、60、平成2、7、12年度は国勢調査人口）で除したものである。平成14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料および公開資料によるものである。被保護人員：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）保護率：全国厚生労働関係部局長会議資料（社会・援護局）。 エンゴキョク
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2世帯指数

		表１　指数化した類型別被保護世帯数の推移 ヒョウシスウカルイケイベツヒホゴスウ

				指数（昭和50年度＝100）

				全体 ゼンタイ		高齢者　　世帯		母子　世帯		傷病者世帯		障害者世帯		その他の世帯

		昭和40年度 ショウワネンド		85.9		62.7		118.4		55.2				226.2

		45		89.3		89.3		92.5		70.0				155.4

		50		100.0		100.0		100.0		100.0				100.0

		53		104.6		100.5		123.8		106.3				93.2

		54		105.4		101.6		130.3		106.3				91.8

		55		105.7		101.9		136.2		106.3				89.1

		56		107.1		103.1		142.6		107.6				87.4

		57		109.0		105.2		151.2		109.1				85.6

		58		110.7		107.2		158.3		110.3				84.2

		59		111.8		109.4		164.2		110.2				82.8

		60		110.5		110.0		162.3		108.2				80.0

		63		96.4		105.8		130.0		91.4				65.4

		平成元年度		92.7		105.5		117.4		87.6				60.8

		3		85.1		105.0		91.9		79.4				51.4

		5		83.0		108.8		77.9		76.7				46.6

		6		84.3		112.3		76.3		77.6				46.5

		7		85.3		114.9		74.6		78.4				45.8

		8		86.9		119.4		73.6		78.9				45.6

		9		89.5		125.4		74.4		80.2				46.7

		10		94.0		133.2		77.6		83.0				50.0

		11		99.8		142.8		83.2		64.4		21.9		55.2

		12		106.4		154.2		89.9		66.4		23.7		60.8

		13		114.2		167.3		97.5		94.1				68.1

		14		123.6		182.1		107.0		99.0				79.7

		資料：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。報道資料：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）、平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要。

		注：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成13・14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料から算出。





3世帯比

		表2　世帯類型別被保護世帯構成比の推移 ヒョウセタイルイケイベツヒホゴセタイコウセイヒスイイ										単位：％ タンイ

				総　数		高齢者		母子		傷病・障害 ショウガイ		その他 ホカ

						世　帯 ヨオビ		世帯 セタイ		者世帯 シャセタイ		の世帯 セタイ

		昭和40年度 ショウワネンド		100.0		22.9		13.7		29.4		34.0

		45		100.0		31.4		10.3		35.9		22.4

		50		100.0		31.4		10.0		45.8		12.9

		55		100.0		30.3		12.8		46.0		10.9

		平成元年度		100.0		35.7		12.6		43.2		8.5

		5		100.0		41.1		9.3		42.3		7.2

		10		100.0		44.5		8.2		40.4		6.9

		14		100.0		46.3		8.6		36.7		8.3

		資料：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要。報道資料：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）。

		注：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料から算出。





4世帯寄与率

		表3　被保護世帯類型別寄与率 ヒョウヒホゴセタイルイケイベツキヨリツ												単位：％ タンイ

				被保護世帯総　　　数 ヒホゴセタイフサカズ		被保護世帯全体での伸び率 ヒホゴセタイゼンタイノリツ		被保護世帯それぞれの寄与率 ヒホユズルヨオビキヨリツ

								高齢者世帯		母子　世帯		傷病者世帯		障害者世帯		その他の世帯

		昭33-35 アキラ		549,050		4.6		1.8		-0.5		3.3

		40-45		605,140		4.0		9.7		-3.0		-2.7

		45-50		629,220		12.0		3.8		0.8		7.4

		50-51		704,785		0.3		-0.2		0.4		0.9				-0.8

		52-53		721,051		2.2		0.3		1.0		0.9				-0.0

		54-55		742,576		0.3		0.1		0.6		-0.0				-0.3

		56-57		754,601		1.8		0.6		0.8		0.6				-0.2

		58-59		780,326		1.0		0.6		0.5		-0.0				-0.2

		59-60		787,758		-1.1		0.2		-0.2		-0.8				-0.3

		60-61		778,797		-4.5		-0.4		-0.8		-2.7				-0.6

		61-62		744,114		-4.3		-0.4		-0.9		-2.3				-0.6

		62-63		712,302		-4.6		-0.4		-1.4		-2.3				-0.6

		平 1-2 ヘイ		653,413		-4.8		-0.3		-1.5		-2.3				-0.7

		3-4		599,483		-2.4		0.5		-1.1		-1.3				-0.5

		5-6		585,087		1.6		1.3		-0.2		0.5				-0.0

		7-8		600,980		1.9		1.7		-0.1		0.3				-0.0

		9-10		630,577		5.0		2.7		0.4		1.4				0.5

		11-12		703,072		6.7		3.6		0.7		0.9		0.8		0.7

		13-14		805,169		8.2		4.1		0.8		2.0				1.3

		資料：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成13年度以降は、厚生労働省大臣官房統計情報部報道資料による公表値。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。報道資料：平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要（平成15年9月11日）。

		注：被保護世帯数は、各年次における期首の値。寄与率は上記資料より筆者が算出。端数処理のため、合計が一致しない場合がある。





5受給期間指数

		表4　各被保護世帯類型の受給期間別世帯数の推移 ヒョウカクヒホゴセタイルイケイジュキュウキカンベツセタイスウスイイ

						指数（昭和51年度＝100） ユビショウワネンド

						総    数		6カ月　　　未満		6カ月～1年未満		1年～3年未満		3年～5年未満		5年～10年未満		10年　以上

		被保護高齢者世帯 ヒホゴ		昭和35年		53.6		132.9		64.9		50.3		43.0		48.7

				45		85.7		263.2		123.0		81.1		82.0		84.1		51.4

				46		86.2		263.9		136.0		79.2		79.0		84.0		54.3

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				56		104.7		150.9		96.9		72.3		83.2		107.3		125.7

				57		104.5		158.6		95.9		72.1		82.0		102.3		130.5

				59		108.6		123.3		94.9		75.5		81.7		106.3		143.8

				60		107.3		106.8		83.9		71.9		85.4		103.2		147.1

				61		108.2		96.1		85.9		69.8		85.1		104.5		152.0

				平成元年		103.8		79.6		67.2		54.4		76.2		106.7		159.1

				5		106.2		93.0		67.0		48.3		58.9		99.9		192.0

				6		110.0		96.9		77.8		54.2		57.6		97.0		202.9

				7		109.9		100.7		84.9		59.0		55.5		89.9		205.0

				8		113.6		111.0		89.9		64.4		63.0		84.5		212.5

				9		118.4		128.1		93.4		71.2		73.4		82.2		217.1

				11		136.1		163.0		133.9		88.5		92.3		93.0		232.1

				13		157.3		187.5		157.3		118.6		111.5		115.2		241.0

		被保護母子世帯 ヒホゴ		昭和35年		114.5		147.6		84.0		107.7		117.5		124.6

				42		190.9		228.0		129.6		167.5		217.5		220.2		212.4

				45		97.6		133.5		72.7		85.6		103.6		118.3		84.7

				48		95.1		144.4		80.7		87.2		89.3		101.8		93.9

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				53		118.7		235.7		113.0		115.7		105.2		104.1		86.6

				57		146.1		245.6		134.8		144.4		149.4		131.5		100.8

				60		164.9		165.4		141.2		180.2		185.6		159.2		118.0

				61		153.4		135.3		110.5		162.2		191.2		162.2		109.0

				63		131.2		94.3		77.4		116.6		166.9		178.5		121.2

				平成元年		118.1		80.4		72.8		96.8		142.1		178.4		113.9

				5		79.3		61.9		52.0		57.0		73.8		123.0		128.0

				7		75.1		59.7		46.6		66.7		63.9		98.5		131.1

				9		73.1		64.0		53.8		62.8		79.0		76.6		128.4

				10		73.7		73.8		55.6		67.9		77.8		77.4		105.3

				11		82.1		79.1		69.5		76.6		83.6		85.8		112.4

				13		94.5		98.4		81.7		99.8		95.4		91.3		96.8

		被保護傷病・障害者世帯 ヒホゴショウビョウショウガイシャセタイ		昭和42年 ショウワネン		68.2		136.8		95.1		71.5		73.2		64.7		39.2

				46		92.4		169.6		120.2		83.4		91.4		103.6		69.4

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				53		101.8		178.2		123.5		90.9		99.4		97.8		102.8

				57		109.5		157.5		127.0		93.4		106.8		115.2		121.3

				59		112.2		122.7		125.7		99.6		107.3		123.5		131.0

				62		97.1		95.7		99.2		78.8		100.8		111.1		120.2

				平成元年		88.6		75.3		81.3		65.9		86.5		110.4		120.7

				4		75.0		64.9		63.8		47.8		62.9		93.1		123.0

				6		76.9		72.6		78.9		54.1		57.7		83.3		130.3

				7		80.8		73.7		77.5		62.5		61.3		82.1		137.6

				9		83.9		77.4		87.1		66.9		76.3		74.7		138.2

				11		88.8		92.2		102.8		77.4		80.7		79.3		129.4

				13		97.4		94.6		107.7		94.0		96.6		91.0		123.0

		資料：被保護者全国一斉調査（個別調査）。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。

		注：指数は上記資料より筆者が算出。分析においてはすべての年度を対象としているが、図表圧縮のため報告で触れられる特徴的な年度を中心に表を作成したことにより、掲載年度が世帯ごとに異なっている。 ネンドズヒョウアッシュクホウコクフトクチョウテキネンドチュウシンヒョウサクセイ





6開始理由

		表5　被保護世帯（全体）の保護開始理由 ヒョウヒホゴセタイゼンタイホゴカイシリユウ																				単位：％ タンイ

				総　数 フサカズ				傷病による ショウビョウ						働いていた者の死亡・離別等 ハタラモノシボウリベツナド		働きによる収入の減少・喪失 ハタラシュウニュウゲンショウソウシツ		要介護状態 ヨウカイゴジョウタイ		社会保障給付金・仕送りの減少・喪失 シャカイホショウキュウフキンシオクゲンショウソウシツ		貯蓄等の減少・　喪失 チョチクトウゲンショウソウシツ		その他 タ

				世帯数 セタイスウ		合計 ゴウケイ		計 ケイ		世帯主の傷病 セタイヌシショウビョウ		世帯員の傷病 セタイインショウビョウ

		平成10年 ヘイセイネン		13,685		100.0		59.6		58.0		1.6		5.2		11.2				3.4		8.1		12.5

		　11		14,957		100.0		53.8		52.5		1.3		5.1		12.7				3.3		8.1		16.9

		　12		14,681		100.0		43.2		41.7		1.6		5.7		13.9		0.3		4.1		10.2		22.6

		　13		14,757		100.0		42.5		40.9		1.6		5.7		14.4		0.3		4.4		10.8		22.0

		14		16,894		100.0		40.9		39.6		1.3		5.6		16.6		0.3		4.5		12.2		19.9

		資料：平成15年9月11日厚生労働省大臣官房統計情報部発表「社会福祉行政業務報告」(平成9～14年）の報道資料より。

		注：１）保護開始の主な理由については９月中のみ把握している。２）「働きによる収入の減少・喪失」は、「定年・失業」、「老齢による収入の減少」、「事業不振・倒産」及び「その他の働きによる収入の減少」をいう。





7指数化稼働率

		表6　稼動世帯と 非稼動世帯の推移 ヒョウカドウセタイヒカドウセタイスイイ

				指数（昭和50年度＝100）

				世帯 セタイ		稼働		非稼働

				全体 ゼンタイ		世帯 セタイ		世　帯 ヨオビ

		昭和34年度 ショウワネンド		86.1		215.3		47.9

		38		91.4		205.6		57.7

		40		90.8		188.3		61.8

		45		92.9		136.9		79.9

		50		100.0		100.0		100.0

		51		100.3		97.4		101.2

		54		105.4		100.2		106.9

		57		109.0		101.8		111.2

		60		110.5		103.4		112.9

		62		101.1		92.7		103.5

		平成元年度		92.7		80.4		96.3

		4		83.0		59.7		89.9

		5		83.0		55.6		91.1

		6		84.3		53.1		93.6

		7		85.3		50.8		95.5

		8		86.9		49.4		97.9

		9		89.5		49.6		101.3

		10		94.0		50.2		106.9

		11		99.8		52.3		113.8

		12		106.5		55.8		121.4

		資料：福祉行政報告例。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版より作成 サクセイ





8稼働率

		表6　世帯類型別稼動・非稼働率の推移 ヒョウセタイルイケイベツカドウヒカドウリツスイイ														単位：％ タンイ

						平成4年度 ド		6年度 ド		8年度 ド		10年度 ド		12年度 ド		13年度 ド

		高齢者世　帯 コウレイシャヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		241,520		253,590		261,670		289,660		330,880		362,350

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		4.7		4.0		3.7		3.3		2.9		3.0

				非稼動 ヒカドウ		95.3		96.0		96.3		96.7		97.1		97.0

		母　子世　帯 ハハコヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		56,540		50,620		49,640		49,030		56,120		62,870

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		60.3		56.4		54.6		52.0		50.7		46.6

				非稼動 ヒカドウ		39.7		43.6		45.4		48.0		49.3		53.4

		傷病・障害者世　帯 ショウビョウショウガイシャヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		227,500		233,320		248,220		257,700		290,010		295,230

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		1.5		1.4		4.1		4.1		4.5		4.5

				非稼動 ヒカドウ		98.5		98.6		95.9		95.9		95.5		95.5

		その他の世帯 ホカセタイ		世帯実数 セタイジッスウ		44,990		37,390		29,470		34,440		42,190		47,420

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		59.5		59.4		47.1		42.4		34.1		31.8

				非稼動 ヒカドウ		40.5		40.6		52.9		57.6		65.9		68.2

		資料：平成4～7年は、厚生省社会・援護局保護課「被保護者全国一斉調査結果報告書」（各年7月1日現在）。平成8～10、12、13年は、被保護者全国一斉調査（個別調査）。出所：平成9、10、12、13年は、生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成11～14年版。

		注：上記資料より当該部分を抜粋し、表を作成。





9医療扶助

		表8　医療扶助決定状況（診療費分） ヒョウ

				全　　　体 ゼンカラダ				一　　般　　診　　療 イチパンミリョウ												歯 科 診 療 ハカミリョウ

								合　　計 ゴウケイ				入　　院 イリイン				入　院　外 イリインガイ

				件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア

				指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク

				S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン

		昭和30年度		41.6		27		43.1		27		66.3		61		35.6		7		17.6		9

		35		53.2		27		54.3		28		92.0		60		42.2		6		34.9		8

		40		71.2		32		71.7		34		74.5		102		70.8		10		63.5		9

		45		86.5		45		86.9		47		96.8		133		83.8		15		79.5		11

		50		100.0		59		100.0		62		100.0		203		100.0		17		100.0		11

		55		117.0		62		114.9		66		102.5		237		118.9		19		149.7		16

		60		133.5		60		129.8		64		101.5		255		138.9		19		193.1		19

		61		130.3		59		126.3		63		93.3		262		136.9		19		194.8		19

		62		126.6		59		122.7		62		85.6		269		134.7		20		188.8		19

		63		122.3		59		118.6		62		81.2		271		130.7		21		180.9		19

		平成元年度		116.9		59		113.5		62		77.3		270		125.1		21		171.6		18

		2		110.8		58		107.8		62		72.7		268		119.1		21		159.2		19

		3		108.6		59		105.7		63		71.6		269		116.8		22		153.9		18

		4		106.5		61		103.8		64		70.0		282		114.7		22		148.9		19

		5		109.1		61		106.5		65		69.9		289		118.3		22		150.2		19

		6		110.7		63		108.2		66		69.4		305		120.7		22		151.7		20

		7		113.5		65		110.8		69		70.7		324		123.8		22		155.5		21

		8		119.0		65		116.1		69		71.0		336		130.6		22		166.4		22

		9		124.0		65		120.7		68		72.6		342		136.2		22		175.6		21

		10		131.5		63		128.4		67		73.9		348		145.9		21		180.7		22

		11		142.6		62		139.1		66		75.7		361		159.6		21		197.7		22

		12		154.4		60		150.5		64		75.2		377		174.8		20		216.6		22

		13		178.1		55		174.5		58		76.0		388		206.2		19		236.2		23

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」より指数と１件当たりの金額を作成。

		注：１件当の金額は、GDPデフレーターにより貨幣価値を調整済み。GDPデフレーターは、内閣府経済社会総合研究所ホームページから入手。入手先：http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/qe011-68/gdemenuj68.html　デフレーターは、旧68SNAに基づく平成2（1990）年基準計数。なお、資料の制約から平成13年度は、年度値ではなく1-3月期の値を用いている。





10開廃率

		表10　世帯類型別に見た保護の開始と廃止の推移 ヒョウセタイルイケイベツミホゴカイシハイシスイイ																単位：％ タンイ

						昭61 アキラ		62		63		平１		2		3		4		5

		高齢者　　世帯 コウレイシャセタイ		開　始 カイハジメ		0.63		0.65		0.66		0.61		0.54		0.55		0.68		0.77

				廃　止 ハイドメ		1.16		1.07		1.09		0.91		0.93		0.90		0.92		0.89

				開始－廃止 カイシハイシ		-0.53		-0.42		-0.42		-0.30		-0.38		-0.34		-0.25		-0.12

		母子世帯 ボシセタイ		開　始 カイハジメ		1.86		1.60		1.48		1.33		1.14		1.27		1.50		1.82

				廃　止 ハイドメ		1.79		1.62		1.65		1.57		1.57		1.56		1.41		1.32

				開始－廃止 カイシハイシ		0.07		-0.02		-0.16		-0.24		-0.43		-0.29		0.09		0.49

		傷病・障害者世帯 ショウビョウショウガイシャセタイ		開　始 カイハジメ		2.00		2.17		2.18		2.03		1.92		2.02		2.23		2.51

				廃　止 ハイドメ		1.56		1.69		1.53		1.47		1.47		1.56		1.58		1.68

				開始－廃止 カイシハイシ		0.45		0.49		0.65		0.56		0.45		0.46		0.66		0.83

		その他の世帯 ホカセタイ		開　始 カイハジメ		2.52		2.11		1.92		2.13		2.10		2.11		2.26		3.36

				廃　止 ハイドメ		5.50		4.50		4.82		4.75		5.13		4.70		4.51		4.62

				開始－廃止 カイシハイシ		-2.98		-2.39		-2.90		-2.62		-3.04		-2.59		-2.25		-1.26

						6		7		8		9		10		11		12		13

		高齢者　　世帯 コウレイシャセタイ		開　始 カイハジメ		0.81		0.83		0.85		0.90		1.08		1.08		1.08		1.00

				廃　止 ハイドメ		0.90		0.91		0.87		0.83		0.88		0.84		0.76		0.73

				開始－廃止 カイシハイシ		-0.09		-0.08		-0.02		0.07		0.20		0.25		0.32		0.27

		母子世帯 ボシセタイ		開　始 カイハジメ		1.92		1.72		1.67		1.97		2.46		2.46		2.41		2.26

				廃　止 ハイドメ		1.25		1.13		1.12		1.26		1.19		1.08		0.99		0.91

				開始－廃止 カイシハイシ		0.67		0.59		0.55		0.71		1.27		1.38		1.42		1.35

		傷病・障害者世帯 ショウビョウショウガイシャセタイ		開　始 カイハジメ		2.27		2.35		2.18		2.75		3.08		3.25		2.68		2.60

				廃　止 ハイドメ		1.47		1.49		1.50		2.17		2.19		2.34		1.91		1.86

				開始－廃止 カイシハイシ		0.80		0.86		0.68		0.58		0.89		0.91		0.77		0.74

		その他の世帯 ホカセタイ		開　始 カイハジメ		4.17		4.20		5.25		3.05		4.13		3.65		4.71		4.26

				廃　止 ハイドメ		5.63		7.12		6.84		2.54		3.04		2.45		3.19		2.29

				開始－廃止 カイシハイシ		-1.46		-2.92		-1.59		0.52		1.09		1.20		1.52		1.97

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」(平成9～13年）,厚生省大臣官房統計。情報部生活保護動態調査報告」(平成8年以前）より、筆者が保護の開始と廃止の割合、および開始世帯と廃止世帯との差を算出。注：各年とも9月調査分。





11パタン

		表11　保護の開始世帯と廃止世帯との推移パターン ヒョウホゴカイシセタイハイシセタイスイイ

				流動化 リュウドウカ						滞留化 タイリュウカ

				①		②		③		①		②

		開　始 カイハジメ		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン

		廃　止 ハイドメ		増 （多） ゾウ		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン

		開始－廃止 カイシハイシ		＋ or  －		－		－		＋		＋

		多い世帯 オオセタイ		開始・廃止 カイシハイシ		廃止 ハイシ		廃止 ハイシ		開始 カイシ		開始 カイシ

		増・減は年次推移の傾向。　カッコ内の多・少は、当該年度の値の大きさを示す。 ゾウゲンネンジスイイケイコウナイタショウトウガイネンドアタイオオシメ

		ただし、多・少は被保護世帯内における数値の絶対的な大きさを比較するものではなく、 オオスクヒホゴセタイナイスウチゼッタイテキオオヒカク

		開始と廃止の状況においての、当該世帯が多いか少ないかを示す目安である。 カイシハイシジョウキョウトウガイセタイオオスクシメメヤス

		開始－廃止 カイシハイシ		＋：開始＞廃止 カイシハイシ

				－：廃止＞開始 ハイシカイシ





12重回帰分析

		表３　保護受給の流動性と受給期間との関連性（重回帰分析） ヒョウジュキュウリュウドウセイジュキュウキカンカンレンセイジュウカイキブンセキ

				説 明 変 数 セツメイヘンカズ		標 準 化 ヒョウジュンカ		Ｔスコア		有意 ユウイ		調整済み チョウセイズ

						回帰係数 カイキケイスウ				水準 スイジュン		Ｒ2乗 ジョウ

		被保護高齢 ヒホゴコウレイ		10年以上 ネンイジョウ		0.665		7.013		***		0.963

		者世帯 シャセタイ		6ヶ月未満 ゲツミマン		0.354		3.739		***		n=16

		被保護母子 ヒホゴボシ		5年～10年未満 ネンネンミマン		-0.838		-12.358		***		0.932

		世帯 セタイ		10年以上 ネンイジョウ		-0.394		-5.182		***		n=16

		被保護傷病・ ヒホゴショウビョウ		5年～10年未満 ネンネンミマン		-0.646		-3.526		***		0.514

		障害者世帯 ショウガイシャセタイ		6ヶ月未満 ゲツミマン		0.536		2.926		**		n=16

		その他の ホカ		6ヶ月～1年未満 ゲツネンミマン		0.744		6.905		***		0.871

		被保護世帯 ヒホゴセタイ		3年～5年未満 ネンネンミマン		-1.070		-9.931		***		n=16

		被説明変数＝開始世帯と廃止世帯との差（変数の投入はステップワイズ法による） ヒセツメイヘンスウカイシセタイハイシセタイサヘンスウトウニュウホウ

						***:p<0.01 **:p<0.05 *:p<0.10
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1保護率

		表１　被保護実人員・保護率の推移 ヒョウヒホゴジツジンインホゴリツスイイ

				被保護人員 ヒホゴジンイン		保護率 ホゴリツ

				１か月平均		（人口千対）

				人 ニン		‰

		昭和27年度		2,042,550		23.8				昭和27年度		23.8

		31		1,775,971		19.7				31		19.7

		35		1,627,509		17.4				35		17.4

		40		1,598,821		16.3				40		16.3

		43		1,449,970		14.3				43		14.3

		45		1,344,306		13.0				45		13.0

		50		1,349,230		12.1				50		12.1

		55		1,426,984		12.2				55		12.2

		60		1,431,117		11.8				60		11.8

		63		1,176,258		9.6				63		9.6

		平成元年度		1,099,520		8.9				平成元年度		8.9

		3		946,374		7.6				3		7.6

		5		883,112		7.1				5		7.1

		7		882,229		7.0				7		7.0

		8		887,450		7.1				8		7.1

		9		905,589		7.2				9		7.2

		10		946,994		7.5				10		7.5

		11		1,004,472		7.9				11		7.9

		12		1,072,241		8.4				12		8.4

		13		1,148,088		9.0				13		9.0

		14		1,242,723		9.7				14		9.7

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」平成13年度、14年度（報道資料）。昭和29年以前については、生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。

		注：保護率の算出は、1か月平均の被保護実人員を総務省統計局発表による各年10月1日現在の推計人口（昭和30、35、40、45、50、55、60、平成2、7、12年度は国勢調査人口）で除したものである。平成14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料および公開資料によるものである。被保護人員：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）保護率：全国厚生労働関係部局長会議資料（社会・援護局）。 エンゴキョク
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2世帯指数

		表１　指数化した類型別被保護世帯数の推移 ヒョウシスウカルイケイベツヒホゴスウ

				指数（昭和50年度＝100）

				全体 ゼンタイ		高齢者　　世帯		母子　世帯		傷病者世帯		障害者世帯		その他の世帯

		昭和40年度 ショウワネンド		85.9		62.7		118.4		55.2				226.2

		45		89.3		89.3		92.5		70.0				155.4

		50		100.0		100.0		100.0		100.0				100.0

		53		104.6		100.5		123.8		106.3				93.2

		54		105.4		101.6		130.3		106.3				91.8

		55		105.7		101.9		136.2		106.3				89.1

		56		107.1		103.1		142.6		107.6				87.4

		57		109.0		105.2		151.2		109.1				85.6

		58		110.7		107.2		158.3		110.3				84.2

		59		111.8		109.4		164.2		110.2				82.8

		60		110.5		110.0		162.3		108.2				80.0

		63		96.4		105.8		130.0		91.4				65.4

		平成元年度		92.7		105.5		117.4		87.6				60.8

		3		85.1		105.0		91.9		79.4				51.4

		5		83.0		108.8		77.9		76.7				46.6

		6		84.3		112.3		76.3		77.6				46.5

		7		85.3		114.9		74.6		78.4				45.8

		8		86.9		119.4		73.6		78.9				45.6

		9		89.5		125.4		74.4		80.2				46.7

		10		94.0		133.2		77.6		83.0				50.0

		11		99.8		142.8		83.2		64.4		21.9		55.2

		12		106.4		154.2		89.9		66.4		23.7		60.8

		13		114.2		167.3		97.5		94.1				68.1

		14		123.6		182.1		107.0		99.0				79.7

		資料：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。報道資料：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）、平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要。

		注：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成13・14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料から算出。





3世帯比

		表2　世帯類型別被保護世帯構成比の推移 ヒョウセタイルイケイベツヒホゴセタイコウセイヒスイイ										単位：％ タンイ

				総　数		高齢者		母子		傷病・障害 ショウガイ		その他 ホカ

						世　帯 ヨオビ		世帯 セタイ		者世帯 シャセタイ		の世帯 セタイ

		昭和40年度 ショウワネンド		100.0		22.9		13.7		29.4		34.0

		45		100.0		31.4		10.3		35.9		22.4

		50		100.0		31.4		10.0		45.8		12.9

		55		100.0		30.3		12.8		46.0		10.9

		平成元年度		100.0		35.7		12.6		43.2		8.5

		5		100.0		41.1		9.3		42.3		7.2

		10		100.0		44.5		8.2		40.4		6.9

		14		100.0		46.3		8.6		36.7		8.3

		資料：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要。報道資料：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）。

		注：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料から算出。





4世帯寄与率

		表3　被保護世帯類型別寄与率 ヒョウヒホゴセタイルイケイベツキヨリツ												単位：％ タンイ

				被保護世帯総　　　数 ヒホゴセタイフサカズ		被保護世帯全体での伸び率 ヒホゴセタイゼンタイノリツ		被保護世帯それぞれの寄与率 ヒホユズルヨオビキヨリツ

								高齢者世帯		母子　世帯		傷病者世帯		障害者世帯		その他の世帯

		昭33-35 アキラ		549,050		4.6		1.8		-0.5		3.3

		40-45		605,140		4.0		9.7		-3.0		-2.7

		45-50		629,220		12.0		3.8		0.8		7.4

		50-51		704,785		0.3		-0.2		0.4		0.9				-0.8

		52-53		721,051		2.2		0.3		1.0		0.9				-0.0

		54-55		742,576		0.3		0.1		0.6		-0.0				-0.3

		56-57		754,601		1.8		0.6		0.8		0.6				-0.2

		58-59		780,326		1.0		0.6		0.5		-0.0				-0.2

		59-60		787,758		-1.1		0.2		-0.2		-0.8				-0.3

		60-61		778,797		-4.5		-0.4		-0.8		-2.7				-0.6

		61-62		744,114		-4.3		-0.4		-0.9		-2.3				-0.6

		62-63		712,302		-4.6		-0.4		-1.4		-2.3				-0.6

		平 1-2 ヘイ		653,413		-4.8		-0.3		-1.5		-2.3				-0.7

		3-4		599,483		-2.4		0.5		-1.1		-1.3				-0.5

		5-6		585,087		1.6		1.3		-0.2		0.5				-0.0

		7-8		600,980		1.9		1.7		-0.1		0.3				-0.0

		9-10		630,577		5.0		2.7		0.4		1.4				0.5

		11-12		703,072		6.7		3.6		0.7		0.9		0.8		0.7

		13-14		805,169		8.2		4.1		0.8		2.0				1.3

		資料：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成13年度以降は、厚生労働省大臣官房統計情報部報道資料による公表値。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。報道資料：平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要（平成15年9月11日）。

		注：被保護世帯数は、各年次における期首の値。寄与率は上記資料より筆者が算出。端数処理のため、合計が一致しない場合がある。





5受給期間指数

		表２　各被保護世帯類型の受給期間別世帯数の推移 ヒョウカクヒホゴセタイルイケイジュキュウキカンベツセタイスウスイイ

						指数（昭和51年度＝100） ユビショウワネンド

						総    数		6カ月　　　未満		6カ月～1年未満		1年～3年未満		3年～5年未満		5年～10年未満		10年　以上

		被保護高齢者世帯 ヒホゴ		昭和35年		53.6		132.9		64.9		50.3		43.0		48.7

				45		85.7		263.2		123.0		81.1		82.0		84.1		51.4

				46		86.2		263.9		136.0		79.2		79.0		84.0		54.3

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				56		104.7		150.9		96.9		72.3		83.2		107.3		125.7

				57		104.5		158.6		95.9		72.1		82.0		102.3		130.5

				59		108.6		123.3		94.9		75.5		81.7		106.3		143.8

				60		107.3		106.8		83.9		71.9		85.4		103.2		147.1

				61		108.2		96.1		85.9		69.8		85.1		104.5		152.0

				平成元年		103.8		79.6		67.2		54.4		76.2		106.7		159.1

				5		106.2		93.0		67.0		48.3		58.9		99.9		192.0

				6		110.0		96.9		77.8		54.2		57.6		97.0		202.9

				7		109.9		100.7		84.9		59.0		55.5		89.9		205.0

				8		113.6		111.0		89.9		64.4		63.0		84.5		212.5

				9		118.4		128.1		93.4		71.2		73.4		82.2		217.1

				11		136.1		163.0		133.9		88.5		92.3		93.0		232.1

				13		157.3		187.5		157.3		118.6		111.5		115.2		241.0

		被保護母子世帯 ヒホゴ		昭和35年		114.5		147.6		84.0		107.7		117.5		124.6

				42		190.9		228.0		129.6		167.5		217.5		220.2		212.4

				45		97.6		133.5		72.7		85.6		103.6		118.3		84.7

				48		95.1		144.4		80.7		87.2		89.3		101.8		93.9

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				53		118.7		235.7		113.0		115.7		105.2		104.1		86.6

				57		146.1		245.6		134.8		144.4		149.4		131.5		100.8

				60		164.9		165.4		141.2		180.2		185.6		159.2		118.0

				61		153.4		135.3		110.5		162.2		191.2		162.2		109.0

				63		131.2		94.3		77.4		116.6		166.9		178.5		121.2

				平成元年		118.1		80.4		72.8		96.8		142.1		178.4		113.9

				5		79.3		61.9		52.0		57.0		73.8		123.0		128.0

				7		75.1		59.7		46.6		66.7		63.9		98.5		131.1

				9		73.1		64.0		53.8		62.8		79.0		76.6		128.4

				10		73.7		73.8		55.6		67.9		77.8		77.4		105.3

				11		82.1		79.1		69.5		76.6		83.6		85.8		112.4

				13		94.5		98.4		81.7		99.8		95.4		91.3		96.8

		被保護傷病・障害者世帯 ヒホゴショウビョウショウガイシャセタイ		昭和42年 ショウワネン		68.2		136.8		95.1		71.5		73.2		64.7		39.2

				46		92.4		169.6		120.2		83.4		91.4		103.6		69.4

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				53		101.8		178.2		123.5		90.9		99.4		97.8		102.8

				57		109.5		157.5		127.0		93.4		106.8		115.2		121.3

				59		112.2		122.7		125.7		99.6		107.3		123.5		131.0

				62		97.1		95.7		99.2		78.8		100.8		111.1		120.2

				平成元年		88.6		75.3		81.3		65.9		86.5		110.4		120.7

				4		75.0		64.9		63.8		47.8		62.9		93.1		123.0

				6		76.9		72.6		78.9		54.1		57.7		83.3		130.3

				7		80.8		73.7		77.5		62.5		61.3		82.1		137.6

				9		83.9		77.4		87.1		66.9		76.3		74.7		138.2

				11		88.8		92.2		102.8		77.4		80.7		79.3		129.4

				13		97.4		94.6		107.7		94.0		96.6		91.0		123.0

		資料：被保護者全国一斉調査（個別調査）。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。

		注：指数は上記資料より筆者が算出。分析においてはすべての年度を対象としているが、図表圧縮のため報告で触れられる特徴的な年度を中心に表を作成したことにより、掲載年度が世帯ごとに異なっている。 ネンドズヒョウアッシュクホウコクフトクチョウテキネンドチュウシンヒョウサクセイ





6開始理由

		表6　被保護世帯（全体）の保護開始理由 ヒョウヒホゴセタイゼンタイホゴカイシリユウ																				単位：％ タンイ

				総　数 フサカズ				傷病による ショウビョウ						働いていた者の死亡・離別等 ハタラモノシボウリベツナド		働きによる収入の減少・喪失 ハタラシュウニュウゲンショウソウシツ		要介護状態 ヨウカイゴジョウタイ		社会保障給付金・仕送りの減少・喪失 シャカイホショウキュウフキンシオクゲンショウソウシツ		貯蓄等の減少・　喪失 チョチクトウゲンショウソウシツ		その他 タ

				世帯数 セタイスウ		合計 ゴウケイ		計 ケイ		世帯主の傷病 セタイヌシショウビョウ		世帯員の傷病 セタイインショウビョウ

		平成10年 ヘイセイネン		13,685		100.0		59.6		58.0		1.6		5.2		11.2				3.4		8.1		12.5

		　11		14,957		100.0		53.8		52.5		1.3		5.1		12.7				3.3		8.1		16.9

		　12		14,681		100.0		43.2		41.7		1.6		5.7		13.9		0.3		4.1		10.2		22.6

		　13		14,757		100.0		42.5		40.9		1.6		5.7		14.4		0.3		4.4		10.8		22.0

		14		16,894		100.0		40.9		39.6		1.3		5.6		16.6		0.3		4.5		12.2		19.9

		資料：平成15年9月11日厚生労働省大臣官房統計情報部発表「社会福祉行政業務報告」(平成9～14年）の報道資料より。

		注：１）保護開始の主な理由については９月中のみ把握している。２）「働きによる収入の減少・喪失」は、「定年・失業」、「老齢による収入の減少」、「事業不振・倒産」及び「その他の働きによる収入の減少」をいう。





7指数化稼働率

		表7　稼動世帯と 非稼動世帯の推移 ヒョウカドウセタイヒカドウセタイスイイ

				指数（昭和50年度＝100）

				世帯 セタイ		稼働		非稼働

				全体 ゼンタイ		世帯 セタイ		世　帯 ヨオビ

		昭和34年度 ショウワネンド		86.1		215.3		47.9

		38		91.4		205.6		57.7

		40		90.8		188.3		61.8

		45		92.9		136.9		79.9

		50		100.0		100.0		100.0

		51		100.3		97.4		101.2

		54		105.4		100.2		106.9

		57		109.0		101.8		111.2

		60		110.5		103.4		112.9

		62		101.1		92.7		103.5

		平成元年度		92.7		80.4		96.3

		4		83.0		59.7		89.9

		5		83.0		55.6		91.1

		6		84.3		53.1		93.6

		7		85.3		50.8		95.5

		8		86.9		49.4		97.9

		9		89.5		49.6		101.3

		10		94.0		50.2		106.9

		11		99.8		52.3		113.8

		12		106.5		55.8		121.4

		資料：福祉行政報告例。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版





8稼働率

		表8　世帯類型別稼動・非稼働率の推移 ヒョウセタイルイケイベツカドウヒカドウリツスイイ														単位：％ タンイ

						平成4年度 ド		6年度 ド		8年度 ド		10年度 ド		12年度 ド		13年度 ド

		高齢者世　帯 コウレイシャヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		241,520		253,590		261,670		289,660		330,880		362,350

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		4.7		4.0		3.7		3.3		2.9		3.0

				非稼動 ヒカドウ		95.3		96.0		96.3		96.7		97.1		97.0

		母　子世　帯 ハハコヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		56,540		50,620		49,640		49,030		56,120		62,870

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		60.3		56.4		54.6		52.0		50.7		46.6

				非稼動 ヒカドウ		39.7		43.6		45.4		48.0		49.3		53.4

		傷病・障害者世　帯 ショウビョウショウガイシャヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		227,500		233,320		248,220		257,700		290,010		295,230

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		1.5		1.4		4.1		4.1		4.5		4.5

				非稼動 ヒカドウ		98.5		98.6		95.9		95.9		95.5		95.5

		その他の世帯 ホカセタイ		世帯実数 セタイジッスウ		44,990		37,390		29,470		34,440		42,190		47,420

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		59.5		59.4		47.1		42.4		34.1		31.8

				非稼動 ヒカドウ		40.5		40.6		52.9		57.6		65.9		68.2

		資料：平成4～7年は、厚生省社会・援護局保護課「被保護者全国一斉調査結果報告書」（各年7月1日現在）。平成8～10、12、13年は、被保護者全国一斉調査（個別調査）。出所：平成9、10、12、13年は、生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成11～14年版。

		注：上記資料より当該部分を抜粋し、表を作成。





9医療扶助

		表9　医療扶助決定状況（診療費分） ヒョウ

				全　　　体 ゼンカラダ				一　　般　　診　　療 イチパンミリョウ												歯 科 診 療 ハカミリョウ

								合　　計 ゴウケイ				入　　院 イリイン				入　院　外 イリインガイ

				件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア

				指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク

				S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン

		昭和30年度		41.6		27		43.1		27		66.3		61		35.6		7		17.6		9

		35		53.2		27		54.3		28		92.0		60		42.2		6		34.9		8

		40		71.2		32		71.7		34		74.5		102		70.8		10		63.5		9

		45		86.5		45		86.9		47		96.8		133		83.8		15		79.5		11

		50		100.0		59		100.0		62		100.0		203		100.0		17		100.0		11

		55		117.0		62		114.9		66		102.5		237		118.9		19		149.7		16

		60		133.5		60		129.8		64		101.5		255		138.9		19		193.1		19

		61		130.3		59		126.3		63		93.3		262		136.9		19		194.8		19

		62		126.6		59		122.7		62		85.6		269		134.7		20		188.8		19

		63		122.3		59		118.6		62		81.2		271		130.7		21		180.9		19

		平成元年度		116.9		59		113.5		62		77.3		270		125.1		21		171.6		18

		2		110.8		58		107.8		62		72.7		268		119.1		21		159.2		19

		3		108.6		59		105.7		63		71.6		269		116.8		22		153.9		18

		4		106.5		61		103.8		64		70.0		282		114.7		22		148.9		19

		5		109.1		61		106.5		65		69.9		289		118.3		22		150.2		19

		6		110.7		63		108.2		66		69.4		305		120.7		22		151.7		20

		7		113.5		65		110.8		69		70.7		324		123.8		22		155.5		21

		8		119.0		65		116.1		69		71.0		336		130.6		22		166.4		22

		9		124.0		65		120.7		68		72.6		342		136.2		22		175.6		21

		10		131.5		63		128.4		67		73.9		348		145.9		21		180.7		22

		11		142.6		62		139.1		66		75.7		361		159.6		21		197.7		22

		12		154.4		60		150.5		64		75.2		377		174.8		20		216.6		22

		13		178.1		55		174.5		58		76.0		388		206.2		19		236.2		23

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」より指数と１件当たりの金額を作成。

		注：１件当の金額は、GDPデフレーターにより貨幣価値を調整済み。GDPデフレーターは、内閣府経済社会総合研究所ホームページから入手。入手先：http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/qe011-68/gdemenuj68.html　デフレーターは、旧68SNAに基づく平成2（1990）年基準計数。なお、資料の制約から平成13年度は、年度値ではなく1-3月期の値を用いている。





10開廃率

		表10　世帯類型別に見た保護の開始と廃止の推移 ヒョウセタイルイケイベツミホゴカイシハイシスイイ																単位：％ タンイ

						昭61 アキラ		62		63		平１		2		3		4		5

		高齢者　　世帯 コウレイシャセタイ		開　始 カイハジメ		0.63		0.65		0.66		0.61		0.54		0.55		0.68		0.77

				廃　止 ハイドメ		1.16		1.07		1.09		0.91		0.93		0.90		0.92		0.89

				開始－廃止 カイシハイシ		-0.53		-0.42		-0.42		-0.30		-0.38		-0.34		-0.25		-0.12

		母子世帯 ボシセタイ		開　始 カイハジメ		1.86		1.60		1.48		1.33		1.14		1.27		1.50		1.82

				廃　止 ハイドメ		1.79		1.62		1.65		1.57		1.57		1.56		1.41		1.32

				開始－廃止 カイシハイシ		0.07		-0.02		-0.16		-0.24		-0.43		-0.29		0.09		0.49

		傷病・障害者世帯 ショウビョウショウガイシャセタイ		開　始 カイハジメ		2.00		2.17		2.18		2.03		1.92		2.02		2.23		2.51

				廃　止 ハイドメ		1.56		1.69		1.53		1.47		1.47		1.56		1.58		1.68

				開始－廃止 カイシハイシ		0.45		0.49		0.65		0.56		0.45		0.46		0.66		0.83

		その他の世帯 ホカセタイ		開　始 カイハジメ		2.52		2.11		1.92		2.13		2.10		2.11		2.26		3.36

				廃　止 ハイドメ		5.50		4.50		4.82		4.75		5.13		4.70		4.51		4.62

				開始－廃止 カイシハイシ		-2.98		-2.39		-2.90		-2.62		-3.04		-2.59		-2.25		-1.26

						6		7		8		9		10		11		12		13

		高齢者　　世帯 コウレイシャセタイ		開　始 カイハジメ		0.81		0.83		0.85		0.90		1.08		1.08		1.08		1.00

				廃　止 ハイドメ		0.90		0.91		0.87		0.83		0.88		0.84		0.76		0.73

				開始－廃止 カイシハイシ		-0.09		-0.08		-0.02		0.07		0.20		0.25		0.32		0.27

		母子世帯 ボシセタイ		開　始 カイハジメ		1.92		1.72		1.67		1.97		2.46		2.46		2.41		2.26

				廃　止 ハイドメ		1.25		1.13		1.12		1.26		1.19		1.08		0.99		0.91

				開始－廃止 カイシハイシ		0.67		0.59		0.55		0.71		1.27		1.38		1.42		1.35

		傷病・障害者世帯 ショウビョウショウガイシャセタイ		開　始 カイハジメ		2.27		2.35		2.18		2.75		3.08		3.25		2.68		2.60

				廃　止 ハイドメ		1.47		1.49		1.50		2.17		2.19		2.34		1.91		1.86

				開始－廃止 カイシハイシ		0.80		0.86		0.68		0.58		0.89		0.91		0.77		0.74

		その他の世帯 ホカセタイ		開　始 カイハジメ		4.17		4.20		5.25		3.05		4.13		3.65		4.71		4.26

				廃　止 ハイドメ		5.63		7.12		6.84		2.54		3.04		2.45		3.19		2.29

				開始－廃止 カイシハイシ		-1.46		-2.92		-1.59		0.52		1.09		1.20		1.52		1.97

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」(平成9～13年）,厚生省大臣官房統計。情報部生活保護動態調査報告」(平成8年以前）より、筆者が保護の開始と廃止の割合、および開始世帯と廃止世帯との差を算出。注：各年とも9月調査分。





11パタン

		表11　保護の開始世帯と廃止世帯との推移パターン ヒョウホゴカイシセタイハイシセタイスイイ

				流動化 リュウドウカ						滞留化 タイリュウカ

				①		②		③		①		②

		開　始 カイハジメ		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン

		廃　止 ハイドメ		増 （多） ゾウ		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン

		開始－廃止 カイシハイシ		＋ or  －		－		－		＋		＋

		多い世帯 オオセタイ		開始・廃止 カイシハイシ		廃止 ハイシ		廃止 ハイシ		開始 カイシ		開始 カイシ

		増・減は年次推移の傾向。　カッコ内の多・少は、当該年度の値の大きさを示す。 ゾウゲンネンジスイイケイコウナイタショウトウガイネンドアタイオオシメ

		ただし、多・少は被保護世帯内における数値の絶対的な大きさを比較するものではなく、 オオスクヒホゴセタイナイスウチゼッタイテキオオヒカク

		開始と廃止の状況においての、当該世帯が多いか少ないかを示す目安である。 カイシハイシジョウキョウトウガイセタイオオスクシメメヤス

		開始－廃止 カイシハイシ		＋：開始＞廃止 カイシハイシ

				－：廃止＞開始 ハイシカイシ





12重回帰分析

		表３　保護受給の流動性と受給期間との関連性（重回帰分析） ヒョウジュキュウリュウドウセイジュキュウキカンカンレンセイジュウカイキブンセキ

				説 明 変 数 セツメイヘンカズ		標 準 化 ヒョウジュンカ		Ｔスコア		有意 ユウイ		調整済み チョウセイズ

						回帰係数 カイキケイスウ				水準 スイジュン		Ｒ2乗 ジョウ

		被保護高齢 ヒホゴコウレイ		10年以上 ネンイジョウ		0.665		7.013		***		0.963

		者世帯 シャセタイ		6ヶ月未満 ゲツミマン		0.354		3.739		***		n=16

		被保護母子 ヒホゴボシ		5年～10年未満 ネンネンミマン		-0.838		-12.358		***		0.932

		世帯 セタイ		10年以上 ネンイジョウ		-0.394		-5.182		***		n=16

		被保護傷病・ ヒホゴショウビョウ		5年～10年未満 ネンネンミマン		-0.646		-3.526		***		0.514

		障害者世帯 ショウガイシャセタイ		6ヶ月未満 ゲツミマン		0.536		2.926		**		n=16

		その他の ホカ		6ヶ月～1年未満 ゲツネンミマン		0.744		6.905		***		0.871

		被保護世帯 ヒホゴセタイ		3年～5年未満 ネンネンミマン		-1.070		-9.931		***		n=16

		被説明変数＝開始世帯と廃止世帯との差（変数の投入はステップワイズ法による） ヒセツメイヘンスウカイシセタイハイシセタイサヘンスウトウニュウホウ

						***:p<0.01 **:p<0.05 *:p<0.10
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1保護率

		表１　被保護実人員・保護率の推移 ヒョウヒホゴジツジンインホゴリツスイイ

				被保護人員 ヒホゴジンイン		保護率 ホゴリツ

				１か月平均		（人口千対）

				人 ニン		‰

		昭和27年度		2,042,550		23.8				昭和27年度		23.8

		31		1,775,971		19.7				31		19.7

		35		1,627,509		17.4				35		17.4

		40		1,598,821		16.3				40		16.3

		43		1,449,970		14.3				43		14.3

		45		1,344,306		13.0				45		13.0

		50		1,349,230		12.1				50		12.1

		55		1,426,984		12.2				55		12.2

		60		1,431,117		11.8				60		11.8

		63		1,176,258		9.6				63		9.6

		平成元年度		1,099,520		8.9				平成元年度		8.9

		3		946,374		7.6				3		7.6

		5		883,112		7.1				5		7.1

		7		882,229		7.0				7		7.0

		8		887,450		7.1				8		7.1

		9		905,589		7.2				9		7.2

		10		946,994		7.5				10		7.5

		11		1,004,472		7.9				11		7.9

		12		1,072,241		8.4				12		8.4

		13		1,148,088		9.0				13		9.0

		14		1,242,723		9.7				14		9.7

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」平成13年度、14年度（報道資料）。昭和29年以前については、生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。

		注：保護率の算出は、1か月平均の被保護実人員を総務省統計局発表による各年10月1日現在の推計人口（昭和30、35、40、45、50、55、60、平成2、7、12年度は国勢調査人口）で除したものである。平成14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料および公開資料によるものである。被保護人員：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）保護率：全国厚生労働関係部局長会議資料（社会・援護局）。 エンゴキョク
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2世帯指数

		表１　指数化した類型別被保護世帯数の推移 ヒョウシスウカルイケイベツヒホゴスウ

				指数（昭和50年度＝100）

				全体 ゼンタイ		高齢者　　世帯		母子　世帯		傷病者世帯		障害者世帯		その他の世帯

		昭和40年度 ショウワネンド		85.9		62.7		118.4		55.2				226.2

		45		89.3		89.3		92.5		70.0				155.4

		50		100.0		100.0		100.0		100.0				100.0

		53		104.6		100.5		123.8		106.3				93.2

		54		105.4		101.6		130.3		106.3				91.8

		55		105.7		101.9		136.2		106.3				89.1

		56		107.1		103.1		142.6		107.6				87.4

		57		109.0		105.2		151.2		109.1				85.6

		58		110.7		107.2		158.3		110.3				84.2

		59		111.8		109.4		164.2		110.2				82.8

		60		110.5		110.0		162.3		108.2				80.0

		63		96.4		105.8		130.0		91.4				65.4

		平成元年度		92.7		105.5		117.4		87.6				60.8

		3		85.1		105.0		91.9		79.4				51.4

		5		83.0		108.8		77.9		76.7				46.6

		6		84.3		112.3		76.3		77.6				46.5

		7		85.3		114.9		74.6		78.4				45.8

		8		86.9		119.4		73.6		78.9				45.6

		9		89.5		125.4		74.4		80.2				46.7

		10		94.0		133.2		77.6		83.0				50.0

		11		99.8		142.8		83.2		64.4		21.9		55.2

		12		106.4		154.2		89.9		66.4		23.7		60.8

		13		114.2		167.3		97.5		94.1				68.1

		14		123.6		182.1		107.0		99.0				79.7

		資料：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。報道資料：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）、平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要。

		注：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成13・14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料から算出。





3世帯比

		表2　世帯類型別被保護世帯構成比の推移 ヒョウセタイルイケイベツヒホゴセタイコウセイヒスイイ										単位：％ タンイ

				総　数		高齢者		母子		傷病・障害 ショウガイ		その他 ホカ

						世　帯 ヨオビ		世帯 セタイ		者世帯 シャセタイ		の世帯 セタイ

		昭和40年度 ショウワネンド		100.0		22.9		13.7		29.4		34.0

		45		100.0		31.4		10.3		35.9		22.4

		50		100.0		31.4		10.0		45.8		12.9

		55		100.0		30.3		12.8		46.0		10.9

		平成元年度		100.0		35.7		12.6		43.2		8.5

		5		100.0		41.1		9.3		42.3		7.2

		10		100.0		44.5		8.2		40.4		6.9

		14		100.0		46.3		8.6		36.7		8.3

		資料：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要。報道資料：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）。

		注：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料から算出。





4世帯寄与率

		表3　被保護世帯類型別寄与率 ヒョウヒホゴセタイルイケイベツキヨリツ												単位：％ タンイ

				被保護世帯総　　　数 ヒホゴセタイフサカズ		被保護世帯全体での伸び率 ヒホゴセタイゼンタイノリツ		被保護世帯それぞれの寄与率 ヒホユズルヨオビキヨリツ

								高齢者世帯		母子　世帯		傷病者世帯		障害者世帯		その他の世帯

		昭33-35 アキラ		549,050		4.6		1.8		-0.5		3.3

		40-45		605,140		4.0		9.7		-3.0		-2.7

		45-50		629,220		12.0		3.8		0.8		7.4

		50-51		704,785		0.3		-0.2		0.4		0.9				-0.8

		52-53		721,051		2.2		0.3		1.0		0.9				-0.0

		54-55		742,576		0.3		0.1		0.6		-0.0				-0.3

		56-57		754,601		1.8		0.6		0.8		0.6				-0.2

		58-59		780,326		1.0		0.6		0.5		-0.0				-0.2

		59-60		787,758		-1.1		0.2		-0.2		-0.8				-0.3

		60-61		778,797		-4.5		-0.4		-0.8		-2.7				-0.6

		61-62		744,114		-4.3		-0.4		-0.9		-2.3				-0.6

		62-63		712,302		-4.6		-0.4		-1.4		-2.3				-0.6

		平 1-2 ヘイ		653,413		-4.8		-0.3		-1.5		-2.3				-0.7

		3-4		599,483		-2.4		0.5		-1.1		-1.3				-0.5

		5-6		585,087		1.6		1.3		-0.2		0.5				-0.0

		7-8		600,980		1.9		1.7		-0.1		0.3				-0.0

		9-10		630,577		5.0		2.7		0.4		1.4				0.5

		11-12		703,072		6.7		3.6		0.7		0.9		0.8		0.7

		13-14		805,169		8.2		4.1		0.8		2.0				1.3

		資料：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成13年度以降は、厚生労働省大臣官房統計情報部報道資料による公表値。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。報道資料：平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要（平成15年9月11日）。

		注：被保護世帯数は、各年次における期首の値。寄与率は上記資料より筆者が算出。端数処理のため、合計が一致しない場合がある。





5受給期間指数

		表4　各被保護世帯類型の受給期間別世帯数の推移 ヒョウカクヒホゴセタイルイケイジュキュウキカンベツセタイスウスイイ

						指数（昭和51年度＝100） ユビショウワネンド

						総    数		6カ月　　　未満		6カ月～1年未満		1年～3年未満		3年～5年未満		5年～10年未満		10年　以上

		被保護高齢者世帯 ヒホゴ		昭和35年		53.6		132.9		64.9		50.3		43.0		48.7

				45		85.7		263.2		123.0		81.1		82.0		84.1		51.4

				46		86.2		263.9		136.0		79.2		79.0		84.0		54.3

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				56		104.7		150.9		96.9		72.3		83.2		107.3		125.7

				57		104.5		158.6		95.9		72.1		82.0		102.3		130.5

				59		108.6		123.3		94.9		75.5		81.7		106.3		143.8

				60		107.3		106.8		83.9		71.9		85.4		103.2		147.1

				61		108.2		96.1		85.9		69.8		85.1		104.5		152.0

				平成元年		103.8		79.6		67.2		54.4		76.2		106.7		159.1

				5		106.2		93.0		67.0		48.3		58.9		99.9		192.0

				6		110.0		96.9		77.8		54.2		57.6		97.0		202.9

				7		109.9		100.7		84.9		59.0		55.5		89.9		205.0

				8		113.6		111.0		89.9		64.4		63.0		84.5		212.5

				9		118.4		128.1		93.4		71.2		73.4		82.2		217.1

				11		136.1		163.0		133.9		88.5		92.3		93.0		232.1

				13		157.3		187.5		157.3		118.6		111.5		115.2		241.0

		被保護母子世帯 ヒホゴ		昭和35年		114.5		147.6		84.0		107.7		117.5		124.6

				42		190.9		228.0		129.6		167.5		217.5		220.2		212.4

				45		97.6		133.5		72.7		85.6		103.6		118.3		84.7

				48		95.1		144.4		80.7		87.2		89.3		101.8		93.9

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				53		118.7		235.7		113.0		115.7		105.2		104.1		86.6

				57		146.1		245.6		134.8		144.4		149.4		131.5		100.8

				60		164.9		165.4		141.2		180.2		185.6		159.2		118.0

				61		153.4		135.3		110.5		162.2		191.2		162.2		109.0

				63		131.2		94.3		77.4		116.6		166.9		178.5		121.2

				平成元年		118.1		80.4		72.8		96.8		142.1		178.4		113.9

				5		79.3		61.9		52.0		57.0		73.8		123.0		128.0

				7		75.1		59.7		46.6		66.7		63.9		98.5		131.1

				9		73.1		64.0		53.8		62.8		79.0		76.6		128.4

				10		73.7		73.8		55.6		67.9		77.8		77.4		105.3

				11		82.1		79.1		69.5		76.6		83.6		85.8		112.4

				13		94.5		98.4		81.7		99.8		95.4		91.3		96.8

		被保護傷病・障害者世帯 ヒホゴショウビョウショウガイシャセタイ		昭和42年 ショウワネン		68.2		136.8		95.1		71.5		73.2		64.7		39.2

				46		92.4		169.6		120.2		83.4		91.4		103.6		69.4

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				53		101.8		178.2		123.5		90.9		99.4		97.8		102.8

				57		109.5		157.5		127.0		93.4		106.8		115.2		121.3

				59		112.2		122.7		125.7		99.6		107.3		123.5		131.0

				62		97.1		95.7		99.2		78.8		100.8		111.1		120.2

				平成元年		88.6		75.3		81.3		65.9		86.5		110.4		120.7

				4		75.0		64.9		63.8		47.8		62.9		93.1		123.0

				6		76.9		72.6		78.9		54.1		57.7		83.3		130.3

				7		80.8		73.7		77.5		62.5		61.3		82.1		137.6

				9		83.9		77.4		87.1		66.9		76.3		74.7		138.2

				11		88.8		92.2		102.8		77.4		80.7		79.3		129.4

				13		97.4		94.6		107.7		94.0		96.6		91.0		123.0

		資料：被保護者全国一斉調査（個別調査）。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。

		注：指数は上記資料より筆者が算出。分析においてはすべての年度を対象としているが、図表圧縮のため報告で触れられる特徴的な年度を中心に表を作成したことにより、掲載年度が世帯ごとに異なっている。 ネンドズヒョウアッシュクホウコクフトクチョウテキネンドチュウシンヒョウサクセイ





6開始理由

		表5　被保護世帯（全体）の保護開始理由 ヒョウヒホゴセタイゼンタイホゴカイシリユウ																				単位：％ タンイ

				総　数 フサカズ				傷病による ショウビョウ						働いていた者の死亡・離別等 ハタラモノシボウリベツナド		働きによる収入の減少・喪失 ハタラシュウニュウゲンショウソウシツ		要介護状態 ヨウカイゴジョウタイ		社会保障給付金・仕送りの減少・喪失 シャカイホショウキュウフキンシオクゲンショウソウシツ		貯蓄等の減少・　喪失 チョチクトウゲンショウソウシツ		その他 タ

				世帯数 セタイスウ		合計 ゴウケイ		計 ケイ		世帯主の傷病 セタイヌシショウビョウ		世帯員の傷病 セタイインショウビョウ

		平成10年 ヘイセイネン		13,685		100.0		59.6		58.0		1.6		5.2		11.2				3.4		8.1		12.5

		　11		14,957		100.0		53.8		52.5		1.3		5.1		12.7				3.3		8.1		16.9

		　12		14,681		100.0		43.2		41.7		1.6		5.7		13.9		0.3		4.1		10.2		22.6

		　13		14,757		100.0		42.5		40.9		1.6		5.7		14.4		0.3		4.4		10.8		22.0

		14		16,894		100.0		40.9		39.6		1.3		5.6		16.6		0.3		4.5		12.2		19.9

		資料：平成15年9月11日厚生労働省大臣官房統計情報部発表「社会福祉行政業務報告」(平成9～14年）の報道資料より。

		注：１）保護開始の主な理由については９月中のみ把握している。２）「働きによる収入の減少・喪失」は、「定年・失業」、「老齢による収入の減少」、「事業不振・倒産」及び「その他の働きによる収入の減少」をいう。





7指数化稼働率

		表7　稼動世帯と 非稼動世帯の推移 ヒョウカドウセタイヒカドウセタイスイイ

				指数（昭和50年度＝100）

				世帯 セタイ		稼働		非稼働

				全体 ゼンタイ		世帯 セタイ		世　帯 ヨオビ

		昭和34年度 ショウワネンド		86.1		215.3		47.9

		38		91.4		205.6		57.7

		40		90.8		188.3		61.8

		45		92.9		136.9		79.9

		50		100.0		100.0		100.0

		51		100.3		97.4		101.2

		54		105.4		100.2		106.9

		57		109.0		101.8		111.2

		60		110.5		103.4		112.9

		62		101.1		92.7		103.5

		平成元年度		92.7		80.4		96.3

		4		83.0		59.7		89.9

		5		83.0		55.6		91.1

		6		84.3		53.1		93.6

		7		85.3		50.8		95.5

		8		86.9		49.4		97.9

		9		89.5		49.6		101.3

		10		94.0		50.2		106.9

		11		99.8		52.3		113.8

		12		106.5		55.8		121.4

		資料：福祉行政報告例。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版





8稼働率

		表8　世帯類型別稼動・非稼働率の推移 ヒョウセタイルイケイベツカドウヒカドウリツスイイ														単位：％ タンイ

						平成4年度 ド		6年度 ド		8年度 ド		10年度 ド		12年度 ド		13年度 ド

		高齢者世　帯 コウレイシャヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		241,520		253,590		261,670		289,660		330,880		362,350

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		4.7		4.0		3.7		3.3		2.9		3.0

				非稼動 ヒカドウ		95.3		96.0		96.3		96.7		97.1		97.0

		母　子世　帯 ハハコヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		56,540		50,620		49,640		49,030		56,120		62,870

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		60.3		56.4		54.6		52.0		50.7		46.6

				非稼動 ヒカドウ		39.7		43.6		45.4		48.0		49.3		53.4

		傷病・障害者世　帯 ショウビョウショウガイシャヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		227,500		233,320		248,220		257,700		290,010		295,230

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		1.5		1.4		4.1		4.1		4.5		4.5

				非稼動 ヒカドウ		98.5		98.6		95.9		95.9		95.5		95.5

		その他の世帯 ホカセタイ		世帯実数 セタイジッスウ		44,990		37,390		29,470		34,440		42,190		47,420

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		59.5		59.4		47.1		42.4		34.1		31.8

				非稼動 ヒカドウ		40.5		40.6		52.9		57.6		65.9		68.2

		資料：平成4～7年は、厚生省社会・援護局保護課「被保護者全国一斉調査結果報告書」（各年7月1日現在）。平成8～10、12、13年は、被保護者全国一斉調査（個別調査）。出所：平成9、10、12、13年は、生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成11～14年版。

		注：上記資料より当該部分を抜粋し、表を作成。





9医療扶助

		表9　医療扶助決定状況（診療費分） ヒョウ

				全　　　体 ゼンカラダ				一　　般　　診　　療 イチパンミリョウ												歯 科 診 療 ハカミリョウ

								合　　計 ゴウケイ				入　　院 イリイン				入　院　外 イリインガイ

				件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア

				指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク

				S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン

		昭和30年度		41.6		27		43.1		27		66.3		61		35.6		7		17.6		9

		35		53.2		27		54.3		28		92.0		60		42.2		6		34.9		8

		40		71.2		32		71.7		34		74.5		102		70.8		10		63.5		9

		45		86.5		45		86.9		47		96.8		133		83.8		15		79.5		11

		50		100.0		59		100.0		62		100.0		203		100.0		17		100.0		11

		55		117.0		62		114.9		66		102.5		237		118.9		19		149.7		16

		60		133.5		60		129.8		64		101.5		255		138.9		19		193.1		19

		61		130.3		59		126.3		63		93.3		262		136.9		19		194.8		19

		62		126.6		59		122.7		62		85.6		269		134.7		20		188.8		19

		63		122.3		59		118.6		62		81.2		271		130.7		21		180.9		19

		平成元年度		116.9		59		113.5		62		77.3		270		125.1		21		171.6		18

		2		110.8		58		107.8		62		72.7		268		119.1		21		159.2		19

		3		108.6		59		105.7		63		71.6		269		116.8		22		153.9		18

		4		106.5		61		103.8		64		70.0		282		114.7		22		148.9		19

		5		109.1		61		106.5		65		69.9		289		118.3		22		150.2		19

		6		110.7		63		108.2		66		69.4		305		120.7		22		151.7		20

		7		113.5		65		110.8		69		70.7		324		123.8		22		155.5		21

		8		119.0		65		116.1		69		71.0		336		130.6		22		166.4		22

		9		124.0		65		120.7		68		72.6		342		136.2		22		175.6		21

		10		131.5		63		128.4		67		73.9		348		145.9		21		180.7		22

		11		142.6		62		139.1		66		75.7		361		159.6		21		197.7		22

		12		154.4		60		150.5		64		75.2		377		174.8		20		216.6		22

		13		178.1		55		174.5		58		76.0		388		206.2		19		236.2		23

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」より指数と１件当たりの金額を作成。

		注：１件当の金額は、GDPデフレーターにより貨幣価値を調整済み。GDPデフレーターは、内閣府経済社会総合研究所ホームページから入手。入手先：http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/qe011-68/gdemenuj68.html　デフレーターは、旧68SNAに基づく平成2（1990）年基準計数。なお、資料の制約から平成13年度は、年度値ではなく1-3月期の値を用いている。





10開廃率

		表10　世帯類型別に見た保護の開始と廃止の推移 ヒョウセタイルイケイベツミホゴカイシハイシスイイ																単位：％ タンイ

						昭61 アキラ		62		63		平１		2		3		4		5

		高齢者　　世帯 コウレイシャセタイ		開　始 カイハジメ		0.63		0.65		0.66		0.61		0.54		0.55		0.68		0.77

				廃　止 ハイドメ		1.16		1.07		1.09		0.91		0.93		0.90		0.92		0.89

				開始－廃止 カイシハイシ		-0.53		-0.42		-0.42		-0.30		-0.38		-0.34		-0.25		-0.12

		母子世帯 ボシセタイ		開　始 カイハジメ		1.86		1.60		1.48		1.33		1.14		1.27		1.50		1.82

				廃　止 ハイドメ		1.79		1.62		1.65		1.57		1.57		1.56		1.41		1.32

				開始－廃止 カイシハイシ		0.07		-0.02		-0.16		-0.24		-0.43		-0.29		0.09		0.49

		傷病・障害者世帯 ショウビョウショウガイシャセタイ		開　始 カイハジメ		2.00		2.17		2.18		2.03		1.92		2.02		2.23		2.51

				廃　止 ハイドメ		1.56		1.69		1.53		1.47		1.47		1.56		1.58		1.68

				開始－廃止 カイシハイシ		0.45		0.49		0.65		0.56		0.45		0.46		0.66		0.83

		その他の世帯 ホカセタイ		開　始 カイハジメ		2.52		2.11		1.92		2.13		2.10		2.11		2.26		3.36

				廃　止 ハイドメ		5.50		4.50		4.82		4.75		5.13		4.70		4.51		4.62

				開始－廃止 カイシハイシ		-2.98		-2.39		-2.90		-2.62		-3.04		-2.59		-2.25		-1.26

						6		7		8		9		10		11		12		13

		高齢者　　世帯 コウレイシャセタイ		開　始 カイハジメ		0.81		0.83		0.85		0.90		1.08		1.08		1.08		1.00

				廃　止 ハイドメ		0.90		0.91		0.87		0.83		0.88		0.84		0.76		0.73

				開始－廃止 カイシハイシ		-0.09		-0.08		-0.02		0.07		0.20		0.25		0.32		0.27

		母子世帯 ボシセタイ		開　始 カイハジメ		1.92		1.72		1.67		1.97		2.46		2.46		2.41		2.26

				廃　止 ハイドメ		1.25		1.13		1.12		1.26		1.19		1.08		0.99		0.91

				開始－廃止 カイシハイシ		0.67		0.59		0.55		0.71		1.27		1.38		1.42		1.35

		傷病・障害者世帯 ショウビョウショウガイシャセタイ		開　始 カイハジメ		2.27		2.35		2.18		2.75		3.08		3.25		2.68		2.60

				廃　止 ハイドメ		1.47		1.49		1.50		2.17		2.19		2.34		1.91		1.86

				開始－廃止 カイシハイシ		0.80		0.86		0.68		0.58		0.89		0.91		0.77		0.74

		その他の世帯 ホカセタイ		開　始 カイハジメ		4.17		4.20		5.25		3.05		4.13		3.65		4.71		4.26

				廃　止 ハイドメ		5.63		7.12		6.84		2.54		3.04		2.45		3.19		2.29

				開始－廃止 カイシハイシ		-1.46		-2.92		-1.59		0.52		1.09		1.20		1.52		1.97

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」(平成9～13年）,厚生省大臣官房統計。情報部生活保護動態調査報告」(平成8年以前）より、筆者が保護の開始と廃止の割合、および開始世帯と廃止世帯との差を算出。注：各年とも9月調査分。





11パタン

		表11　保護の開始世帯と廃止世帯との推移パターン ヒョウホゴカイシセタイハイシセタイスイイ

				流動化 リュウドウカ						滞留化 タイリュウカ

				①		②		③		①		②

		開　始 カイハジメ		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン

		廃　止 ハイドメ		増 （多） ゾウ		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン

		開始－廃止 カイシハイシ		＋ or  －		－		－		＋		＋

		多い世帯 オオセタイ		開始・廃止 カイシハイシ		廃止 ハイシ		廃止 ハイシ		開始 カイシ		開始 カイシ

		増・減は年次推移の傾向。　カッコ内の多・少は、当該年度の値の大きさを示す。 ゾウゲンネンジスイイケイコウナイタショウトウガイネンドアタイオオシメ

		ただし、多・少は被保護世帯内における数値の絶対的な大きさを比較するものではなく、 オオスクヒホゴセタイナイスウチゼッタイテキオオヒカク

		開始と廃止の状況においての、当該世帯が多いか少ないかを示す目安である。 カイシハイシジョウキョウトウガイセタイオオスクシメメヤス

		開始－廃止 カイシハイシ		＋：開始＞廃止 カイシハイシ

				－：廃止＞開始 ハイシカイシ





12重回帰分析

		表３　保護受給の流動性と受給期間との関連性（重回帰分析） ヒョウジュキュウリュウドウセイジュキュウキカンカンレンセイジュウカイキブンセキ

				説 明 変 数 セツメイヘンカズ		標 準 化 ヒョウジュンカ		Ｔスコア		有意 ユウイ		調整済み チョウセイズ

						回帰係数 カイキケイスウ				水準 スイジュン		Ｒ2乗 ジョウ

		被保護高齢 ヒホゴコウレイ		10年以上 ネンイジョウ		0.665		7.013		***		0.963

		者世帯 シャセタイ		6ヶ月未満 ゲツミマン		0.354		3.739		***		n=16

		被保護母子 ヒホゴボシ		5年～10年未満 ネンネンミマン		-0.838		-12.358		***		0.932

		世帯 セタイ		10年以上 ネンイジョウ		-0.394		-5.182		***		n=16

		被保護傷病・ ヒホゴショウビョウ		5年～10年未満 ネンネンミマン		-0.646		-3.526		***		0.514

		障害者世帯 ショウガイシャセタイ		6ヶ月未満 ゲツミマン		0.536		2.926		**		n=16

		その他の ホカ		6ヶ月～1年未満 ゲツネンミマン		0.744		6.905		***		0.871

		被保護世帯 ヒホゴセタイ		3年～5年未満 ネンネンミマン		-1.070		-9.931		***		n=16

		被説明変数＝開始世帯と廃止世帯との差（変数の投入はステップワイズ法による） ヒセツメイヘンスウカイシセタイハイシセタイサヘンスウトウニュウホウ

						***:p<0.01 **:p<0.05 *:p<0.10
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1保護率

		表１　被保護実人員・保護率の推移

				被保護人員		保護率

				１か月平均		（人口千対）

				人		‰

		昭和27年度		2,042,550		23.8				昭和27年度		23.8

		31		1,775,971		19.7				31		19.7

		35		1,627,509		17.4				35		17.4

		40		1,598,821		16.3				40		16.3

		43		1,449,970		14.3				43		14.3

		45		1,344,306		13.0				45		13.0

		50		1,349,230		12.1				50		12.1

		55		1,426,984		12.2				55		12.2

		60		1,431,117		11.8				60		11.8

		63		1,176,258		9.6				63		9.6

		平成元年度		1,099,520		8.9				平成元年度		8.9

		3		946,374		7.6				3		7.6

		5		883,112		7.1				5		7.1

		7		882,229		7.0				7		7.0

		8		887,450		7.1				8		7.1

		9		905,589		7.2				9		7.2

		10		946,994		7.5				10		7.5

		11		1,004,472		7.9				11		7.9

		12		1,072,241		8.4				12		8.4

		13		1,148,088		9.0				13		9.0

		14		1,242,723		9.7				14		9.7

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」平成13年度、14年度（報道資料）。昭和29年以前については、生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。

		注：保護率の算出は、1か月平均の被保護実人員を総務省統計局発表による各年10月1日現在の推計人口（昭和30、35、40、45、50、55、60、平成2、7、12年度は国勢調査人口）で除したものである。平成14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料および公開資料によるものである。被保護人員：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）保護率：全国厚生労働関係部局長会議資料（社会・援護局）。





1保護率

		





2世帯指数

		表１　指数化した類型別被保護世帯数の推移

				指数（昭和50年度＝100）

				全体		高齢者　　世帯		母子　世帯		傷病者世帯		障害者世帯		その他の世帯

		昭和40年度		85.9		62.7		118.4		55.2				226.2

		45		89.3		89.3		92.5		70.0				155.4

		50		100.0		100.0		100.0		100.0				100.0

		53		104.6		100.5		123.8		106.3				93.2

		54		105.4		101.6		130.3		106.3				91.8

		55		105.7		101.9		136.2		106.3				89.1

		56		107.1		103.1		142.6		107.6				87.4

		57		109.0		105.2		151.2		109.1				85.6

		58		110.7		107.2		158.3		110.3				84.2

		59		111.8		109.4		164.2		110.2				82.8

		60		110.5		110.0		162.3		108.2				80.0

		63		96.4		105.8		130.0		91.4				65.4

		平成元年度		92.7		105.5		117.4		87.6				60.8

		3		85.1		105.0		91.9		79.4				51.4

		5		83.0		108.8		77.9		76.7				46.6

		6		84.3		112.3		76.3		77.6				46.5

		7		85.3		114.9		74.6		78.4				45.8

		8		86.9		119.4		73.6		78.9				45.6

		9		89.5		125.4		74.4		80.2				46.7

		10		94.0		133.2		77.6		83.0				50.0

		11		99.8		142.8		83.2		64.4		21.9		55.2

		12		106.4		154.2		89.9		66.4		23.7		60.8

		13		114.2		167.3		97.5		94.1				68.1

		14		123.6		182.1		107.0		99.0				79.7

		資料：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。報道資料：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）、平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要。

		注：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成13・14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料から算出。





3世帯比

		表2　世帯類型別被保護世帯構成比の推移										単位：％

				総　数		高齢者		母子		傷病・障害		その他

						世　帯		世帯		者世帯		の世帯

		昭和40年度		100.0		22.9		13.7		29.4		34.0

		45		100.0		31.4		10.3		35.9		22.4

		50		100.0		31.4		10.0		45.8		12.9

		55		100.0		30.3		12.8		46.0		10.9

		平成元年度		100.0		35.7		12.6		43.2		8.5

		5		100.0		41.1		9.3		42.3		7.2

		10		100.0		44.5		8.2		40.4		6.9

		14		100.0		46.3		8.6		36.7		8.3

		資料：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要。報道資料：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）。

		注：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料から算出。





4世帯寄与率

		表4　被保護世帯類型別寄与率												単位：％

				被保護世帯総　　　数		被保護世帯全体での伸び率		被保護世帯それぞれの寄与率

								高齢者世帯		母子　世帯		傷病者世帯		障害者世帯		その他の世帯

		昭33-35		549,050		4.6		1.8		-0.5		3.3

		40-45		605,140		4.0		9.7		-3.0		-2.7

		45-50		629,220		12.0		3.8		0.8		7.4

		50-51		704,785		0.3		-0.2		0.4		0.9				-0.8

		52-53		721,051		2.2		0.3		1.0		0.9				-0.0

		54-55		742,576		0.3		0.1		0.6		-0.0				-0.3

		56-57		754,601		1.8		0.6		0.8		0.6				-0.2

		58-59		780,326		1.0		0.6		0.5		-0.0				-0.2

		59-60		787,758		-1.1		0.2		-0.2		-0.8				-0.3

		60-61		778,797		-4.5		-0.4		-0.8		-2.7				-0.6

		61-62		744,114		-4.3		-0.4		-0.9		-2.3				-0.6

		62-63		712,302		-4.6		-0.4		-1.4		-2.3				-0.6

		平 1-2		653,413		-4.8		-0.3		-1.5		-2.3				-0.7

		3-4		599,483		-2.4		0.5		-1.1		-1.3				-0.5

		5-6		585,087		1.6		1.3		-0.2		0.5				-0.0

		7-8		600,980		1.9		1.7		-0.1		0.3				-0.0

		9-10		630,577		5.0		2.7		0.4		1.4				0.5

		11-12		703,072		6.7		3.6		0.7		0.9		0.8		0.7

		13-14		805,169		8.2		4.1		0.8		2.0				1.3

		資料：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成13年度以降は、厚生労働省大臣官房統計情報部報道資料による公表値。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。報道資料：平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要（平成15年9月11日）。

		注：被保護世帯数は、各年次における期首の値。寄与率は上記資料より筆者が算出。端数処理のため、合計が一致しない場合がある。





5受給期間指数

		表２　各被保護世帯類型の受給期間別世帯数の推移

						指数（昭和51年度＝100）

						総    数		6カ月　　　未満		6カ月～1年未満		1年～3年未満		3年～5年未満		5年～10年未満		10年　以上

		被保護高齢者世帯		昭和35年		53.6		132.9		64.9		50.3		43.0		48.7

				45		85.7		263.2		123.0		81.1		82.0		84.1		51.4

				46		86.2		263.9		136.0		79.2		79.0		84.0		54.3

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				56		104.7		150.9		96.9		72.3		83.2		107.3		125.7

				57		104.5		158.6		95.9		72.1		82.0		102.3		130.5

				59		108.6		123.3		94.9		75.5		81.7		106.3		143.8

				60		107.3		106.8		83.9		71.9		85.4		103.2		147.1

				61		108.2		96.1		85.9		69.8		85.1		104.5		152.0

				平成元年		103.8		79.6		67.2		54.4		76.2		106.7		159.1

				5		106.2		93.0		67.0		48.3		58.9		99.9		192.0

				6		110.0		96.9		77.8		54.2		57.6		97.0		202.9

				7		109.9		100.7		84.9		59.0		55.5		89.9		205.0

				8		113.6		111.0		89.9		64.4		63.0		84.5		212.5

				9		118.4		128.1		93.4		71.2		73.4		82.2		217.1

				11		136.1		163.0		133.9		88.5		92.3		93.0		232.1

				13		157.3		187.5		157.3		118.6		111.5		115.2		241.0

		被保護母子世帯		昭和35年		114.5		147.6		84.0		107.7		117.5		124.6

				42		190.9		228.0		129.6		167.5		217.5		220.2		212.4

				45		97.6		133.5		72.7		85.6		103.6		118.3		84.7

				48		95.1		144.4		80.7		87.2		89.3		101.8		93.9

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				53		118.7		235.7		113.0		115.7		105.2		104.1		86.6

				57		146.1		245.6		134.8		144.4		149.4		131.5		100.8

				60		164.9		165.4		141.2		180.2		185.6		159.2		118.0

				61		153.4		135.3		110.5		162.2		191.2		162.2		109.0

				63		131.2		94.3		77.4		116.6		166.9		178.5		121.2

				平成元年		118.1		80.4		72.8		96.8		142.1		178.4		113.9

				5		79.3		61.9		52.0		57.0		73.8		123.0		128.0

				7		75.1		59.7		46.6		66.7		63.9		98.5		131.1

				9		73.1		64.0		53.8		62.8		79.0		76.6		128.4

				10		73.7		73.8		55.6		67.9		77.8		77.4		105.3

				11		82.1		79.1		69.5		76.6		83.6		85.8		112.4

				13		94.5		98.4		81.7		99.8		95.4		91.3		96.8

		被保護傷病・障害者世帯		昭和42年		68.2		136.8		95.1		71.5		73.2		64.7		39.2

				46		92.4		169.6		120.2		83.4		91.4		103.6		69.4

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				53		101.8		178.2		123.5		90.9		99.4		97.8		102.8

				57		109.5		157.5		127.0		93.4		106.8		115.2		121.3

				59		112.2		122.7		125.7		99.6		107.3		123.5		131.0

				62		97.1		95.7		99.2		78.8		100.8		111.1		120.2

				平成元年		88.6		75.3		81.3		65.9		86.5		110.4		120.7

				4		75.0		64.9		63.8		47.8		62.9		93.1		123.0

				6		76.9		72.6		78.9		54.1		57.7		83.3		130.3

				7		80.8		73.7		77.5		62.5		61.3		82.1		137.6

				9		83.9		77.4		87.1		66.9		76.3		74.7		138.2

				11		88.8		92.2		102.8		77.4		80.7		79.3		129.4

				13		97.4		94.6		107.7		94.0		96.6		91.0		123.0

		資料：被保護者全国一斉調査（個別調査）。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。

		注：指数は上記資料より筆者が算出。分析においてはすべての年度を対象としているが、図表圧縮のため報告で触れられる特徴的な年度を中心に表を作成したことにより、掲載年度が世帯ごとに異なっている。





6開始理由

		表6　被保護世帯（全体）の保護開始理由																				単位：％

				総　数				傷病による						働いていた者の死亡・離別等		働きによる収入の減少・喪失		要介護状態		社会保障給付金・仕送りの減少・喪失		貯蓄等の減少・　喪失		その他

				世帯数		合計		計		世帯主の傷病		世帯員の傷病

		平成10年		13,685		100.0		59.6		58.0		1.6		5.2		11.2				3.4		8.1		12.5

		　11		14,957		100.0		53.8		52.5		1.3		5.1		12.7				3.3		8.1		16.9

		　12		14,681		100.0		43.2		41.7		1.6		5.7		13.9		0.3		4.1		10.2		22.6

		　13		14,757		100.0		42.5		40.9		1.6		5.7		14.4		0.3		4.4		10.8		22.0

		14		16,894		100.0		40.9		39.6		1.3		5.6		16.6		0.3		4.5		12.2		19.9

		資料：平成15年9月11日厚生労働省大臣官房統計情報部発表「社会福祉行政業務報告」(平成9～14年）の報道資料より。

		注：１）保護開始の主な理由については９月中のみ把握している。２）「働きによる収入の減少・喪失」は、「定年・失業」、「老齢による収入の減少」、「事業不振・倒産」及び「その他の働きによる収入の減少」をいう。





7指数化稼働率

		表7　稼動世帯と 非稼動世帯の推移

				指数（昭和50年度＝100）

				世帯		稼働		非稼働

				全体		世帯		世　帯

		昭和34年度		86.1		215.3		47.9

		38		91.4		205.6		57.7

		40		90.8		188.3		61.8

		45		92.9		136.9		79.9

		50		100.0		100.0		100.0

		51		100.3		97.4		101.2

		54		105.4		100.2		106.9

		57		109.0		101.8		111.2

		60		110.5		103.4		112.9

		62		101.1		92.7		103.5

		平成元年度		92.7		80.4		96.3

		4		83.0		59.7		89.9

		5		83.0		55.6		91.1

		6		84.3		53.1		93.6

		7		85.3		50.8		95.5

		8		86.9		49.4		97.9

		9		89.5		49.6		101.3

		10		94.0		50.2		106.9

		11		99.8		52.3		113.8

		12		106.5		55.8		121.4

		資料：福祉行政報告例。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版





8稼働率

		表8　世帯類型別稼動・非稼働率の推移														単位：％

						平成4年度		6年度		8年度		10年度		12年度		13年度

		高齢者世　帯		世帯実数		241,520		253,590		261,670		289,660		330,880		362,350

				合　計		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動		4.7		4.0		3.7		3.3		2.9		3.0

				非稼動		95.3		96.0		96.3		96.7		97.1		97.0

		母　子世　帯		世帯実数		56,540		50,620		49,640		49,030		56,120		62,870

				合　計		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動		60.3		56.4		54.6		52.0		50.7		46.6

				非稼動		39.7		43.6		45.4		48.0		49.3		53.4

		傷病・障害者世　帯		世帯実数		227,500		233,320		248,220		257,700		290,010		295,230

				合　計		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動		1.5		1.4		4.1		4.1		4.5		4.5

				非稼動		98.5		98.6		95.9		95.9		95.5		95.5

		その他の世帯		世帯実数		44,990		37,390		29,470		34,440		42,190		47,420

				合　計		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動		59.5		59.4		47.1		42.4		34.1		31.8

				非稼動		40.5		40.6		52.9		57.6		65.9		68.2

		資料：平成4～7年は、厚生省社会・援護局保護課「被保護者全国一斉調査結果報告書」（各年7月1日現在）。平成8～10、12、13年は、被保護者全国一斉調査（個別調査）。出所：平成9、10、12、13年は、生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成11～14年版。

		注：上記資料より当該部分を抜粋し、表を作成。





9医療扶助

		表9　医療扶助決定状況（診療費分）

				全　　　体				一　　般　　診　　療												歯 科 診 療

								合　　計				入　　院				入　院　外

				件数		1件当		件数		1件当		件数		1件当		件数		1件当		件数		1件当

				指数		金額		指数		金額		指数		金額		指数		金額		指数		金額

				S50=100		千円		S50=100		千円		S50=100		千円		S50=100		千円		S50=100		千円

		昭和30年度		41.6		27		43.1		27		66.3		61		35.6		7		17.6		9

		35		53.2		27		54.3		28		92.0		60		42.2		6		34.9		8

		40		71.2		32		71.7		34		74.5		102		70.8		10		63.5		9

		45		86.5		45		86.9		47		96.8		133		83.8		15		79.5		11

		50		100.0		59		100.0		62		100.0		203		100.0		17		100.0		11

		55		117.0		62		114.9		66		102.5		237		118.9		19		149.7		16

		60		133.5		60		129.8		64		101.5		255		138.9		19		193.1		19

		61		130.3		59		126.3		63		93.3		262		136.9		19		194.8		19

		62		126.6		59		122.7		62		85.6		269		134.7		20		188.8		19

		63		122.3		59		118.6		62		81.2		271		130.7		21		180.9		19

		平成元年度		116.9		59		113.5		62		77.3		270		125.1		21		171.6		18

		2		110.8		58		107.8		62		72.7		268		119.1		21		159.2		19

		3		108.6		59		105.7		63		71.6		269		116.8		22		153.9		18

		4		106.5		61		103.8		64		70.0		282		114.7		22		148.9		19

		5		109.1		61		106.5		65		69.9		289		118.3		22		150.2		19

		6		110.7		63		108.2		66		69.4		305		120.7		22		151.7		20

		7		113.5		65		110.8		69		70.7		324		123.8		22		155.5		21

		8		119.0		65		116.1		69		71.0		336		130.6		22		166.4		22

		9		124.0		65		120.7		68		72.6		342		136.2		22		175.6		21

		10		131.5		63		128.4		67		73.9		348		145.9		21		180.7		22

		11		142.6		62		139.1		66		75.7		361		159.6		21		197.7		22

		12		154.4		60		150.5		64		75.2		377		174.8		20		216.6		22

		13		178.1		55		174.5		58		76.0		388		206.2		19		236.2		23

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」より指数と１件当たりの金額を作成。

		注：１件当の金額は、GDPデフレーターにより貨幣価値を調整済み。GDPデフレーターは、内閣府経済社会総合研究所ホームページから入手。入手先：http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/qe011-68/gdemenuj68.html　デフレーターは、旧68SNAに基づく平成2（1990）年基準計数。なお、資料の制約から平成13年度は、年度値ではなく1-3月期の値を用いている。





10開廃率

		表10　世帯類型別に見た保護の開始と廃止の推移																単位：％

						昭61		62		63		平１		2		3		4		5

		高齢者　　世帯		開　始		0.63		0.65		0.66		0.61		0.54		0.55		0.68		0.77

				廃　止		1.16		1.07		1.09		0.91		0.93		0.90		0.92		0.89

				開始－廃止		-0.53		-0.42		-0.42		-0.30		-0.38		-0.34		-0.25		-0.12

		母子世帯		開　始		1.86		1.60		1.48		1.33		1.14		1.27		1.50		1.82

				廃　止		1.79		1.62		1.65		1.57		1.57		1.56		1.41		1.32

				開始－廃止		0.07		-0.02		-0.16		-0.24		-0.43		-0.29		0.09		0.49

		傷病・障害者世帯		開　始		2.00		2.17		2.18		2.03		1.92		2.02		2.23		2.51

				廃　止		1.56		1.69		1.53		1.47		1.47		1.56		1.58		1.68

				開始－廃止		0.45		0.49		0.65		0.56		0.45		0.46		0.66		0.83

		その他の世帯		開　始		2.52		2.11		1.92		2.13		2.10		2.11		2.26		3.36

				廃　止		5.50		4.50		4.82		4.75		5.13		4.70		4.51		4.62

				開始－廃止		-2.98		-2.39		-2.90		-2.62		-3.04		-2.59		-2.25		-1.26

						6		7		8		9		10		11		12		13

		高齢者　　世帯		開　始		0.81		0.83		0.85		0.90		1.08		1.08		1.08		1.00

				廃　止		0.90		0.91		0.87		0.83		0.88		0.84		0.76		0.73

				開始－廃止		-0.09		-0.08		-0.02		0.07		0.20		0.25		0.32		0.27

		母子世帯		開　始		1.92		1.72		1.67		1.97		2.46		2.46		2.41		2.26

				廃　止		1.25		1.13		1.12		1.26		1.19		1.08		0.99		0.91

				開始－廃止		0.67		0.59		0.55		0.71		1.27		1.38		1.42		1.35

		傷病・障害者世帯		開　始		2.27		2.35		2.18		2.75		3.08		3.25		2.68		2.60

				廃　止		1.47		1.49		1.50		2.17		2.19		2.34		1.91		1.86

				開始－廃止		0.80		0.86		0.68		0.58		0.89		0.91		0.77		0.74

		その他の世帯		開　始		4.17		4.20		5.25		3.05		4.13		3.65		4.71		4.26

				廃　止		5.63		7.12		6.84		2.54		3.04		2.45		3.19		2.29

				開始－廃止		-1.46		-2.92		-1.59		0.52		1.09		1.20		1.52		1.97

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」(平成9～13年）,厚生省大臣官房統計。情報部生活保護動態調査報告」(平成8年以前）より、筆者が保護の開始と廃止の割合、および開始世帯と廃止世帯との差を算出。注：各年とも9月調査分。





11パタン

		表11　保護の開始世帯と廃止世帯との推移パターン

				流動化						滞留化

				①		②		③		①		②

		開　始		増 （多）		減 （少）		減 （少）		増 （多）		減 （少）

		廃　止		増 （多）		増 （多）		減 （少）		減 （少）		減 （少）

		開始－廃止		＋ or  －		－		－		＋		＋

		多い世帯		開始・廃止		廃止		廃止		開始		開始

		増・減は年次推移の傾向。　カッコ内の多・少は、当該年度の値の大きさを示す。

		ただし、多・少は被保護世帯内における数値の絶対的な大きさを比較するものではなく、

		開始と廃止の状況においての、当該世帯が多いか少ないかを示す目安である。

		開始－廃止		＋：開始＞廃止

				－：廃止＞開始





12重回帰分析

		表３　保護受給の流動性と受給期間との関連性（重回帰分析）

				説 明 変 数		標 準 化		Ｔスコア		有意		調整済み

						回帰係数				水準		Ｒ2乗

		被保護高齢		10年以上		0.665		7.013		***		0.963

		者世帯		6ヶ月未満		0.354		3.739		***		n=16

		被保護母子		5年～10年未満		-0.838		-12.358		***		0.932

		世帯		10年以上		-0.394		-5.182		***		n=16

		被保護傷病・		5年～10年未満		-0.646		-3.526		***		0.514

		障害者世帯		6ヶ月未満		0.536		2.926		**		n=16

		その他の		6ヶ月～1年未満		0.744		6.905		***		0.871

		被保護世帯		3年～5年未満		-1.070		-9.931		***		n=16

		被説明変数＝開始世帯と廃止世帯との差（変数の投入はステップワイズ法による）
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1保護率

		表１　被保護実人員・保護率の推移 ヒョウヒホゴジツジンインホゴリツスイイ

				被保護人員 ヒホゴジンイン		保護率 ホゴリツ

				１か月平均		（人口千対）

				人 ニン		‰

		昭和27年度		2,042,550		23.8				昭和27年度		23.8

		31		1,775,971		19.7				31		19.7

		35		1,627,509		17.4				35		17.4

		40		1,598,821		16.3				40		16.3

		43		1,449,970		14.3				43		14.3

		45		1,344,306		13.0				45		13.0

		50		1,349,230		12.1				50		12.1

		55		1,426,984		12.2				55		12.2

		60		1,431,117		11.8				60		11.8

		63		1,176,258		9.6				63		9.6

		平成元年度		1,099,520		8.9				平成元年度		8.9

		3		946,374		7.6				3		7.6

		5		883,112		7.1				5		7.1

		7		882,229		7.0				7		7.0

		8		887,450		7.1				8		7.1

		9		905,589		7.2				9		7.2

		10		946,994		7.5				10		7.5

		11		1,004,472		7.9				11		7.9

		12		1,072,241		8.4				12		8.4

		13		1,148,088		9.0				13		9.0

		14		1,242,723		9.7				14		9.7

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」平成13年度、14年度（報道資料）。昭和29年以前については、生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。

		注：保護率の算出は、1か月平均の被保護実人員を総務省統計局発表による各年10月1日現在の推計人口（昭和30、35、40、45、50、55、60、平成2、7、12年度は国勢調査人口）で除したものである。平成14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料および公開資料によるものである。被保護人員：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）保護率：全国厚生労働関係部局長会議資料（社会・援護局）。 エンゴキョク
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2世帯指数

		表１　指数化した類型別被保護世帯数の推移 ヒョウシスウカルイケイベツヒホゴスウ

				指数（昭和50年度＝100）

				全体 ゼンタイ		高齢者　　世帯		母子　世帯		傷病者世帯		障害者世帯		その他の世帯

		昭和40年度 ショウワネンド		85.9		62.7		118.4		55.2				226.2

		45		89.3		89.3		92.5		70.0				155.4

		50		100.0		100.0		100.0		100.0				100.0

		53		104.6		100.5		123.8		106.3				93.2

		54		105.4		101.6		130.3		106.3				91.8

		55		105.7		101.9		136.2		106.3				89.1

		56		107.1		103.1		142.6		107.6				87.4

		57		109.0		105.2		151.2		109.1				85.6

		58		110.7		107.2		158.3		110.3				84.2

		59		111.8		109.4		164.2		110.2				82.8

		60		110.5		110.0		162.3		108.2				80.0

		63		96.4		105.8		130.0		91.4				65.4

		平成元年度		92.7		105.5		117.4		87.6				60.8

		3		85.1		105.0		91.9		79.4				51.4

		5		83.0		108.8		77.9		76.7				46.6

		6		84.3		112.3		76.3		77.6				46.5

		7		85.3		114.9		74.6		78.4				45.8

		8		86.9		119.4		73.6		78.9				45.6

		9		89.5		125.4		74.4		80.2				46.7

		10		94.0		133.2		77.6		83.0				50.0

		11		99.8		142.8		83.2		64.4		21.9		55.2

		12		106.4		154.2		89.9		66.4		23.7		60.8

		13		114.2		167.3		97.5		94.1				68.1

		14		123.6		182.1		107.0		99.0				79.7

		資料：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。報道資料：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）、平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要。

		注：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成13・14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料から算出。





3世帯比

		表2　世帯類型別被保護世帯構成比の推移 ヒョウセタイルイケイベツヒホゴセタイコウセイヒスイイ										単位：％ タンイ

				総　数		高齢者		母子		傷病・障害 ショウガイ		その他 ホカ

						世　帯 ヨオビ		世帯 セタイ		者世帯 シャセタイ		の世帯 セタイ

		昭和40年度 ショウワネンド		100.0		22.9		13.7		29.4		34.0

		45		100.0		31.4		10.3		35.9		22.4

		50		100.0		31.4		10.0		45.8		12.9

		55		100.0		30.3		12.8		46.0		10.9

		平成元年度		100.0		35.7		12.6		43.2		8.5

		5		100.0		41.1		9.3		42.3		7.2

		10		100.0		44.5		8.2		40.4		6.9

		14		100.0		46.3		8.6		36.7		8.3

		資料：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要。報道資料：大臣官房統計情報部（平成15年9月11日発表）。

		注：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成14年度の各数値は、厚生労働省発表の報道資料から算出。





4世帯寄与率

		表3　被保護世帯類型別寄与率 ヒョウヒホゴセタイルイケイベツキヨリツ												単位：％ タンイ

				被保護世帯総　　　数 ヒホゴセタイフサカズ		被保護世帯全体での伸び率 ヒホゴセタイゼンタイノリツ		被保護世帯それぞれの寄与率 ヒホユズルヨオビキヨリツ

								高齢者世帯		母子　世帯		傷病者世帯		障害者世帯		その他の世帯

		昭33-35 アキラ		549,050		4.6		1.8		-0.5		3.3

		40-45		605,140		4.0		9.7		-3.0		-2.7

		45-50		629,220		12.0		3.8		0.8		7.4

		50-51		704,785		0.3		-0.2		0.4		0.9				-0.8

		52-53		721,051		2.2		0.3		1.0		0.9				-0.0

		54-55		742,576		0.3		0.1		0.6		-0.0				-0.3

		56-57		754,601		1.8		0.6		0.8		0.6				-0.2

		58-59		780,326		1.0		0.6		0.5		-0.0				-0.2

		59-60		787,758		-1.1		0.2		-0.2		-0.8				-0.3

		60-61		778,797		-4.5		-0.4		-0.8		-2.7				-0.6

		61-62		744,114		-4.3		-0.4		-0.9		-2.3				-0.6

		62-63		712,302		-4.6		-0.4		-1.4		-2.3				-0.6

		平 1-2 ヘイ		653,413		-4.8		-0.3		-1.5		-2.3				-0.7

		3-4		599,483		-2.4		0.5		-1.1		-1.3				-0.5

		5-6		585,087		1.6		1.3		-0.2		0.5				-0.0

		7-8		600,980		1.9		1.7		-0.1		0.3				-0.0

		9-10		630,577		5.0		2.7		0.4		1.4				0.5

		11-12		703,072		6.7		3.6		0.7		0.9		0.8		0.7

		13-14		805,169		8.2		4.1		0.8		2.0				1.3

		資料：福祉行政報告例（昭和45年以前は被保護者全国一斉調査（個別））。平成13年度以降は、厚生労働省大臣官房統計情報部報道資料による公表値。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。報道資料：平成14年度『社会福祉行政業務報告』の概要（平成15年9月11日）。

		注：被保護世帯数は、各年次における期首の値。寄与率は上記資料より筆者が算出。端数処理のため、合計が一致しない場合がある。





5受給期間指数

		表4　各被保護世帯類型の受給期間別世帯数の推移 ヒョウカクヒホゴセタイルイケイジュキュウキカンベツセタイスウスイイ

						指数（昭和51年度＝100） ユビショウワネンド

						総    数		6カ月　　　未満		6カ月～1年未満		1年～3年未満		3年～5年未満		5年～10年未満		10年　以上

		被保護高齢者世帯 ヒホゴ		昭和35年		53.6		132.9		64.9		50.3		43.0		48.7

				45		85.7		263.2		123.0		81.1		82.0		84.1		51.4

				46		86.2		263.9		136.0		79.2		79.0		84.0		54.3

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				56		104.7		150.9		96.9		72.3		83.2		107.3		125.7

				57		104.5		158.6		95.9		72.1		82.0		102.3		130.5

				59		108.6		123.3		94.9		75.5		81.7		106.3		143.8

				60		107.3		106.8		83.9		71.9		85.4		103.2		147.1

				61		108.2		96.1		85.9		69.8		85.1		104.5		152.0

				平成元年		103.8		79.6		67.2		54.4		76.2		106.7		159.1

				5		106.2		93.0		67.0		48.3		58.9		99.9		192.0

				6		110.0		96.9		77.8		54.2		57.6		97.0		202.9

				7		109.9		100.7		84.9		59.0		55.5		89.9		205.0

				8		113.6		111.0		89.9		64.4		63.0		84.5		212.5

				9		118.4		128.1		93.4		71.2		73.4		82.2		217.1

				11		136.1		163.0		133.9		88.5		92.3		93.0		232.1

				13		157.3		187.5		157.3		118.6		111.5		115.2		241.0

		被保護母子世帯 ヒホゴ		昭和35年		114.5		147.6		84.0		107.7		117.5		124.6

				42		190.9		228.0		129.6		167.5		217.5		220.2		212.4

				45		97.6		133.5		72.7		85.6		103.6		118.3		84.7

				48		95.1		144.4		80.7		87.2		89.3		101.8		93.9

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				53		118.7		235.7		113.0		115.7		105.2		104.1		86.6

				57		146.1		245.6		134.8		144.4		149.4		131.5		100.8

				60		164.9		165.4		141.2		180.2		185.6		159.2		118.0

				61		153.4		135.3		110.5		162.2		191.2		162.2		109.0

				63		131.2		94.3		77.4		116.6		166.9		178.5		121.2

				平成元年		118.1		80.4		72.8		96.8		142.1		178.4		113.9

				5		79.3		61.9		52.0		57.0		73.8		123.0		128.0

				7		75.1		59.7		46.6		66.7		63.9		98.5		131.1

				9		73.1		64.0		53.8		62.8		79.0		76.6		128.4

				10		73.7		73.8		55.6		67.9		77.8		77.4		105.3

				11		82.1		79.1		69.5		76.6		83.6		85.8		112.4

				13		94.5		98.4		81.7		99.8		95.4		91.3		96.8

		被保護傷病・障害者世帯 ヒホゴショウビョウショウガイシャセタイ		昭和42年 ショウワネン		68.2		136.8		95.1		71.5		73.2		64.7		39.2

				46		92.4		169.6		120.2		83.4		91.4		103.6		69.4

				51		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				53		101.8		178.2		123.5		90.9		99.4		97.8		102.8

				57		109.5		157.5		127.0		93.4		106.8		115.2		121.3

				59		112.2		122.7		125.7		99.6		107.3		123.5		131.0

				62		97.1		95.7		99.2		78.8		100.8		111.1		120.2

				平成元年		88.6		75.3		81.3		65.9		86.5		110.4		120.7

				4		75.0		64.9		63.8		47.8		62.9		93.1		123.0

				6		76.9		72.6		78.9		54.1		57.7		83.3		130.3

				7		80.8		73.7		77.5		62.5		61.3		82.1		137.6

				9		83.9		77.4		87.1		66.9		76.3		74.7		138.2

				11		88.8		92.2		102.8		77.4		80.7		79.3		129.4

				13		97.4		94.6		107.7		94.0		96.6		91.0		123.0

		資料：被保護者全国一斉調査（個別調査）。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版。

		注：指数は上記資料より筆者が算出。分析においてはすべての年度を対象としているが、図表圧縮のため報告で触れられる特徴的な年度を中心に表を作成したことにより、掲載年度が世帯ごとに異なっている。 ネンドズヒョウアッシュクホウコクフトクチョウテキネンドチュウシンヒョウサクセイ





6開始理由

		表5　被保護世帯（全体）の保護開始理由 ヒョウヒホゴセタイゼンタイホゴカイシリユウ																				単位：％ タンイ

				総　数 フサカズ				傷病による ショウビョウ						働いていた者の死亡・離別等 ハタラモノシボウリベツナド		働きによる収入の減少・喪失 ハタラシュウニュウゲンショウソウシツ		要介護状態 ヨウカイゴジョウタイ		社会保障給付金・仕送りの減少・喪失 シャカイホショウキュウフキンシオクゲンショウソウシツ		貯蓄等の減少・　喪失 チョチクトウゲンショウソウシツ		その他 タ

				世帯数 セタイスウ		合計 ゴウケイ		計 ケイ		世帯主の傷病 セタイヌシショウビョウ		世帯員の傷病 セタイインショウビョウ

		平成10年 ヘイセイネン		13,685		100.0		59.6		58.0		1.6		5.2		11.2				3.4		8.1		12.5

		　11		14,957		100.0		53.8		52.5		1.3		5.1		12.7				3.3		8.1		16.9

		　12		14,681		100.0		43.2		41.7		1.6		5.7		13.9		0.3		4.1		10.2		22.6

		　13		14,757		100.0		42.5		40.9		1.6		5.7		14.4		0.3		4.4		10.8		22.0

		14		16,894		100.0		40.9		39.6		1.3		5.6		16.6		0.3		4.5		12.2		19.9

		資料：平成15年9月11日厚生労働省大臣官房統計情報部発表「社会福祉行政業務報告」(平成9～14年）の報道資料より。

		注：１）保護開始の主な理由については９月中のみ把握している。２）「働きによる収入の減少・喪失」は、「定年・失業」、「老齢による収入の減少」、「事業不振・倒産」及び「その他の働きによる収入の減少」をいう。





7指数化稼働率

		表7　稼動世帯と 非稼動世帯の推移 ヒョウカドウセタイヒカドウセタイスイイ

				指数（昭和50年度＝100）

				世帯 セタイ		稼働		非稼働

				全体 ゼンタイ		世帯 セタイ		世　帯 ヨオビ

		昭和34年度 ショウワネンド		86.1		215.3		47.9

		38		91.4		205.6		57.7

		40		90.8		188.3		61.8

		45		92.9		136.9		79.9

		50		100.0		100.0		100.0

		51		100.3		97.4		101.2

		54		105.4		100.2		106.9

		57		109.0		101.8		111.2

		60		110.5		103.4		112.9

		62		101.1		92.7		103.5

		平成元年度		92.7		80.4		96.3

		4		83.0		59.7		89.9

		5		83.0		55.6		91.1

		6		84.3		53.1		93.6

		7		85.3		50.8		95.5

		8		86.9		49.4		97.9

		9		89.5		49.6		101.3

		10		94.0		50.2		106.9

		11		99.8		52.3		113.8

		12		106.5		55.8		121.4

		資料：福祉行政報告例。出所：生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成14年版より作成 サクセイ





8稼働率

		表7　世帯類型別稼動・非稼働率の推移 ヒョウセタイルイケイベツカドウヒカドウリツスイイ														単位：％ タンイ

						平成4年度 ド		6年度 ド		8年度 ド		10年度 ド		12年度 ド		13年度 ド

		高齢者世　帯 コウレイシャヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		241,520		253,590		261,670		289,660		330,880		362,350

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		4.7		4.0		3.7		3.3		2.9		3.0

				非稼動 ヒカドウ		95.3		96.0		96.3		96.7		97.1		97.0

		母　子世　帯 ハハコヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		56,540		50,620		49,640		49,030		56,120		62,870

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		60.3		56.4		54.6		52.0		50.7		46.6

				非稼動 ヒカドウ		39.7		43.6		45.4		48.0		49.3		53.4

		傷病・障害者世　帯 ショウビョウショウガイシャヨオビ		世帯実数 セタイジッスウ		227,500		233,320		248,220		257,700		290,010		295,230

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		1.5		1.4		4.1		4.1		4.5		4.5

				非稼動 ヒカドウ		98.5		98.6		95.9		95.9		95.5		95.5

		その他の世帯 ホカセタイ		世帯実数 セタイジッスウ		44,990		37,390		29,470		34,440		42,190		47,420

				合　計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0

				稼　動 カセギドウ		59.5		59.4		47.1		42.4		34.1		31.8

				非稼動 ヒカドウ		40.5		40.6		52.9		57.6		65.9		68.2

		資料：平成4～7年は、厚生省社会・援護局保護課「被保護者全国一斉調査結果報告書」（各年7月1日現在）。平成8～10、12、13年は、被保護者全国一斉調査（個別調査）。出所：平成9、10、12、13年は、生活保護の動向編集委員会編集「生活保護の動向」平成11～14年版。

		注：上記資料より当該部分を抜粋し、表を作成。





9医療扶助

		表9　医療扶助決定状況（診療費分） ヒョウ

				全　　　体 ゼンカラダ				一　　般　　診　　療 イチパンミリョウ												歯 科 診 療 ハカミリョウ

								合　　計 ゴウケイ				入　　院 イリイン				入　院　外 イリインガイ

				件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア		件数 ケンスウ		1件当 ケンア

				指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク		指数 シスウ		金額 キンガク

				S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン		S50=100		千円 センエン

		昭和30年度		41.6		27		43.1		27		66.3		61		35.6		7		17.6		9

		35		53.2		27		54.3		28		92.0		60		42.2		6		34.9		8

		40		71.2		32		71.7		34		74.5		102		70.8		10		63.5		9

		45		86.5		45		86.9		47		96.8		133		83.8		15		79.5		11

		50		100.0		59		100.0		62		100.0		203		100.0		17		100.0		11

		55		117.0		62		114.9		66		102.5		237		118.9		19		149.7		16

		60		133.5		60		129.8		64		101.5		255		138.9		19		193.1		19

		61		130.3		59		126.3		63		93.3		262		136.9		19		194.8		19

		62		126.6		59		122.7		62		85.6		269		134.7		20		188.8		19

		63		122.3		59		118.6		62		81.2		271		130.7		21		180.9		19

		平成元年度		116.9		59		113.5		62		77.3		270		125.1		21		171.6		18

		2		110.8		58		107.8		62		72.7		268		119.1		21		159.2		19

		3		108.6		59		105.7		63		71.6		269		116.8		22		153.9		18

		4		106.5		61		103.8		64		70.0		282		114.7		22		148.9		19

		5		109.1		61		106.5		65		69.9		289		118.3		22		150.2		19

		6		110.7		63		108.2		66		69.4		305		120.7		22		151.7		20

		7		113.5		65		110.8		69		70.7		324		123.8		22		155.5		21

		8		119.0		65		116.1		69		71.0		336		130.6		22		166.4		22

		9		124.0		65		120.7		68		72.6		342		136.2		22		175.6		21

		10		131.5		63		128.4		67		73.9		348		145.9		21		180.7		22

		11		142.6		62		139.1		66		75.7		361		159.6		21		197.7		22

		12		154.4		60		150.5		64		75.2		377		174.8		20		216.6		22

		13		178.1		55		174.5		58		76.0		388		206.2		19		236.2		23

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」より指数と１件当たりの金額を作成。

		注：１件当の金額は、GDPデフレーターにより貨幣価値を調整済み。GDPデフレーターは、内閣府経済社会総合研究所ホームページから入手。入手先：http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/qe011-68/gdemenuj68.html　デフレーターは、旧68SNAに基づく平成2（1990）年基準計数。なお、資料の制約から平成13年度は、年度値ではなく1-3月期の値を用いている。





10開廃率

		表10　世帯類型別に見た保護の開始と廃止の推移 ヒョウセタイルイケイベツミホゴカイシハイシスイイ																単位：％ タンイ

						昭61 アキラ		62		63		平１		2		3		4		5

		高齢者　　世帯 コウレイシャセタイ		開　始 カイハジメ		0.63		0.65		0.66		0.61		0.54		0.55		0.68		0.77

				廃　止 ハイドメ		1.16		1.07		1.09		0.91		0.93		0.90		0.92		0.89

				開始－廃止 カイシハイシ		-0.53		-0.42		-0.42		-0.30		-0.38		-0.34		-0.25		-0.12

		母子世帯 ボシセタイ		開　始 カイハジメ		1.86		1.60		1.48		1.33		1.14		1.27		1.50		1.82

				廃　止 ハイドメ		1.79		1.62		1.65		1.57		1.57		1.56		1.41		1.32

				開始－廃止 カイシハイシ		0.07		-0.02		-0.16		-0.24		-0.43		-0.29		0.09		0.49

		傷病・障害者世帯 ショウビョウショウガイシャセタイ		開　始 カイハジメ		2.00		2.17		2.18		2.03		1.92		2.02		2.23		2.51

				廃　止 ハイドメ		1.56		1.69		1.53		1.47		1.47		1.56		1.58		1.68

				開始－廃止 カイシハイシ		0.45		0.49		0.65		0.56		0.45		0.46		0.66		0.83

		その他の世帯 ホカセタイ		開　始 カイハジメ		2.52		2.11		1.92		2.13		2.10		2.11		2.26		3.36

				廃　止 ハイドメ		5.50		4.50		4.82		4.75		5.13		4.70		4.51		4.62

				開始－廃止 カイシハイシ		-2.98		-2.39		-2.90		-2.62		-3.04		-2.59		-2.25		-1.26

						6		7		8		9		10		11		12		13

		高齢者　　世帯 コウレイシャセタイ		開　始 カイハジメ		0.81		0.83		0.85		0.90		1.08		1.08		1.08		1.00

				廃　止 ハイドメ		0.90		0.91		0.87		0.83		0.88		0.84		0.76		0.73

				開始－廃止 カイシハイシ		-0.09		-0.08		-0.02		0.07		0.20		0.25		0.32		0.27

		母子世帯 ボシセタイ		開　始 カイハジメ		1.92		1.72		1.67		1.97		2.46		2.46		2.41		2.26

				廃　止 ハイドメ		1.25		1.13		1.12		1.26		1.19		1.08		0.99		0.91

				開始－廃止 カイシハイシ		0.67		0.59		0.55		0.71		1.27		1.38		1.42		1.35

		傷病・障害者世帯 ショウビョウショウガイシャセタイ		開　始 カイハジメ		2.27		2.35		2.18		2.75		3.08		3.25		2.68		2.60

				廃　止 ハイドメ		1.47		1.49		1.50		2.17		2.19		2.34		1.91		1.86

				開始－廃止 カイシハイシ		0.80		0.86		0.68		0.58		0.89		0.91		0.77		0.74

		その他の世帯 ホカセタイ		開　始 カイハジメ		4.17		4.20		5.25		3.05		4.13		3.65		4.71		4.26

				廃　止 ハイドメ		5.63		7.12		6.84		2.54		3.04		2.45		3.19		2.29

				開始－廃止 カイシハイシ		-1.46		-2.92		-1.59		0.52		1.09		1.20		1.52		1.97

		資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「社会福祉行政業務報告」(平成9～13年）,厚生省大臣官房統計。情報部生活保護動態調査報告」(平成8年以前）より、筆者が保護の開始と廃止の割合、および開始世帯と廃止世帯との差を算出。注：各年とも9月調査分。





11パタン

		表11　保護の開始世帯と廃止世帯との推移パターン ヒョウホゴカイシセタイハイシセタイスイイ

				流動化 リュウドウカ						滞留化 タイリュウカ

				①		②		③		①		②

		開　始 カイハジメ		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン

		廃　止 ハイドメ		増 （多） ゾウ		増 （多） ゾウ		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン		減 （少） ゲン

		開始－廃止 カイシハイシ		＋ or  －		－		－		＋		＋

		多い世帯 オオセタイ		開始・廃止 カイシハイシ		廃止 ハイシ		廃止 ハイシ		開始 カイシ		開始 カイシ

		増・減は年次推移の傾向。　カッコ内の多・少は、当該年度の値の大きさを示す。 ゾウゲンネンジスイイケイコウナイタショウトウガイネンドアタイオオシメ

		ただし、多・少は被保護世帯内における数値の絶対的な大きさを比較するものではなく、 オオスクヒホゴセタイナイスウチゼッタイテキオオヒカク

		開始と廃止の状況においての、当該世帯が多いか少ないかを示す目安である。 カイシハイシジョウキョウトウガイセタイオオスクシメメヤス

		開始－廃止 カイシハイシ		＋：開始＞廃止 カイシハイシ

				－：廃止＞開始 ハイシカイシ





12重回帰分析

		表３　保護受給の流動性と受給期間との関連性（重回帰分析） ヒョウジュキュウリュウドウセイジュキュウキカンカンレンセイジュウカイキブンセキ

				説 明 変 数 セツメイヘンカズ		標 準 化 ヒョウジュンカ		Ｔスコア		有意 ユウイ		調整済み チョウセイズ

						回帰係数 カイキケイスウ				水準 スイジュン		Ｒ2乗 ジョウ

		被保護高齢 ヒホゴコウレイ		10年以上 ネンイジョウ		0.665		7.013		***		0.963

		者世帯 シャセタイ		6ヶ月未満 ゲツミマン		0.354		3.739		***		n=16

		被保護母子 ヒホゴボシ		5年～10年未満 ネンネンミマン		-0.838		-12.358		***		0.932

		世帯 セタイ		10年以上 ネンイジョウ		-0.394		-5.182		***		n=16

		被保護傷病・ ヒホゴショウビョウ		5年～10年未満 ネンネンミマン		-0.646		-3.526		***		0.514

		障害者世帯 ショウガイシャセタイ		6ヶ月未満 ゲツミマン		0.536		2.926		**		n=16

		その他の ホカ		6ヶ月～1年未満 ゲツネンミマン		0.744		6.905		***		0.871

		被保護世帯 ヒホゴセタイ		3年～5年未満 ネンネンミマン		-1.070		-9.931		***		n=16

		被説明変数＝開始世帯と廃止世帯との差（変数の投入はステップワイズ法による） ヒセツメイヘンスウカイシセタイハイシセタイサヘンスウトウニュウホウ

						***:p<0.01 **:p<0.05 *:p<0.10






